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1 はじめに 
JNSA セキュリティ被害調査ワーキンググループによる個人情報漏えい事件・事故
（以降「インシデント」という）の調査分析は今回で 7回目となる。2007年と同様に
2008年も 2003年に確立した調査方法を踏襲した。 

JNSA セキュリティ被害調査ワーキンググループでは、2007年と同様に、これまで
の調査方法を踏襲し、2008年に新聞やインターネットニュースなどで報道された個人
情報漏えいインシデント（以下、インシデントという）の情報を集計し、分析を行った。 
この調査データにもとづいた、漏えいした組織の業種、漏えい人数、漏えい原因、漏

えい経路などの情報の分類、JOモデル（JNSA Damage Operation Model for Individual 
Information Leak）を用いた想定損害賠償額などを分析した結果を報告書にまとめた。
このような結果をもたらした原因分析も含め、以下に 2008年のインシデントの集計・
分析結果、及び過去５年間の蓄積されたデータを元にした経年変化の分析結果を報告す

る。 
 

2 報告書について 
2.1 報告書の目的 

本報告書は、2008年一年間に報道されたインシデントを調査・分析し、独自の観点
から評価した結果である。 
個人情報は個人情報保護法により保護を義務付けられた情報資産であり、個人情報漏

えいは企業の経営者や組織の責任者が認知すべきリスクのひとつである。 
当ワーキンググループでは、インシデントにおける「損害賠償の可能性」について、

今後の議論の題材になることや、企業経営者が考えるべき情報セキュリティのリスク量

の把握や、適切な情報セキュリティに対する投資判断の一助となることを目的として、

検討、及び提案を行う。 
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2.2 報告書の構成 
本報告書の本編は、さまざまな個人情報漏えいのインシデントを分析した「第 3章

2008年の個人情報漏えいインシデントの分析結果」「第 4章 2008年 想定損害賠償額の
算定結果」と、個人情報漏えいによる想定損害賠償を算出するモデルを解説した「第 5
章 個人情報漏えいにおける想定損害賠償額の算出モデル」から構成される。 
「第 3章 2008年の個人情報漏えいインシデントの分析結果」では、2008年の単年の
分析結果、7年間の蓄積されたデータに基づく経年の分析結果の解説を行った。「第 4章 
2008年 想定損害賠償額の算定結果」では、想定損害賠償額の算定結果とその考察結果
を解説した。2002年から 2008年までの 7年間の個人情報漏えいに関する数値は、新聞
やインターネット上で報道された公開情報に基づいて、統計したものである。一方、想

定損害賠償額は、当ワーキンググループが独自に開発した算定手法に基づいて算出した

推定データであることに注意されたい。 
また、2007年の報告書と同様に「インシデント一覧表」を付録とした。 
 

2.3 調査・分析方法 
2008年 1月 1日から 12月 31日の間に新聞やインターネットニュースなどで報道さ
れたインシデントの記事、組織からリリースされたインシデントに関連した文書などを

もとにインシデントの情報を集計した。まず、収集した情報を元に、これまでと同様に

漏えいした組織の業種、漏えい人数、漏えい原因、漏えい経路などの分類・評価を行っ

た。次に、独自の算定式（JOモデル）を用いて、想定損害賠償額を算出した。 
本調査データは、インターネット上に公開されたインシデントに関する情報を手作業

で収集し、記事や文書に書かれた内容から、インシデントの分析に必要な情報を取得し

ている。よって、可能な限り多くの情報を収集するように努力しているが、公表された

全てのインシデントの記事を収集できていないことを了承されたい。また、この報告書

に対する読者の問い合わせに対応し、結果の一部が誤っていることが判明した場合には、

随時これを訂正している。報告書を利用する場合には、ホームページ上に公開されてい

る最新の報告書を利用していただきたい。 
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3 2008 年の個人情報漏えいインシデントの分析結果 
3.1 概要 

2007年と比較して、漏えい件数が大幅に増加し、1,373件（＋509件）となった。
これは、「教育・学習支援業」「金融・保険業」「サービス業」「運輸業」など、多く

の業種において、全体的に漏えい件数が増加したことによる。とくにある自治体が、

積極的に情報漏えい事件を公表したことが、影響している。 
漏えい人数は、723万人と、個人情報保護法施行後では、最も少なく、かつ、初め
て減少に転じた。これは、漏えい人数が 100万人を大きく超える大規模な個人情報
漏えいインシデントが発生しなかったことが大きく影響している。つまり、突発的

に発生する大規模な個人情報漏えいインシデントによって、その年の漏えい人数、

被害額の傾向が大きく左右されていることを意味する。漏えい人数や想定損害賠償

総額の変動は、この突発的な大規模インシデントが大きく影響するため、これらに

ついて経年の増減傾向を正確に把握することは、難しい。 
漏えい原因は、「誤操作」「管理ミス」の件数、及び比率は大きく増加し、「不正な

情報持ち出し」の件数は減少した。2008年の集計結果の概要は、以下の通りである。 
 

表 1：2008年 個人情報漏えいインシデント 概要データ 

漏えい人数 723 万 2,763 人 

インシデント件数 1,373 件 

想定損害賠償総額 2,367 億 2,529 万円 

一件あたりの漏えい人数※1 5,668 人 

一件あたり平均想定損害賠償額※1 1 億 8,552 万円 

一人あたり平均想定損害賠償額※2 4 万 3,632 円 

 

                                                  
※1：平均値は、被害者数が不明のインシデント 97件を除いて算出している。 
※2：この平均値は一件あたりのばらつきを吸収するため、まず、各インシデントの一人

あたりの想定損害賠償額を算出し、そこから全てのインシデントの一人あたりの想定損

害賠償額の平均額を算出している。よって、想定損害賠償総額を漏えい人数で割った値

ではないことに注意されたい。 
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3.2 個人情報漏えいインシデント・トップ 10 
表 2に規模の大きいインシデント・トップ 10を示す。2008年は、漏えい人数が

100万人を大きく超える大規模なインシデントが、1件も発生せず、約 100万人規模
のインシデントが、1件発生したのみである。昨年までは、漏えい人数が 100万人
を大きく超える大規模なインシデントは１件程度、突発的に発生し、統計結果に影

響を与えていた。 
インシデント・トップ 10の業種は、2007年よりも業種に偏りがあり、「公務」「金
融・保険業」が多い。ただし、「卸売・小売業」「情報通信業」からもトップ 10に含
まれるインシデントが発生している。一方、原因は、「管理ミス」が多い。これは、

2007年以降、内部統制対応から、組織内の情報管理が強化され、大量の誤廃棄が検
出されるようになったためである。 

表 2：インシデント・トップ 10 
No. 漏えい人数 業種 原因 
1 99万 5,023人 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 
2 76万 6,356人 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 
3 65万 3,424人 卸売・小売業 不正アクセス 
４ 34万 9,827人 金融・保険業 管理ミス 
５ 29万 1,338人 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 
6 26万 9,350人 金融・保険業 管理ミス 
7 26万 2,781人 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 
8 25万 4,677人 金融・保険業 管理ミス 
9 23万 2,970人 情報通信業 内部犯罪・内部不正行為 

10 21万 3,443人 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 
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3.3 業種 
(1) 単年分析（件数） 

 
図 1：業種別比率（件数） 

インシデント件数の多い業種は、上位から順に「公務」(34.2%)、「教育・学習支援
業」(13.0%)、「金融・保険業」(11.6%)であり、全体の約 60%を占めている。 
公務、及び金融・保険業については、個人情報保護に関する行政の指導が強く働い

ている業種であり、小規模のインシデントであっても公表することが多く、過去 5
年間、常に上位を占める結果となったと考えられる。インシデントが発生していな

いのは、全 18業種中、「農業」「漁業」「鉱業」の 3業種だけである。残る 15業種で
インシデントが発生し、上位 10業種を合計すると全体の 90%を超える。ほとんどの
業種で個人情報を利用しており、ほとんどの業種にインシデント発生のリスクがあ

るという状況に変化は見られない。 
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(2) 経年分析（件数） 

 
図 2：業種別件数の経年変化（件数） 

 
図 2は、業種別のインシデント件数を折れ線グラフにしたものである。「公務」の
件数が 2007年を除いて、ほぼ毎年増加している。「教育・学習支援業」も 2007年
以外は増加傾向となっている。逆に「情報通信業」は、2006年をピークに若干減少
傾向である。 
「公務」「教育・学習支援業」の増加の一番大きな要因は、インシデントを公表す

るようになってきたことと思われる。それ以外の要因としては、業務で PCや USB
メモリなどの使用が増加していることや、自治体などで臨時職員や派遣職員が増加

しており、情報漏えいを防止するための教育が浸透していないことも考えられる。 
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図 3：業種別比率の経年変化（件数） 

 
業種別インシデント件数の比率は、2006年から 3年連続で「公務」が一番多くな
っている。また「公務」は、全体に占める比率も 2006年から 2008年は増加傾向に
なっており、2008年は 34.2%であった。2008年は、「公務」に次いで「教育・学習
支援業」「金融・保険業」の比率が高い。第４位の「情報通信業」は、98件から 95
件へと件数がわずかに減少しているだけであるが、他の業種の件数が増加したため、

比率は 6.9％に減少した。 
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(3) 単年分析（人数） 

 
図 4：業種別比率（人数） 

 
インシデントの被害者数の多い業種は、上位から順に「公務」(40.5%)、「金融・保
険業」(22.5%)、「卸売・小売業」(13.6%)であり、この 3業種で全体の 4分の 3を占
める。 
「教育・学習支援業」は、図 1に示すように件数では全体の 13.0%を占めるが、
図 4に示すように人数では 1.2%と少ない。これは、「教育・学習支援業」において
扱う個人情報にクラス単位などが多く、他の業種のインシデントと比較して規模が

小さいためであると考えられる。同様に、「医療・福祉業」も、件数の比率が 6.6%
であるのに対して、人数の比率はさらに少ない 0.8%である。インシデントの規模が、
一人の担当医が受け持つ患者数程度が多かったためであると考えられる。 
逆に「卸売・小売業」は、件数の比率が 5.3%であったが、人数では 13.6%と多く
なっており業務で取り扱う個人情報の多さがうかがえる。 
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図 5：業種別の一件あたりの漏えい人数 

 
インシデント一件あたりの漏えい人数（平均人数）の上位 3業種は、「飲食店・宿
泊業」（3.9万人）、「製造・小売業」(1.6万人)、「金融・保険業」(1.0万人)となって
いる。 
「飲食店・宿泊業」は、インシデント件数が 4件と少なく、そのうちの一件が 14
万人を超えた漏えい人数であったため、平均漏えい人数が突出して多くなっている

ことに注意してほしい。それ以外の業種は、漏えい人数が約 5000人～1万 5000人
の業種と、1000人以下の業種の 2つのグループに分かれており、それほど大きな偏
りが無い。 
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(4) 経年分析（人数） 

 
図 6：業種別漏えい人数の経年変化（合計） 

 
業種別の個人情報漏えい人数を積み上げたグラフが図 6である。 
2004年、2006年、2007年の漏えい人数が多くなっているが、いずれの年も 100
万人以上の大規模なインシデントが発生した年である。そのため、大規模なインシ

デントが発生した業種の人数が特異的に増えてしまい、2004年と 2006年は情報通
信業が、2007年では複合サービス業が突出したグラフになっている。つまり、業種
別の個人情報漏えい人数に関しては、業種による特徴よりも、大規模な情報漏えい

インシデントが発生した業種が目立つ傾向になっている。 
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(5) 相関分析 
 

図 7：業種別のインシデント件数と漏えい人数 
 
2008年は、インシデント件数と漏えい人数が、ほぼ比例関係にある。ただし、そ
の中にあって「金融・保険業」「卸売・小売業」「教育・学習支援業」「医療・福祉」

については、インシデント件数と漏えい人数のグラフの傾きに乖離
か い り

が見られる。 
「金融・保険業」「卸売・小売業」は、インシデント件数に対して、漏えい人数の

比率が高くなっており、一件あたりの漏えい人数が多いという特徴を示している。

「金融・保険業」は、一度に数年分の帳票を誤廃棄してしまう事例が多く、また、「卸

売・小売業」では、Webショッピングサイトにおいて、一元的に保存管理された全
ユーザのデータがまとめて漏えいする事例が複数発生している。いずれの場合も、

一件のインシデントの漏えい規模が大きいという業種特性を表している。 
「教育・学習支援業」「医療・福祉」は反対に、インシデント件数に対して、漏え

い人数の比率が低くなっている。両業種においては、日常的に個人情報を扱う機会

が多いものの、一回に取り扱う量が数十人単位と少ないため、このような傾向を示

すものと分析できる。 
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3.4 原因 
(1) 単年分析（件数） 

 
図 8：漏えい原因比率（件数） 

 
図 8を見ると、「紛失・置忘れ」、「盗難」、「誤操作」の比率は、例年どおり上位と
なっている中で、2008年は「誤操作」と「管理ミス」の比率が増加した。特に「誤
操作」は、大幅に増加し全体の 3分の 1以上を占める結果となった。 
「誤操作」の内訳は、以下の順に多く、技術的対策がとりにくい手動操作に依存す

る部分で情報漏えいインシデントが発生していることがわかる。 
(1) 紙媒体の誤配送 
(2) 電子メールの誤送信 
(3) FAXによる誤配送 
紙媒体の誤配送と FAXによる誤配送は、共に自治体で多く発生している。封入の
入れ間違いやあて先の確認漏れが主な原因であり、作業内容の見直しや体制の強化

で防げる内容であった。対策としては、配送に関わる準備作業中の割り込み作業を

禁止するルールや作業スペースの確保、及び二重チェックを目的とした体制の強化

などの運用・組織面の対策が重要であると考えられる。さらに、個人情報が含まれ

る FAXは、試し送信後にリダイヤル機能を使って送るといったルールも有用である。 
一方で、電子メールの誤送信は、企業で比較的多く発生している。前述の紙媒体の

誤配送と同様のインシデントが発生していると共に、電子メールに特化した「Bcc
に入れるべきメールアドレスを Toに入れ、送ってしまうインシデント」も発生して
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いる。そこで、上記紙媒体の誤配送と FAXによる誤配送の対策を実施すると共に、
同報メールを自動化するシステムの導入も効果的である。 

 
また、「管理ミス」の増加も特徴的である。2007年から引き続き増加し、漏えい原
因の第 2位となった。「管理ミス」の内訳は、約半数が誤廃棄で、誤って他の情報と
一緒に廃棄した例が多い。 
これは昨年に引き続き内部統制が大きく影響しているものと考えられる。個人情報

保護法を含めた「事業活動に関わる法令等の遵守」、「資産の保全」、「IT統制」など
内部統制への取り組みが進み、インシデント対応手順として公表の判断基準を明確

にした組織が増加したと推測できる。組織内情報の管理が強化されると同時に、棚

卸しなどが行われ、組織の建物内での誤廃棄や紛失についての公表が進んだものと

も推測できる。また、同一会社や関連会社が同時期に公表しているケースが見受け

られる。これは、インシデントが発覚した後に行われる他部門への横展開調査によ

り、さらに発覚しているケースであると推測できる。 
そこで、事務所で保有している情報が管理されているか、定期的な棚卸しの実施を

推奨する。 
 

(2) 経年分析（件数） 

図 9：漏えい原因比率の経年変化（件数） 
 
「紛失・置忘れ」の割合が、2005年の 42.1%をピークに減少を続けている。「盗難」
の割合も同様に減少傾向にある。そして、「誤操作」「管理ミス」が 2006年以降、増
加傾向にある。組織の建物内での誤廃棄や紛失にあたる「管理ミス」の増加は、紙

媒体経由の小規模インシデントの増加と関係しており、これらの要因には二つの理

由が考えられる。一つ目は、これまでインシデントが発生する割合の高かった「紛
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失・置忘れ」「盗難」に対して、個人情報の持ち出しによる対策が進み、割合が減少

したこと。そして、これまで対応が遅れていた組織内における個人情報の管理体制

や管理方法に対策の対象が移ってきたためと思われる。そのうえで前述のとおりイ

ンシデント対応手順として公表をすることを決め、公表の判断基準を明確にした組

織が増加したことも影響していると考えられる。二つ目は、2005年に「金融・保険
業」などから「紛失」と公表されていたインシデントの原因が、2007年には内部統
制の観点から「管理ミス」と分類されて公表されるようになったためである。 
図 9には載っていないが、P2Pファイル共有ソフトによる情報漏えいインシデン
トが 2007年の 142件から、2008年の 67件へ減少している。P2Pファイル共有ソ
フトの使用禁止と、情報の持ち出しに対する管理やルールの徹底等による P2Pファ
イル共有ソフト対策が功を奏してきていると考えられる。 

 

(3) 単年分析（人数） 

 
図 10：漏えい原因比率（人数） 

 
図 10を見ると、2007年と比較して「紛失・置忘れ」の人数が約 46万人から約

16万人へ、「盗難」は約 58万人から約 20万人へ減少し、全体に占める比率も小さ
くなった。また、「管理ミス」の比率は非常に大きいが、2007年と比較して約 1,956
万人から約 498万人へ大幅に減少している。比率が大きいため、増加したように錯
覚されるが、全体の人数が減っていることにご注意いただきたい。 
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(4) 経年分析（人数） 
 

図 11：漏えい原因別の一件あたりの漏えい人数 
 
図 11から、「不正アクセス」の一件あたりの漏えい人数が、他よりも格段に多い
ことがわかる。「図 10：漏えい原因比率（人数）」では、「不正アクセス」の比率は
「管理ミス」と比較すると少ない。つまり、「不正アクセス」はインシデントの発生

数こそ「管理ミス」より少ないが、大量の個人情報が漏えいする傾向にある。 
2008年は、Webアプリケーションの脆弱性を狙った攻撃が急激に増えたことも、
関係している。 

 

 
図 12：漏えい原因の人数区分（件数） 

 
「図 12：漏えい原因の人数区分（件数）」からも漏えい人数の違いが分かる。「図 

8：漏えい原因比率（件数）」で第 1位であった「誤操作」は、10人未満の情報漏え
いインシデントが 3分の 2を占めており、少ない人数の漏えいインシデントが目立
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った。「管理ミス」は 10人未満と 100人未満の情報漏えいインシデントが多いが、
「不正アクセス」は、1万人以上～5万人未満の規模のインシデントが多い。2009
年も、「不正アクセス」による大規模人数の漏えいインシデントが継続して発生して

おり、平均人数の値に大きく影響していくことが予想される。 
「管理ミス」に対する個人情報の管理対策を実施していくと同時に、発生確率は低

いが被害が大きくなる「不正アクセス」への対策についても、万が一にも発生した

場合を想定し、優先順位を上げて検討しておく必要があるだろう。 
 

(5) 業種別（件数） 

図 13：業種別の漏えい原因比率（件数） 
 
「公務」は、「誤操作」の占める比率が高い。内訳としては、郵送や FAXの誤送付
が多く、日常業務の中で情報送付という作業が多いことに起因しているようだ。 
「金融・保険業」は、「管理ミス」の占める比率が高い。書類の誤廃棄に関するイ

ンシデントが多いが、この傾向は例年通りである。本報告書では、それらの管理業

務下において紛失・誤廃棄した場合を「管理ミス」として分類している。 
2008年は「運輸業」でも、「管理ミス」が多く発生した。内容は、クレジットカー
ド売上票や定期券申込票などの伝票類を紛失したという場合が多いが、珍しいとこ

ろでは、大量の郵便物を含むコンテナを駅構内に長期間放置したという事例があっ

た。 
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3.5 漏えい媒体・経路 
(1) 単年分析（件数） 

図 14：漏えい媒体・経路比率（件数） 
 
最もインシデント件数が多い漏えい媒体・経路は「紙媒体」で、その内訳は「誤操

作」、「管理ミス」、「盗難」、「紛失・置忘れ」の原因によるものが多い。 
2番目に比率の高い「Web・Net」の内の約 40%がWinnyなどのファイル共有ソ
フトによるもので、2007年に引き続き比率が高い。 

 

(2) 経年分析（件数） 

図 15：漏えい経路比率の経年変化（件数） 
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紙媒体による漏えいは、2005年から 2007年にかけて減少してきたが、2008年は
349件(40.4%)から 769件(56.0%)に増加した。「紙媒体」以外の媒体・経路の比率は、
減少しているが、これは、「紙媒体」の比率が増えたことによる相対的な変化である。 
「USB等可搬記録媒体」は、比率は減少しているものの、件数は 94件から 136
件へ増加しているため、状況が改善されているとは言い難い。「PC本体」について
も同様に比率は減少しているが、2007年から 2008年にかけて発生件数は横ばいで
あるため、状況が大きく改善されているとは言えない。 

 

(3) 単年分析（人数） 

 
図 16：漏えい媒体・経路比率（人数） 

 
「紙媒体」は、図 18より、一件あたりの漏えい人数が 10人未満、100人未満の
小規模インシデントの件数が多いが、反対に 10万人以上の大規模インシデントも発
生しているため、人数比率においても 59.5％と半数以上を占めている。「Web･Net」
の比率が 2007年の 1.9％から 24.9％へと大幅に増加する一方、「USB等可搬記録媒
体」の比率が 2007年の 38.7％から 10.5%へと大幅に減少した。 
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図 17：漏えい媒体・経路別の一件あたりの漏えい人数 

 
漏えい媒体・経路別の一件あたりの漏えい人数を比較すると、「Web･Net」による
漏えい人数が非常に多い。その漏えい原因としては、「設定ミス」、「ウイルス」と「不

正持ち出し」の割合が高い。 
「設定ミス」の場合は、設定の不備によりWeb上の個人情報を第三者に公開して
しまうケースが多いため、Webサーバを公開するときは、設定に十分気をつけてほ
しい。 
「ウイルスと不正持ち出し」の場合は、Winnyなどファイル共有ソフトの利用者
による漏えいが依然として多く、引き続き暴露型ウイルスにも注意して欲しい。ま

た、「紙媒体」と「USB等可搬記録媒体」の一件あたりの漏えい人数が、非常に近い
値となったが、これは単純平均の値であり、図 18のとおり人数の分布等は大きく異
なる。 
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図 18：紙媒体と USB等可搬記録媒体の漏えい規模比率(件数) 
 
「紙媒体」と「USB等可搬記録媒体」の漏えい規模の分布を比較すると、「紙媒体」
は 10人未満の漏えい件数の分布が最も多く、「USB等可搬記録媒体」は 100人～500
人未満の漏えい件数の分布が最も多い。また、「紙媒体」は、10万人以上のインシデ
ントが 11件発生している。前述のとおり、「紙媒体」と「USB等可搬記録媒体」は、
一件あたりの漏えい人数が近い値であっても、その分布には違いがあることがわか

る。 
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図 19：紙媒体による漏えい時の原因と漏えい人数区分(件数) 
 
図 19は、「紙媒体」によって漏えいした場合だけを抽出し、その原因と漏えい人
数の規模を表したグラフである。「紙媒体」によって漏えいした場合、その原因は「誤

操作」（319件）、「管理ミス」（231件）、「紛失・置忘れ」（100件）、「盗難」（68件）
の順に並ぶ。さらにそれぞれの原因における漏えい人数の規模について、以下のよ

うな特徴がある。 
 

 「誤操作」 

漏えい人数が 10 人未満の少人数のインシデントの比率が非常に高い 

 「管理ミス」 

漏えい人数が 100 人未満のインシデントの比率も高いが、1000 人～5000 人未

満の規模の大きなインシデントの比率も高い 

 「紛失・置忘れ」「盗難」 

漏えい人数が 500 人未満のインシデントが大半を占め、10 人～100 人未満の

インシデントの比率が高い 

 
ところで、今回の漏えい経路の集計には具体的に現れないが、2008年はアマゾン
の「欲しいものリスト」や Googleの「マイマップ」に登録した情報が、意図せず公
開されてしまうという事態が話題となった。これは各サービスの標準設定では、登

録情報が第三者から閲覧できる状態（公開設定）になっていることが原因であり、

ユーザはWeb上のパーソナルサービスに個人的な情報を登録する際には、公開・非
公開設定に注意してほしい。 
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(4) 業種別（件数） 

図 20：業種別の漏えい経路比率（件数） 
「公務（他に分類されないもの）」「複合サービス業」「金融・保険業」などは、「紙

媒体」を経由して漏えいする比率が高く、「教育・学習支援業」「医療・福祉」は、「USB
等可搬記録媒体」による比率が高い。例年、この傾向を示している。 
「電気・ガス・熱供給・水道業」「運輸業」も、「紙媒体」経由の比率が高く、大半

の事例は伝票類の紛失であった。 
なお、「林業」「飲食店・宿泊業」は、母数が少ないため、必ずしも業種全体の傾向

を表していないと考え、考察から除外した。 
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3.6 漏えい規模 
(1) 単年分析（件数） 

 
図 21：漏えい規模比率（件数） 

図 21によると、インシデント一件あたりの漏えい人数が「10人未満」の比率が
34.9%、「10～100人」が 22.9%、「100～500人」が 16.2%、500人未満の全インシ
デントの比率は、全体の 74.0%と約 4分の 3を占めている。これにより、比較的漏
えい人数の少ないインシデントが数多く発生していることが分かる。2007年と比較
して、「10人未満」の比率が 15.7%から 34.9%へと急増した。これは、小規模のイン
シデントも積極的に公表されるようになったためと思われる。 
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(2) 経年分析（件数） 

 
図 22：一件あたりの漏えい人数区分の経年変化（件数） 

 
 
図 22は一件あたりの漏えい人数を人数区分ごとにグラフにした図である。 
2005年から 2007年までは人数区分の順位に大きな変化は見られず、「10～100人」、
「100～500人」、「10人未満」という順位で推移してきた。2008年は前述のとおり
「10人未満」の件数が急増し、第 1位となった。全体的に小規模インシデントが増
加し、その内の「10人未満」の人数区分が急増していることがわかる。 
また、漏えい人数が「不明」である人数区分についても増加の傾向が読み取れるが、

これは、漏えい人数などの詳細が把握できないインシデントであっても公表する姿

勢の表れと思われる。 
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図 23：一件あたりの漏えい人数区分の比率の経年変化（件数） 

 
図 23は、 
図 22の件数を比率で示した図である。 
2008年は、1,000人未満の人数区分が、合計で 79.7％を占めるまでに増加してい
ることから、公表されるインシデントのほとんどは漏えい人数が 1,000人未満の小
規模なものであると言える。 
一般の企業を対象とする個人情報保護法の「個人情報取扱事業者」とは、保有する

個人情報の数が 5,000人以上という目安となる数値がある。しかし、行政機関や、
独立行政法人を対象とする行政機関個人情報保護法などの法令では、たとえ一人で

あっても「保有個人情報」には安全管理義務を負うことから、インシデントが起き

た場合には漏えい人数が一人であっても公表する傾向がある。このことが、小規模

な漏えい人数区分の比率を押し上げる一因と考えられる。 
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(3) 業種別（件数） 

図 24：業種別の漏えい規模比率（件数） 
 
「公務」「医療・福祉」「不動産」「電気・ガス・熱供給・水道業」「建設業」は、100
人未満の少量の漏えい事例が多い。 
「複合サービス業」は、1万人以上～10万人未満の規模の占める比率が高いが、
これは母数が小さいためであり、1万人を超えるインシデント数は 4件のみである。 
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3.7 漏えい情報の価値 
(1) 漏えい情報 

図 25：漏えい情報の出現確率 
 
「氏名」の出現確率が 93.7%であり、著しく高い。次いで、「住所」の 49.2%、「電
話番号」の 29.4%が続く。「氏名」、「住所」は基本的な個人情報であるため、出現頻
度が高いと考えられる。電話番号は、2007年の 44.0%から、2008年は 29.4%に減
少した。 
出現確率は下がるものの、本人確認の手段に使われる「生年月日」（23.8%）、迷惑
メールに悪用されやすい「メールアドレス」(13.0%)、詐欺や不正使用に悪用される
「クレジットカード番号・口座番号」（11.7%）など、悪用された場合に深刻な被害
を及ぼす個人情報も漏えいしている。 

表 3：漏えい情報の組み合わせ出現確率 
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組合せ１ ○ ○     6 670件 48.8%
組合せ２ ○  ○    3 399件 29.1%
組合せ３ ○   ○   3 325件 23.7%
組合せ４ ○ ○ ○    6 325件 23.7%
組合せ５ ○ ○ ○ ○   6 119件 8.7%
組合せ６ ○ ○ ○ ○ ○  6 39件 2.8%
組合せ７ ○ ○ ○ ○  ○ 6 14件 1.0%
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組合せ出現確率を見ると、「氏名＋住所」、「氏名＋電話番号」、「氏名＋生年月日」、

「氏名＋住所＋電話番号」など、基本情報を組み合わせて使用している場合が多い

ことが分かる。 
 

(1) 漏えい情報の価値分布（ＥＰ図） 

図 26：シンプル EP図分布（件数） 
 
2008年のインシデントで漏えいした情報について、精神的苦痛レベルと経済的損
失レベルの二つの評価軸を用いて機微度を評価し、シンプル EP図上に表示した結果
を図 26に示す。 
経済的損失レベル 1 かつ 精神的苦痛レベル 1 の機微度が低い位置にある、いわ
ゆる基本情報の件数が突出している。この傾向は、ここ数年変化していない。 

 
表 4：精神的苦痛／経済的損失レベル別のインシデント件数 
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表 4の比率欄の括弧内には、2007年の比率からの増減を示しているが、大きな変
化がないことから、漏えいした個人情報の機微度の分布状況は 2007年とほぼ同様で
あることが分かる。 

 

(2) 業種別ＥＰ分布 
 

図 27：漏えい情報の経済的損失レベル分布（件数） 
 
経済的損失レベル 1 の個人情報が漏えいしたインシデント件数が多い業種は、「公
務」、「教育・学習支援業」、「医療・福祉」、「情報通信業」、「サービス業」である。 
経済的損失レベル 2 の個人情報が漏えいしたインシデント件数が多い業種は、「金
融・保険業」、「公務」、「運輸業」である。全体的な傾向としては、経済的損失レベ

ル 2 よりも経済的損失レベル 1 のインシデント件数が多いが、「金融・保険業」と
「運輸業」においては、経済的損失レベル 1 よりも経済的損失レベル 2 のインシデ
ント件数が多い。これは、「金融・保険業」では、口座番号、年収などの情報が、「運

輸業」では、クレジットカード番号などの情報が漏えいしているためである。 
経済的損失レベル 3 の個人情報が漏えいしたインシデント件数は、多い業種でも 5
件程度であった。 
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図 28：漏えい情報の精神的苦痛レベル分布（件数） 
 
精神的苦痛レベル 1 の個人情報が漏えいしたインシデント件数が多い業種は、「公
務」、「情報通信業」、「金融・保険業」、「サービス業」である。 
精神的苦痛レベル 2 の個人情報が漏えいしたインシデント件数が多い業種は、「教
育・学習支援業」、「公務」、「金融・保険業」である。全体的な傾向としては、精神

的苦痛レベル 2 よりも精神的苦痛レベル 1 のインシデント件数が多いが、「教育・
学習支援業」、「医療・福祉」においては、精神的苦痛レベル 1 よりも精神的苦痛レ
ベル 2 のインシデント件数が多い。これは、「教育・学習支援業」では、テスト結果、
成績などの情報が、「医療・福祉」では、健康診断結果などの情報が漏えいしている

ためである。 
精神的苦痛レベル 3 の個人情報が漏えいしたインシデント件数が多い業種は、「公
務」、「医療・福祉」である。これは、「公務」では、本籍、犯罪歴などの情報が、「医

療・福祉」では、病名、病歴などの情報が漏えいしているためである。 
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3.8 経年分析 
2002年から 2008年の間に収集した 7年分のインシデント情報をもとに様々な経
年分析を行った。ただし、2004年以前は公表件数が少なく、収集できたインシデン
トは、大規模で深刻なインシデントが中心であることから、統計データとしては偏

りが大きく、あくまで参考値として分析を行っている点をご承知いただきたい。 
 

表 5：漏えい人数とインシデント件数の経年変化 
 

インシデント件数 漏えい人数 一件あたりの 
平均漏えい人数※ 

2002年 62件 41万 8,716人 7,613人 
2003年 57件 1,55万 4,592人 3万 0,482人 
2004年 366件 1,043万 5,061人 3万 1,057人 
2005年 1,032件 881万 4,735人 8,922人 
2006年 993件 2,223万 6,576人 2万 3,432人 
2007年 864件 3,053万 1,004人 3万 7,554人 
2008年 1373件 723万 2,763人 5,668人 

 
2008年のインシデント件数は集計を始めた 2002年以降で最多の 1,373件となっ
ている。一方、漏えい人数は大規模なインシデントが発生していないことから、2004
年以降最少の 723万 2,763人となっており、2007年の約 24％、2006年の約 33％と
大幅に減少している。その結果、日本の人口に換算すると約 18人に 1人の割合とな
り、インシデント一件あたりの平均漏えい人数は、過去最多となった昨年から一転

し、過去最少の 5,668人／件となっている。 
インシデント件数が過去最多となりながら、平均漏えい人数が過去最少であったと

いうことは、大規模なインシデントが発生しなかったという要因もさることながら、

個人情報保護に対する世間の認識が常識となってきたことで、各組織においてイン

シデントが発生した場合に報告する体制が整備されてきたのと同時に、仮に小規模

なインシデントであって公表する姿勢が一般化してきたことが伺える。 

                                                  
※ 2008年は被害者数不明の 87件を除いて、平均漏えい人数の母数は 1,276件である。 
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図 29：インシデント件数と内部不正による漏えい人数の経年変化（合計） 
 
個人情報保護法が完全施行された 2005年以降、毎年 1,000件程度の個人情報の漏
えいインシデントが新聞やインターネットニュースで報道され続けており、2008年
には過去最多の 1,373件となっている。新聞やニュースはその性質上「新規性」「話
題性」がないと記事にしないものであるにもかかわらず、これだけ継続して報道さ

れているということは、組織がインシデントを起こしてしまった場合に、新聞やニ

ュースに掲載してもらうことが謝罪や広報の手段として定着してきているものと考

えられる。 
一方、2005年から 2007年まで増加傾向であった漏えい人数が、明らかに減少し
ている。わが国のセキュリティレベルが向上し、対策が十分に行き渡ったことによ

るものと考えたいところではあるが、5000人から 100万人未満の規模のインシデン
ト数は、ほぼ横ばいであり、顕著な減少は認められない。実際は 100万人を超える
ような突発的な大規模なインシデントが発生していないことがその要因と考えられ

る。 
また、2006年、2007年と 800万人を超えていた内部犯罪・内部不正行為による
漏えい人数が、2008年には 32万人と大幅に減少している。内部の権限管理、持ち
出し禁止などの対策によって、内部犯罪や不正行為が困難になってきているからと

思われる。 
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4 2008 年 想定損害賠償額の算定結果 
4.1 想定損害賠償総額 

表 6：想定損害賠償総額の経年変化 
 想定損害賠償総額 

2002年 約 189億円
2003年 約 281億円
2004年 約 4,667億円
2005年 約 7,002億円
2006年 約 4,570億円
2007年 約 2兆 2,711億円
2008年 約 2,367億円

図 30：想定損害賠償総額と漏えい人数 
 
想定損害賠償総額は、2007年に個人情報の価値が高く、かつ大規模なインシデン
トが発生したため大幅に総額が激増している。2008年には、幸いにもこのような大
規模なインシデントが発生しておらず、総額は激減している。 
しかしながら、インシデント件数の増加を考えると、一概に安全対策が進捗したと

はいえず、このような総額を抑える傾向を維持できるか否かは「大規模インシデン

トの発生有無」にかかっている。 
また、漏えい人数も大幅に減少している。インシデント件数の増加を考えると、一

概に安全対策が進捗したとはいえないものの、少人数の漏えいでも公表する組織の

姿勢が継続されているとともに、対策によってインシデント発生時の漏えい者数が

限定されている可能性もある。 
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4.2 一人あたりの想定損害賠償額 
(1) 単年分析 

 
図 31：一人あたりの想定損害賠償額比率（件数） 

 
2008年は、一人あたりの想定損害賠償額が「5000円以上～1万円未満」のインシ
デント件数の占める比率が 27.2％と最も多く、次いで「1万円以上～3万円未満」の
比率が 27.1％となった。 

 

(2) 経年分析 
 

表 7：一人あたりの平均想定損害賠償額 
2002年 1万 6,855円
2003年 8万 9,140円
2004年 10万 5,365円
2005年 4万 6,271円
2006年 3万 6,743円
2007年 3万 8,233円
2008年 4万 3,632円

 
一人あたりの平均想定損害賠償額は、2007年の 3万 8,233円から 2008年の 4万

3,632円へと増加しているものの、2005年以降、大きな変化はなく、ほぼ横ばいと
見ることができる。 
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【一人あたりの平均想定損害賠償額について】 
「一人あたりの想定損害賠償額」は、インシデント毎に算出している。「一人

あたりの平均想定損害賠償額」は、このインシデント毎の「一人あたりの想定損

害賠償額」の平均金額を求めた。よって、全インシデントの「一人あたりの想定

損害賠償額」を合計し、「インシデント総件数」で除算して、「一人あたりの平均

想定損害賠償額」を算出している。「想定損害賠償額の合計」を「漏えい人数の

合計」で、除算した値ではないことに注意されたい。 
算出式、及び具体的な計算例は、以下の通りである。 
 
インシデントが以下の 2件の場合 
Aインシデントの一人あたり想定賠償額 = a円 
Bインシデントの一人あたり想定賠償額 = b円 
一人あたりの平均想定損害賠償額 = (ａ円＋b円)÷2件 
 
■具体例 

表 8：インシデント内容（具体例） 

 漏えい人数 想定損害賠償総額 一人あたりの 
想定損害賠償額 

Aインシデント 1人 100万円 100万円 
Bインシデント 100人 100万円 1万円 

 
表 9：一人あたりの想定損害賠償額（具体例） 

 漏えい人数 一人あたりの想定損害賠償額 
人数で除算した場合 101人 200万円÷101人 = 1.98万円 
本報告書の場合 101人 (100万円+1万円)÷2件 = 50.5万円 
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次に「一人あたりの想定損害賠償額比率の経年変化」のグラフと実件数を示す。 

図 32：一人あたりの想定損害賠償額比率の経年変化（件数） 
 

表 10：一人あたりの想定損害賠償額の経年変化 
一人あたり 

想定損害賠償額 
2002年 
(n=63) 

2003年
(n=57)

2004年
(n=366)

2005年
(n=1032)

2006年
(n=993)

2007年 
(n=864) 

2008年
(n=1373)

～5千円未満 11件 13件 39件 118件 142件 122件 161件

～1万円未満 23件 8件 57件 189件 248件 259件 373件

～5万円未満 23件 17件 108件 434件 425件 307件 537件
～10万円未満 5件 8件 52件 153件 98件 95件 141件

～50万円未満 0件 7件 83件 119件 64件 63件 133件

～100万円未満 0件 4件 16件 15件 16件 18件 28件
100万円以上 0件 0件 5件 1件 0件 0件 0件

不明 0件 0件 6件 3件 0件 0件 0件

合計 62件 57件 366件 1,032件 993件 864件 1,373件

 
一人あたり想定賠償額の比率を見ると、10万～50万円未満がやや増加しているも
のの、全体の傾向として大きな変化は見られない。 
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4.3 一件あたりの想定損害賠償額 
(1) 単年分析 

図 33：一件あたりの想定損害賠償額比率（件数） 
 
一件あたりの想定損害賠償額では、50万円未満が約半数を占め、50万円以上～500
万円未満が 20.3%となっている。 
情報の価値が低く、小規模なインシデントと想定される「10万円未満」、「10万円
以上～50万円未満」の規模インシデントの占める比率が高い状況である。 

 

(2) 経年分析 
表 11：一件あたりの平均損害賠償額の経年変化 
 一件あたりの平均想

定損害賠償額 
(参考) 

想定損害賠償総額 
2002年 2億 7,532万円 約 189億円 
2003年 5億 5,038万円 約 281億円 
2004年 13億  730万円 約 4,667億円 
2005年 7億  868万円 約 7,002億円 
2006年 4億 8,156万円 約 4,570億円 
2007年 27億 9,347万円 約 2兆 2,711億円 
2008年 1億 8,552万円 約 2,367億円 

 
2008年の想定損害賠償総額は、過去最高となった 2007年金額から大きく減少し、
金額順位としては、個人情報保護法施行の前年である 2004年を下回った。 
これは、今年発生したインシデントの傾向に由来している。理由の一つには、イン

シデント件数は大幅に増加したものの、１インシデントあたりの漏えい者数が少な
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いことが挙げられる。また、理由の二つ目には、機微な情報の大規模なインシデン

トが少なく、想定損害賠償総額が巨額となるインシデントが発生しなかったことが

挙げられる。この 2点により、想定損害賠償総額が減少している。 
次に「一件あたりの想定損害賠償額比率の経年変化」のグラフと実件数を示す。 

図 34：一件あたりの想定損害賠償額比率の経年変化（件数） 
 

表 12：一件あたりの想定損害賠償額の経年変化 
一件あたり 

想定損害賠償額 
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(n=63) 

2003年
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～5000万円 19件 7件 57件 113件 105件 104件 125件

～1億円 2件 8件 28件 36件 26件 36件 43件

～10億円 2件 9件 35件 96件 61件 57件 53件
～50億円 5件 4件 17件 51件 16件 22件 13件

～50億円以上 1件 2件 8件 19件 12件 17件 12件

不明 7件 6件 30件 44件 44件 51件 97件
合計 62件 57件 366件 1,032件 993件 864件 1,373件
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過去、一件あたりの想定損害賠償額が 10万円未満のインシデントが増加する傾向
が続いており、2008年もこの傾向は続いている。 

2008年は大規模インシデントが無く、高額なインシデントが占める比率は減少し
ている。しかしながら、１億円以上のインシデントは、月平均 6件となる 78件も発
生しており、企業担当者としては依然として安心できない状況である。 

 

4.4 想定損害賠償額の総括 
2008年想定損害賠償総額における全体の傾向としては、以下の 2点に総括できる。 
 

 表 12 からは読み取れないが、2007 年には大規模な 2件のインシデントを含

め、50 億円をはるかに上回るインシデントが多数発生していた。これに対し、

2008 年は、50 億円以上のインシデント件数の減少など巨額事例が大幅に減じ

ているため、想定損害賠償の総額が大きく減少する結果になっている。 

 

 また 2008 年は一インシデントあたりの漏えい件数が少ないため、一件あたり

想定損害賠償額が比較的低額であり、100 万円未満の比率が 50％を超えるま

で増加している。これを見ると、2008 年は「小損害多発型の年」であった。 
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5 個人情報漏えいにおける想定損害賠償額の算出モデル 
5.1 想定損害賠償額の算出の目的 

想定損害賠償額の算定式の提案、及び算出式を実際のインシデントに適用した想定

損害賠償額の算出は、当ワーキンググループの調査報告書の特徴である。 
当ワーキンググループは、当初から実際に発生したインシデントの分析によるリス

クの定量化と対策効果の定量化を目的に活動してきた。想定損害賠償額算定式の提

案も、個人情報を取り扱う組織の潜在的なリスクを数値として把握することを目的

にしている。よって、本算定式は各組織が所有する個人情報の潜在的リスクを把握

するためのひとつの推定方法であり、被害者が漏えい元の組織に対して請求できる

損害賠償額を示したものではない点を認識いただきたい。また、個人情報を保有し

ている組織は、保有する個人情報について算定を試みていただきたい。 
なお、以下に挙げる算定結果は、あくまでも「もし被害者全員が賠償請求したら」

という“仮定”に基づくものであり、実際に各事例においてその金額が支払われた

ものではないことに注意していただきたい。 
 

5.2 想定損害賠償額算定式の解説 
想定損害賠償額の算定にあたっては、2008年も 2003年の調査方法を踏襲した。
改定を行わなかった理由は、現実の判決による賠償額と本算定式による算定結果が

許容できる範囲の差異に収まったことから、現行の算定式が十分使えるものと判断

したためである。 
想定損害賠償額の算定式の成り立ちについては、2003年の報告書を参照いただき
たい。ここでは簡単に概要を記述するに留める。 

 

5.2.1 想定損害賠償額算定式の策定プロセス 
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図 35：想定損害賠償額算定式策定のプロセス 
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図 35に示す通りのプロセスで想定損害賠償算定式を策定した。 
 
① 事前調査 
報道されたインシデントを調査・集計する。同時に過去のプライバシー権侵害

や名誉毀損の判例を調査する。ここでは 2003年の報告書で説明した通り、「宇
治市住民基本台帳データ大量漏えい事件控訴審判決 大阪高等裁判所 平成 13
年（ネ）第 1165号 損害賠償請求控訴事件」を参考にした。 

② 分析 
集計したインシデントの被害者数、漏えい情報種別、漏えい原因、漏えい経路

などを分析する。2008年の分析結果は「 3. 2008年の個人情報漏えいインシデ
ントの分析結果」の通りである。 

③ 算出式作成 
算出式の入力項目を決定し、算定式を策定。入力項目は、漏えい情報の価値、

漏えい組織の社会的責任度、事後対応評価とした。また、弁護士など専門家の

意見も取り入れた。 
④ 検証 
策定した算定式の信憑性をはかるため、先の宇治市の事例に当てはめ、算定式

で得られた結果と実際の判決による損害賠償額と比較した。Yahoo! BB、及び
TBCの判決との比較も行った。その結果、同程度の数値が得られた。 

 

5.2.2 算定式の入力値の解説 
当該算定式では以下の項目を入力値とした。 

 漏えい個人情報価値 

 情報漏えい元組織の社会的責任度 

 事後対応評価 

実際の訴訟では、これらの項目以外にも、事前の保護対策状況、漏えいした情報の

量、漏えい後の実被害の有無、事後対応の具体的な内容なども評価されると考えら

れる。しかし、当該算定式の策定において参考にする情報は公開情報であり、そこ

から読み取れる内容には限りがある。また、入力値や算出方法が複雑すぎて、セキ

ュリティの専門家でなければ計算できなかったり、算出に必要な入力値が収集でき

なかったりすると、各組織が自ら所有する個人情報の潜在的リスクを算出するとい

う目的に用いられなくなってしまう。よって、入力値をこれらに絞り、かつ値の算

定が容易となるような計算方法を策定した。 
以下に、それぞれの入力値を定量化して想定損害賠償額を算定する方法を解説する。 
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(1) 漏えい個人情報の価値 
個人情報が漏えいした際に被害者に与える影響を、「経済的損失」と「精神的苦痛」

という 2種類の尺度で分類した。影響の大きさを定量化するため、縦軸（y軸）に「経
済的損失」の度合いを、横軸（x軸）に「精神的苦痛」の度合いを持たせたグラフを
作成した。このグラフを便宜上EP図（Economic-Privacy Map）と名づける（図 36）。
x軸の正の方向の位置によって精神的苦痛の大きさを、y軸の正の方向の位置によっ
て経済的損失の大きさを表現する。 

経
済
的
損
失

精神的苦痛

基本
情報

経済的
情報

プライバシー
情報

X

y

 

図 36：EP図（Economic-Privacy Map） 
 
この EP図上へ、「個人情報の保護に関する法律（個人情報保護法）」、「個人情報保
護に関するコンプライアンス・プログラムの要求事項（JIS Q 15001）」、及び過去の
情報漏えいインシデントの調査分析で得られた漏えい情報の種類をプロットした。

漏えいした情報がどのような影響をあたえるのか、つまり EP図上の情報の位置によ
り情報の価値を求めることができる。さらに、算出式への値の入力のしやすさ等を

考慮し、EP図の x軸、及び y軸をそれぞれ 3段階に分け、漏えい情報の影響の度合
いに応じて、漏えい情報を種類別に再配置した。再配置した後の EP図が、シンプル
EP図（図 37）である。 
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遺言書口座番号＆暗証番号、
クジットカード番号＆カード有効期
限、
金融系Webサイトのログインアカ
ウント＆パスワード

前科前歴、犯罪歴、与信ブラック
リスト

パスポート情報、購入記録、ISP
のアカウント＆パスワード、口座
番号のみ、クレジットカード番号の
み、金融系Webサイトのログイン
アカウントのみ、印鑑登録証明書

年収・年収区分、資産、建物、土
地、残高、借金、所得、借り入れ、
記録、購入履歴、給与額、賞与額、
納税金額

氏名、住所、生年月日、性別、金
融機関名、住民票コード、メール
アドレス、健康保険証番号、年金
証書番号、免許証番号、社員番
号、会員番号、電話番号、ハンド
ル名、健康保険証情報、年金証
書情報、介護保険証情報、会社
名、学校名、役職、職業、職種、
身長、体重、血液型、身体特性、
写真（肖像）、音声、声紋、体力測
定値、家族構成、ISPアカウント名
のみ

健康診断結果、心理テスト結果、
性格判断結果、病歴、手術歴、妊
娠歴、看護記録、その他身体検
査記録、治療法、レセプト情報、
身体障がい者手帳情報、DNA情
報、身体障がい情報、知的障が
い情報、指紋、生体認証情報(静
脈,声紋,虹彩,網膜,顔画像等)、ス
リーサイズ、人種、方言、国籍、
趣味、特技、嗜好、民族、賞罰、
職歴、学歴、成績、試験得点、日
記、メール内容、位置情報、保険
加入状況

加盟政党、政治的見解、加盟労
働組合、信条、思想、宗教、信仰、
本籍、病状、保有感染症、カルテ、
認知症情報、精神的障がい情報、
性癖、性生活の情報、介護度

1 2 3

1

2

3

X

y
経
済
的
損
失
レ
ベ
ル

精神的苦痛レベル  
図 37：シンプル EP図 

 
ただし、単純に情報をシンプル EP図上にあてはめて、その座標値（x値、y値）
から漏えい情報の価値を推定するのではなく、実被害への結び付き易さを考慮して

補正を加える必要があると考えた。その補正を加えた漏えい情報の価値を求めるた

めの算出式を以下に示す。 
 
漏えい個人情報価値 ＝ 基礎情報価値×機微情報度×本人特定容易度 
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各属性値の定義は、以下の通りである。 
a. 基礎情報価値 

基礎情報価値には、情報の種類に関わらず基礎値として、“一律 500ポイン
ト”を与えることとした。 

 
b. 機微情報度 

一般的に機微情報(センシティブ情報)とは、思想・信条や社会的差別の原因
となる個人的な情報など、JIS Q 15001で収集禁止の個人情報として定義され
るような一部の情報に限定されることが多い。しかしこれら以外の情報でも精

神的苦痛を感じる場合がある。本算出式では個人情報全体に対して 3段階のレ
ベルを設定し、その値からセンシティブの度合いを算定できるよう定義した。

また経済的損害を被る情報についても機微情報度の算出式に含めた。 
機微情報度は、対象となる情報のシンプル EP図上の（x, y）の位置（=レベ
ル値）を下記の式に代入して求める。 

 
機微情報度 ＝ (10x-1＋5y-1) 

 
漏えい情報が複数種類ある場合は、全情報のうちで最も大きな xの値と最も
大きな yの値を採用する。例えば「氏名、住所、生年月日、性別、電話番号、
病名、口座番号」が漏えいした場合、シンプル EP図上の（x, y）は以下のよ
うになる。 

 
「氏名、住所、生年月日、性別、電話番号」＝ (1,1) 

「病名」＝ (2,1) 

「口座番号」＝ (1,3) 

 
この例で最も大きい x値は病名の“2”であり、最も大きい y値は口座番号
の“3”である。これらの値を前述の数式に当てはめると以下のようになる。 

 
(102-1＋53-1) ＝ (101＋52) ＝ 35ポイント 

 
c. 本人特定容易度 

本人特定容易度は、漏えいした個人情報からの本人特定のし易さを表すもの

である。例えば銀行の口座番号が単独で漏えいしても、氏名などの本人を特定

する情報が伴わなければ実被害に結び付きにくいことから、本人特定容易度を

本算出式に含めた。本人特定容易度は、以下の表 13に示す判定基準を適用す
る。 
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表 13：本人特定容易度 判定基準 
判定基準 本人特定容易度 

個人を簡単に特定可能。 
「氏名」「住所」が含まれること。 6 
コストをかければ個人が特定できる。 
「氏名」または「住所 ＋ 電話番号」が含まれること。 3 
特定困難。上記以外。 1 

 

(2) 情報漏えい元組織の社会的責任度 
社会的責任度は表 14に示すように、「一般より高い」と「一般的」の 2つから選
択する。社会的責任度が一般より高い組織は、「個人情報の保護に関する基本方針(平
成 16年 4月 2日 閣議決定)」に「適正な取り扱いを確保すべき個別分野」として挙
げられている業種を基準とし、そこへ政府機関など公的機関と知名度の高い大企業

を含めることとした。 
 

表 14：情報漏えい元組織の社会的責任度 判定基準 
判定基準 社会的責任度 

一般より高い 個人情報の適正な取り扱いを確保すべき個

別分野の業種（医療、金融・信用、情報通信

など）、及び公的機関、知名度の高い大企業。
2 

一般的 その他一般的な企業、及び団体、組織 1 
 

(3) 事後対応評価 
表 15に基づいて、事後対応の評価値を求める。事後対応が「不明、その他」の場
合、不適切な事後対応が露見しなかったと考え、適切な対応が行われた場合と同じ

値とした。 
表 15：事後対応評価 判定基準 
判定基準 事後対応評価 

適切な対応 1 
不適切な対応 2 
不明、その他 1 
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事後対応を評価する明確な基準がないため、過去の情報漏えいインシデントにおけ

る事後対応行動を参考に作成した表 16の対応行動例にあてはめて、事後対応の適切
／不適切を判断する。 

 
表 16：事後対応 行動例 

適切な対応行動例 不適切な対応行動例 
すばやい対応 指摘されても放置したままである 
被害状況の把握 対応が遅い 
インシデントの公表 繰り返し発生させている 
状況の逐次公開(ホームページ、メール、文書) 対策を施したが、有効でない 
被害者に対する事実周知、謝罪 虚偽報告 
被害者に対する謝罪(金券の進呈を含む) 
顧客に与えるであろう影響の予測 
クレーム窓口の設置 
漏えい情報回収の努力 
通報者への通報のお礼と顛末の報告 
顧客に対する補償 
経営者の参加による体制の整備 
原因の追究 
セキュリティ対策の改善 
各種手順の見直し 
専門家による適合性の見直し 
外部専門家の参加による助言や監査の実施 
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5.2.3 想定損害賠償額算出式 
以上の定量化した「漏えい個人情報価値」、「情報漏えい元組織の社会的責任度」、

「事後対応評価」の値を以下の算定式に代入することによって、想定損害賠償額が

算出できる。算出式の全体像を、図 38に示す。 
 
想定損害賠償額 ＝ 漏えい個人情報価値       

× 情報漏えい元組織の社会的責任度 

× 事後対応評価    

 
図 38：JOモデル 

 
上記の想定損害賠償額算出式を、当ワーキンググループでは JOモデル（JNSA 

Damage Operation Model for Individual Information Leak）と名付けた。 

損害賠償額 ＝ 漏えい個人情報価値

×情報漏えい元組織の社会的責任度

×事後対応評価

＝（基礎情報価値 × 機微情報度 × 本人特定容易度）

×情報漏洩元組織の社会的責任度

×事後対応評価

＝ 基礎情報価値[500]

×機微情報度[Max（10max(x)-1+5max(y)-1）]

×本人特定容易度[6, 3, 1]

×社会的責任度[2, 1]

×事後対応評価[2, 1]

経
済
的
損
失

精神的苦痛

基本
情報

経済的
情報

プライバシー
情報

X

y 【EP図】 【判定基準表】

損害賠償額 ＝ 漏えい個人情報価値

×情報漏えい元組織の社会的責任度

×事後対応評価

＝（基礎情報価値 × 機微情報度 × 本人特定容易度）

×情報漏洩元組織の社会的責任度

×事後対応評価

＝ 基礎情報価値[500]

×機微情報度[Max（10max(x)-1+5max(y)-1）]

×本人特定容易度[6, 3, 1]

×社会的責任度[2, 1]

×事後対応評価[2, 1]

経
済
的
損
失

精神的苦痛

基本
情報

経済的
情報

プライバシー
情報

X

y 【EP図】 【判定基準表】

1その他一般的な企業および団体、組織。一般的

2
適正な取扱いを確保すべき個別分野の
業種（医療、金融・信用、情報通信等）お
よび、知名度の高い大企業、公的機関。

一般より高い

社会的
責任度

判定基準

1その他一般的な企業および団体、組織。一般的

2
適正な取扱いを確保すべき個別分野の
業種（医療、金融・信用、情報通信等）お
よび、知名度の高い大企業、公的機関。

一般より高い

社会的
責任度

判定基準

1特定困難。上記以外。

3
コストを掛ければ個人が特定できる。
「氏名」または「住所+電話番号」が
含まれること。

6個人を簡単に特定可能。
「氏名」「住所」が含まれること。

本人特定
容易度

判定基準

1特定困難。上記以外。

3
コストを掛ければ個人が特定できる。
「氏名」または「住所+電話番号」が
含まれること。

6個人を簡単に特定可能。
「氏名」「住所」が含まれること。

本人特定
容易度

判定基準

1不明、その他

3不適切な対応

6適切な対応

事後対応評価判定基準

1不明、その他

3不適切な対応

6適切な対応

事後対応評価判定基準
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6 最後に 
6.1 小規模なインシデントの報告徹底に関する考察 

業種別比率において、2008年「公務」の比率が大きな増加を示した一因として、
ある地方自治体からの個人情報漏えいインシデントの公表件数が大幅に増加したこ

とが挙げられる。この自治体は、先進的な取り組みを行ったことで、これまで報告

されなかったような小規模なインシデントまで、報告が徹底されるようになったと

思われる。 
こういった場合、特に自治体の首長が打ち出す方針、リテラシーなどが大きく影響

していると考えられる。また積極的な人材育成策によって内部に情報セキュリティ

関連知識を備えた人材が増え、そういった人材を中心に、全体としてセキュリティ

レベルの底上げが行われたのではないかとも考えられる。その結果として、従来は

業務現場から上がってこなかったような小さなインシデントなども、全て報告が上

がるようになり、その自治体における報告件数が大きく増えたと思われる。 
どんなに小さなインシデントであっても、内部から率先して報告が行われることと、

これらをすべて逐次外部に公表するかどうかは、その組織が決めた公表方針によっ

て異なるため、公表件数とその組織の取り組み状況は、必ずしも一致するとは限ら

ない。しかし、地方自治体は、住民に対する説明責任等の事情から、小さなインシ

デントでも積極的に公表するというポリシーになっていることが考えられ、こうし

た情報保護体制の整備が進んだことが、漏えい公表件数の増加につながったと考え

られる。 
このことは、他の自治体や一般企業についても、報告、及び公表されていない情報

漏えい等のセキュリティインシデントが、相当数ある可能性が高いことを示してい

る。よって、一人ひとりのセキュリティに対する意識と知識を向上させ、組織全体

のセキュリティレベルが向上すると、小さなインシデントも全て報告が行われるよ

うになると思われる。これは、その組織における情報セキュリティインシデントの

把握の精度を向上させ、インシデントによる影響や被害額の算定、さらにセキュリ

ティ対策投資の算定につなげることができる。当WGでは、このある地方自治体に
対して、具体的な取り組み方法のヒアリングを行い、次の報告書にまとめる予定で

ある。 
また、これにあわせて各組織における FAXの誤送信や、メールの誤送信、携帯電
話の紛失の頻度を調査し、インシデントの発生頻度とインシデントの種別に応じた

被害額算出モデルを検討する予定である。これにより、各組織における発生インシ

デント数の推定と被害額推定方法を提供したいと考えている。 
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6.2 まとめ 
2008年は、漏えい件数が大幅に増加し、過去最多の件数となった一方、漏えい人
数は、2005年以降で最少人数となった。これは、小規模なインシデントの報告、公
表が徹底されてきたことと、漏えい人数が大規模なインシデントが減少してきたこ

とが、要因と当初は考えられた。しかし、5000人から 100万人未満の規模のインシ
デント件数は、ほぼ横ばいであった。よって漏えい人数の減少は、漏えい人数が 100
万人を大きく超える大規模なインシデントが発生しなかったことが、要因であるこ

とが判明した。約 100万人規模のインシデントも、1件発生したのみである。つま
り、2007年までは、漏えい人数が 100万人を大きく超える大規模なインシデントが
少なくとも１件程度、突発的に発生し、統計結果に影響を与えていた。 
同様に、損害被害想定総額が高額なインシデントの比率も減少している。しかし、

こちらも想定損害賠償総額が 500万円以上の漏えい件数は、2006年以降、約 300件
でほぼ横ばいである。被害額が 1億円以上のインシデントの発生件数も、合計 78件、
一月あたり 6件と意外に多い。小規模で損害被害想定総額も低額なインシデント件
数が増加したことにより、見かけ上、高額なインシデントの比率が減少しているだ

けである。 
 
前述の 1000人未満の漏えい件数の大幅な増加は、これまで把握できていなかった
個人情報漏えいインシデントが明らかになってきていること、それを公表する姿勢

が継続していることなど、良い傾向のあらわれの場合もある。ただし、1000人以上
の漏えい件数は、2008年からほぼ横ばいである。取り扱いの注意が必要な個人情報
に対する対策は、これまで継続的に取り組まれてきているため、その効果が停滞気

味になってきている可能性がある。その場合、同じ対策方法ではこれ以上の改善は

難しく、次の新しい対策方法が必要になってくると考えられる。 
紙媒体による個人情報漏えいは、依然として発生件数が多い。紙媒体は、最終的に

人手による管理を必要とし、保管中の誤廃棄などの取り扱い上の問題が常に発生す

る。また、紛失した場合、紙媒体は追跡が困難であること、紙媒体上の情報を暗号

化できないなど、紙媒体特有の問題も存在する。紙媒体による個人情報漏えいは、

これらの原因に対する防止効果の高い対策が無く、今後も発生件数が多い状況が続

くと予想される。 
 
このように、情報漏えい対策がある程度、浸透しているにもかかわらず、インシデ

ント件数が減少しない原因のひとつは、誤操作などのケアレスミスが関係している

と思われる。オフィスルールやセキュアな作業手順を定めても、教育によって意識

を向上させても、情報の操作には必ず人間が介在するため、誤操作などのケアレス

ミスは、どこかで一定の確率で発生してしまう。二重チェックよりも、三重チェッ
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クを実施すれば、ケアレスミスが減少すると思われるが、却ってミスが増加すると

いう実験結果1もあり、難しい問題である。セキュリティ対策ソフトの機能などのシ

ステムによる対策と、ワークフローやチェックなどの運用による対策は、どちらか

片方に偏って実施するのではなく、適材適所となるように考えて実施することで、

効果的な対策が行えると思われる。 
 
ただし、権限を持った内部犯による悪意に基づく不正行為の防止は、効果的な対策

が難しいことが予想される。内部犯には、既にある権限が与えられていることから、

システムによる対策には限界がある。よって、内部犯を想定した対策は、不正行為

の防止よりも、ログなどの監視が中心となる。既に悪意を持った内部犯で、かつあ

る程度の権限を保持していれば、監視の存在を把握しており、それを迂回したり、

無効化したりする可能性がある。つまり、監視による不正行為の抑止は、効果が期

待できない場合が多く、また不正行為自体を防止できないため、費用対効果が悪い。

当然、既に悪意を持った内部犯に対して、セキュリティ教育は効果が無い。内部犯

に対する対策は、「権限を持ったユーザに対してスキを見せない」といった犯罪機会

論に基づいた方法が効果的である。ただし、この方法も、権限を持ったユーザのう

ち、弱い悪意を持っている場合に限られる。 
2008年の調査では、退職者、契約が終了した派遣社員による社内機密情報、個人
情報の持ち出しや、その持ち出しからの漏えいインシデントが顕在化してきている。

このようなインシデントには、退社時の処理の明確化し、犯罪機会論に基づいて、

情報を持ち出す機会を与えないことによって、防止することが可能になると思われ

る。 
 
2008年は、漏えい人数が 2005年以降で最少人数となったことから、社会に与え
る影響の大きな分野において、全体的に技術的な対策と組織的な対策が進んだ結果

と思われた。しかし、漏えい人数が 100万人を大きく超える突発的な大規模なイン
シデントが発生しなかっただけで、1000人以上の漏えい件数は、ほぼ横ばいであっ
た。 
個人情報保護法完全施行後、4年が経過しており、大量で機密性の高い個人情報を
扱う場合は、適切な対策を行い、取り扱いを注意するようになってきたと思われる

が、P2Pファイル共有ソフトに対する対策などの一部の対策効果を除けば、全体的
には改善しているとは言い難い。今後も、継続的に対策を実施するとともに、シス

テムによる対策と運用による対策を相互補完的に適用し、自組織や対象システムに

あったより効果的な対策を模索していただきたい。 
 

                                                  
1 第 40回：「安全の仕組みの落とし穴」, 電気通信大学 田中健次教授

http://www.medsafe.net/contents/special/40tanaka.html 
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7 お問い合わせ先 
 
本報告書に関する引用・内容についてのご質問等は JNSAウェブサイト上の 

引用連絡およびお問合せフォームからご連絡下さい。 
※引用のご連絡に対する承諾通知はご返信しておりませんのでご了承下さい。 

 
また報告書についての FAQもございますので、引用・お問合せの際はご参照下さい。 

http://www.jnsa.org/faq/incident.html 
 

■お問い合わせフォーム 

引用連絡および問合せフォーム 
URL： https://www.jnsa.org/aboutus/quote.html 
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【付録 1】 インシデント再発組織の状況について 

1 はじめに 
当ワーキンググループでは、2002年から個人情報漏えいの公表情報について調査
を開始し、2008年までの７年間に 4748件のインシデントを確認してきた。 
その中には、複数回のインシデントを公表した組織も数多くあり、今回過去のデー

タから再発組織の確認を行った。過去データに基づき取りまとめたが、以下状況よ

り、あくまでも「参考情報」としてのご活用を願いたい。 
 

2 インシデント再発組織の集計方法 
以下の方法で集計を行った。 
・ 4,748件を目視確認し、年ごとの名称バラツキや合併・統合などによる名称の
変更を整理、正規化を行った。ただし、抜け漏れや突合せ漏れの可能性がある。 

・ 同一組織からの複数インシデントの同日発表は「再発」としてカウントした。 
 

3 集計結果および分析・考察 
3.1 概要 

確認の結果、再発組織数や再発組織の起こしたインシデント数は、以下の通りとな

った。単発組織数は、各再発組織の再発回数を求め、再発組織によるインシデント

合計数を算出し、インシデント総数から、そのインシデント合計数を差し引いた数

とした。 
 

表 1：再発組織とインシデントの状況 
項目名 件数等 割合 
再発組織数 522組織 14.6％ 
単発組織数 3,060組織 85.4％ 
総組織数 3,582組織  

再発組織のインシデント数 2,208件 46.5％ 
単発組織のインシデント数 2,540件 53.5％ 

インシデント総数 4,748件  
 
これによるとインシデントが発生した組織数は 3,582組織と見られ、522組織から
はインシデントが再発している。再発組織数の比率は、全体の 14.6％であるが、再
発組織によるインシデント数の比率は、インシデント総数の半分に迫る 46.5％とな
っている。 
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1組織における再発回数は、最大 54件をはじめ、45件、42件、38件など、30件
を越える組織を 6つ確認できた。これは、インシデント公表が組織の中に定着し、
同様なインシデントが発生した場合には、公表を重ねていることが考えられる。 
また、再発した組織を見ると、多数の事業所を抱える巨大な組織が多い。現場管理

が重要となる個人情報管理が組織の末端まで行き届かず、インシデントの再発を繰

り返している巨大組織の苦悩がうかがえる。 
 

3.2 業種別 
次表に業種別の再発状況を示す。 
 

表 2：業種別の再発組織数および再発回数（2002～2008年） 

業種名 組織数 割合 2 回 
3回以上 

5 回未満 
5回以上 

10 回未満 
10回以上

20 回未満

建設業 12 2.3% 5 3 1 3 
製造業 20 3.8% 16 3 1 0 
電気・ガス・熱供給・水道業 27 5.2% 5 10 7 2 
情報通信業 48 9.2% 29 11 4 1 
運輸業 9 1.7% 4 1 2 1 
卸売・小売業 38 7.3% 25 9 3 1 
金融・保険業 164 31.4% 86 58 13 6 
不動産業 24 4.6% 15 6 3 0 
飲食店・宿泊業 1 0.2% 1 0 0 0 
医療・福祉 21 4.0% 15 3 3 0 
教育・学習支援業 20 3.8% 14 6 0 0 
複合サービス事業 5 1.0% 3 0 1 0 
サービス業(他に分類されないもの) 24 4.6% 17 6 1 0 
公務(他に分類されないもの) 109 20.9% 38 32 20 14 

合計 522 100.0% 273 148 59 28 

   52.3% 28.4% 11.3% 5.4% 

 
再発組織の業種上位は、毎年のインシデント数上位の「金融・保険業」「公務」「情

報通信業」となった。前述の再発組織の特徴にも重なるが、これらの組織は「組織

規模が大きく」「個人情報の取扱量が多い」など管理の難しい特徴がある。 
「金融・保険業」は、監督当局からの指導も強く、インシデント発生が公表に繋が

っている。また、「公務」では、同一自治体であっても多数の部門や現場があり、同

様なインシデントが異なる部門や事業所で発生している場合が少なくない。 
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同じ組織で何度もインシデントを起こすことは、決して好ましいことではない。 
しかしながら、起こってしまったインシデントを隠さずに繰り返し真摯に公表する

姿勢も評価できる。また、大きく複雑な組織であればあるほど、インシデント公表

が現場の引き締めにも役立つことも多いと考える。 
リスクマネジメントでは、「苦い経験」が「最良の教師」となることが少なくない。 
公表に伴う苦い経験を、一層の対策活動に是非役立てていただきたい。 
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【付録 2】 漏えい原因の定義 

漏えい原因は以下のように分類した。 
 

表 1：漏えい原因区分の考え方 
原因区分 具体的事象例 判断基準 
設定ミス Web等の設定ミスに

より外部から閲覧で

きる状態になってい

て、機密情報が閲覧

された可能性があ

る。 

ユーザがWebサーバやファイルのアクセス権
などの設定を誤ったことよって情報が漏えいし

た場合。 
※ この設定ミスを悪用して、故意に情報を盗

んだとしても、不正アクセスには分類しな

い。 
※ ソフトウェアの脆弱性ではないため、バ

グ・セキュリティホールには分類しない 
※ 情報の管理手順上の手落ちによる漏えいは

管理ミスに分類する。 
誤操作 あて先間違いによっ

て、電子メール・

FAX・郵便の誤送信
が発生した。 

あて先を書き間違えたり、操作ボタンを間違え

て押したりするなどの人間のオペレーションに

よって情報が漏えいした場合。 
※ 最終的なオペレーション段階によるミスを

誤操作とする。メール配信システムの設定

が間違っていた場合には設定ミスに分類す

る。 
バグ・セキュ

リティホー

ル 

OS、アプリケーショ
ン等のバグ・セキュ

リティホールなどに

より、Web等から機
密情報が閲覧可能、

または漏えいした。 

OSやアプリケーション等の既存ソフトウェア
上のバグ・セキュリティホールが原因で情報が

漏えいした場合。 
※ ユーザ側でバグ・セキュリティホールが放

置されていた場合も含む。 
※ ソフトウェアベンダーやシステムベンダー

による対処がされていなかった場合も含む

不正アクセ

ス 
ネットワークを経由

して、アクセス制御

を破って侵入され、

機密情報が外部に漏

えいした。 

外部の第三者が、主にネットワークを経由して

不正にアクセスを行って情報が漏えいした場

合。 
従業者・使用人など内部の人間の不正アクセス

の場合は、内部犯罪・不正行為に分類する。 
内部犯罪・内

部不正行為 
 

社員・派遣社員など

内部の人間が、機密

情報を悪用するため

に不正に取得して持

ち出した。持ち出し

た情報を使って犯罪

を行ったり、売買し

たりして、漏えいし

た。 

社員、管理下にある他社社員(派遣社員など)が、
不正アクセス、その他不正な行為によって情報

を持ち出して悪用した場合。 
※ 外部の人間との結託や不正アクセスを伴う

場合も、内部の人間の積極的な不正行為が

あれば内部犯罪・不正行為に分類する。 
※ 業務上の必要性などから、ルールを逸脱し

て情報を持ち出した場合は、不正な情報持

ち出しに分類する。 
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原因区分 具体的事象例 判断基準 
不正な情報

持ち出し 
社員、派遣社員、外

部委託業者、出入り

業者、元社員などが、

顧客先、自宅などで

使用するために情報

を持ち出して、持ち

出し先から漏えいし

た。 

業務上の必要性などから、ルールを逸脱して情

報を持ち出した場合。ただし、ルールを逸脱し

て情報や情報媒体を持ち出した場合、厳密には

盗難であるが、左記のような場合は情報持ち出

しとする。 
※ 社員がルールを逸脱して機密情報を自宅に

持ち帰り、ファイル交換ソフト経由で漏え

いした場合も、不正な情報持ち出しに分類

する。 
目的外使用 組織ぐるみ、もしく

は組織の業務に関連

して、個人情報を目

的以外の用途で使用

した。関係会社など、

開示範囲外の組織に

公開した。 

個人情報を当初の目的以外の用途に使用した場

合。開示範囲外を越えて公開した場合。 
※ 社員、派遣社員などの内部の人間が、個人

的に個人情報を目的外使用した場合は、内

部犯罪・内部不正行為に分類する。 

紛失・置忘れ 電車、飲食店など外
部の場所に、PC、情
報媒体等を紛失また

は置忘れてしまっ

た。 
 

持ち出し許可を得た情報を、持ち出し先や移動

中に置忘れたり、紛失したりした場合。個人の

管理ミスによって発生した場合。 
※ 社内において、管理すべき情報を紛失した

場合は、管理ミスに分類する。 

盗難 車上荒らし、事務所

荒らしなどにより、

PC等の情報媒体と
ともに機密情報が盗

難された。 

第三者によって情報記録媒体と共に情報が盗ま

れた場合。車上荒らし、事務所荒らしなど。 
※ 情報のみ盗難された場合は、不正アクセス

に分類する。 

管理ミス 引越し後に個人情報

の行方がわからなく

なった。 
個人情報の受け渡し

確認が不十分で、受

け取ったはずの個人

情報が紛失した。 
情報の公開、管理ル

ールが明確化されて

おらず、誤って開示

してしまった。 

社内や主要な流通経由において紛失・行方不明

となった場合。作業手順の誤りや、情報の公開、

管理ルールが明確化されていなかったために業

務上において漏えいした場合。紛失の責任が組

織にある場合。 
※ 管理ミスによって盗難が発生した場合は、

盗難に分類する。 
※ 社内において、管理が行き届かずに誤って

破棄した場合も含む。 
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原因区分 具体的事象例 判断基準 
ワーム・ウイ

ルス 
ワームの感染によ

り、意図に反してメ

ールが発信されてし

まい、メールアドレ

ス等の個人情報が漏

えいした。 

ウイルス・ワームによって、情報が漏えいした

場合。原因そのものがワームによる場合は、ワ

ーム・ウイルスとする。 
※ セキュリティホール等を利用したウイル

ス、ワームによって、情報が漏えいした場

合も含む。 
※ ファイル交換ソフトにウイルス・ワームが

感染して情報が漏えいした場合、自宅に情

報を持ち帰るなどの不正な情報持ち出しや

社内の PCでファイル交換ソフトを使用す
るなどの管理ミスが原因ではない場合はワ

ーム・ウイルスに分類する。 
その他 ダイレクトメール封

入時に他人宛の文書

も混入してしまっ

た。 

上記のいずれにも該当しないもの。 

不明  原因が不明なもの。 
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【付録 3】 インシデント一覧表 

1 2008 年 個人情報漏えい事件・事故（表Ａ） 
 

No. 公表日 業種名 漏洩原因区分 漏洩経路 
被害 

人数 
氏名 住所 

電話

番号

生年

月日
性別 職業

メール

アドレス

ID/ 

PASSWD
その他 

1 2008/1/4 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○   振込先金融機関名、支店名、口座名義人、支給決定金

額 

2 2008/1/7 公務(他に分類されないもの) 不正な情報持ち出し Web･Net 187 ○ ○ ○    

3 2008/1/7 金融・保険業 不明 紙媒体 12 ○ ○  ○ 口座番号のみ、お客さま番号、お取引内容 

4 2008/1/8 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○   介護保険被保険者番号、要介護度、利用金額、サービ

ス内容(通所介護の利用回数など) 

5 2008/1/8 教育・学習支援業 不正な情報持ち出し PC 本体 107 ○    名簿、成績、所見 

6 2008/1/8 公務(他に分類されないもの) 盗難 紙媒体 85 ○ ○   世帯人数 

7 2008/1/8 教育・学習支援業 不正な情報持ち出し 紙媒体 797 ○ ○ ○   住所録、人事異動書類、連絡網 

8 2008/1/8 教育・学習支援業 盗難 USB 等可搬記録媒体 31 ○    成績データ 

9 2008/1/8 金融・保険業 紛失・置忘れ 紙媒体 29 ○   ○ 預金通帳、お客様情報を記載したお預り証 

10 2008/1/9 不動産業 紛失・置忘れ その他 500 ○  ○ ○   

11 2008/1/10 金融・保険業 紛失・置忘れ その他 57 ○  ○ ○   

12 2008/1/10 情報通信業 紛失・置忘れ PC 本体 111 ○  ○   業務メールの送受信情報、そのほか業務関連情報 

13 2008/1/10 教育・学習支援業 盗難 USB 等可搬記録媒体 366 ○  ○   通信票 

14 2008/1/10 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 3,168 ○  ○   病名 

15 2008/1/11 不動産業 盗難 PC 本体 60 ○ ○ ○    

16 2008/1/11 教育・学習支援業 管理ミス USB 等可搬記録媒体 254 ○    英語と技術家庭科の成績 

17 2008/1/11 公務(他に分類されないもの) 誤操作 Web･Net 40 ○     

18 2008/1/11 教育・学習支援業 不正な情報持ち出し PC 本体 1,047 ○    学籍番号、レポートの成績 

19 2008/1/15 教育・学習支援業 盗難 紙媒体 55 ○ ○   世帯構成、申請理由 

20 2008/1/16 製造業 盗難 PC 本体 1,687 ○ ○ ○ ○ ○  会社名、部署名、役職名、FAX 番号 

21 2008/1/16 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 2 ○ ○ ○ ○   食事指導内容、主治医氏名 

22 2008/1/16 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ 紙媒体 11 ○ ○   自動車ナンバー、一部の人の滞納額、登録事項証明書

コピー、滞納者の財産調査の進捗状況、調査スケジュ

ール、周辺地図のコピー 

23 2008/1/17 運輸業 誤操作 Email 84  ○   

24 2008/1/17 公務(他に分類されないもの) 誤操作 Email 2 ○     

25 2008/1/17 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 5 ○ ○ ○ ○   続柄、相談内容 

26 2008/1/17 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○   介護保険被保険者番号、保険料額 

27 2008/1/17 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○    滞納税額及び明細 

28 2008/1/17 不動産業 紛失・置忘れ その他 10 ○  ○    

29 2008/1/17 不動産業 盗難 紙媒体 23 ○    アンケート内容 

30 2008/1/17 サービス業(他に分類されないもの) 誤操作 その他 2 ○ ○ ○ ○   会社名、FAX 番号 

31 2008/1/17 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ USB 等可搬記録媒体 28,446 ○ ○  ○    介護保険被保険者番号、介護保険料特別徴収額 

32 2008/1/18 卸売・小売業 管理ミス 紙媒体 155 ○ ○ ○ ○ ○ ○   
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付録 3-2 
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33 2008/1/18 製造業 誤操作 Email 67 ○  ○   

34 2008/1/18 卸売・小売業 盗難 紙媒体 153 ○ ○ ○ ○ ○    

35 2008/1/18 医療・福祉 誤操作 紙媒体 1 ○  ○ ○   年齢、病名、診療経過 

36 2008/1/18 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ USB 等可搬記録媒体 203 ○ ○   物件所在地、数量(面積等)、取得年月日、支払金額 

37 2008/1/18 製造業 管理ミス PC 本体 2,500 ○ ○     

38 2008/1/19 建設業 盗難 紙媒体 1 ○ ○   年収 

39 2008/1/21 医療・福祉 誤操作 紙媒体 1 ○    昼寝の時間、園での様子、園からの連絡、保護者から

の連絡 

40 2008/1/21 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○   基礎年金番号、加入年月日 

41 2008/1/21 情報通信業 紛失・置忘れ 紙媒体 7 ○ ○    

42 2008/1/21 サービス業(他に分類されないもの) 誤操作 Email 5  ○   

43 2008/1/21 公務(他に分類されないもの) 誤操作 Web･Net 5 ○     

44 2008/1/22 卸売・小売業 バグ・セキュリティホール Web･Net 1 ○ ○ ○     

45 2008/1/22 教育・学習支援業 管理ミス USB 等可搬記録媒体 238 ○    家庭科などの総合成績のデータ 

46 2008/1/22 教育・学習支援業 盗難 USB 等可搬記録媒体 16 ○    テストの成績、評価 

47 2008/1/22 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ その他 173 ○  ○   役職 

48 2008/1/22 医療・福祉 盗難 PC 本体 2,673 ○    食事に関する記録、病棟名 

49 2008/1/22 金融・保険業 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○ ○   融資額 

50 2008/1/22 金融・保険業 紛失・置忘れ 紙媒体 891 ○  ○   面談メモ、受理日、申込金融機関名、融資額、金利、返

済期間、物件市区町村、物件価格、敷地面積、住宅面

積、売主（請負業者）、販売業者、勤務先、年収、年齢等 

51 2008/1/22 金融・保険業 誤操作 紙媒体 20 ○ ○ ○ ○ ○   融資額、顧客番号、金融機関名 

52 2008/1/22 金融・保険業 誤操作 紙媒体 1 ○    融資残高、最終返済年月日、割賦延滞月数 

53 2008/1/22 金融・保険業 誤操作 紙媒体 40 ○ ○    

54 2008/1/22 金融・保険業 誤操作 紙媒体 2 ○ ○ ○ ○ ○   融資残高 

55 2008/1/22 金融・保険業 誤操作 紙媒体 1 ○    物件所在地、建物面積、敷地面積、物件の査定価格 

56 2008/1/22 電気・ガス・熱供給・水道業 紛失・置忘れ 紙媒体 16 ○ ○ ○   お客さま番号、作業状況、ご請求金額等 

57 2008/1/22 金融・保険業 紛失・置忘れ その他 4,956 ○ ○ ○ ○   顧客の預金や融資に関するデータ 

58 2008/1/23 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○   検査結果 

59 2008/1/23 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 19 ○ ○   源泉徴収額 

60 2008/1/23 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 1,456 ○   ○ 口座番号のみ、お客さま番号、ファンド名、お取引日、お

取引金額、お取引後残高 等 

61 2008/1/23 医療・福祉 不正な情報持ち出し PC 本体 3,000 ○  ○   病名 

62 2008/1/24 情報通信業 紛失・置忘れ 紙媒体 126 ○ ○    

63 2008/1/24 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○   被保険者番号、領収金額 

64 2008/1/24 医療・福祉 不明 紙媒体 2 ○    外来、入院時の診療録、検査結果 

65 2008/1/24 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ 紙媒体 33 ○ ○ ○   介護保険料の納付状況 

66 2008/1/24 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ 紙媒体 34 ○ ○ ○   家族構成 

67 2008/1/24 公務(他に分類されないもの) 盗難 紙媒体 266 ○ ○ ○ ○    

68 2008/1/25 卸売・小売業 盗難 紙媒体 82 ○ ○ ○ ○ ○    

69 2008/1/25 卸売・小売業 盗難 紙媒体 3 ○ ○ ○ ○ ○    

70 2008/1/25 教育・学習支援業 紛失・置忘れ 紙媒体 32 ○ ○ ○ ○ ○   保護者名、在籍兄弟姉妹名、児童の帰宅地区班名 

71 2008/1/25 情報通信業 バグ・セキュリティホール Web･Net 不明 ○ ○ ○ ○ ○ ○  住所は一部 

72 2008/1/25 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 13 ○ ○ ○ ○ ○    契約金額等 

73 2008/1/25 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 1 ○  ○  ○ 口座番号のみ 
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74 2008/1/25 サービス業(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ 紙媒体 290 ○  ○    

75 2008/1/25 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 2 ○    胃がん検診・大腸がん検診の結果通知 

76 2008/1/26 建設業 誤操作 紙媒体 3 ○    部屋番号、契約日、資金内容 

77 2008/1/28 サービス業(他に分類されないもの) 盗難 PC 本体 500 ○     

78 2008/1/28 情報通信業 不正アクセス Web･Net 14,362  ○ ○ アカウント ID、パスワード、年齢 

79 2008/1/28 サービス業(他に分類されないもの) 盗難 紙媒体 192 ○ ○ ○  ○ 口座番号のみ、銀行・支店名、口座名義人 

80 2008/1/28 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○  ○ ○   要介護状態区分 

81 2008/1/28 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○    

82 2008/1/28 教育・学習支援業 盗難 PC 本体 337 ○    学籍番号、出欠状況、筆記試験の結果 

83 2008/1/28 建設業 盗難 紙媒体 45 ○ ○ ○   年齢 

84 2008/1/28 サービス業(他に分類されないもの) 設定ミス Web･Net 30 ○  ○ ○   

85 2008/1/28 公務(他に分類されないもの) 誤操作 その他 1 ○  ○ ○    

86 2008/1/28 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 2 ○     

87 2008/1/29 卸売・小売業 盗難 紙媒体 109 ○   ○ クレジット番号、有効期限、ご利用金額 

88 2008/1/29 教育・学習支援業 紛失・置忘れ USB 等可搬記録媒体 101 ○ ○ ○ ○   保護者名、在籍兄弟姉妹名、児童の帰宅地区班名 

89 2008/1/29 教育・学習支援業 紛失・置忘れ USB 等可搬記録媒体 153 ○ ○ ○ ○ ○   保護者名、職名、担任 

90 2008/1/29 建設業 誤操作 Email 21 ○  ○   

91 2008/1/30 教育・学習支援業 ワーム・ウイルス Web･Net 366 ○ ○ ○   音楽の成績、テスト結果 

92 2008/1/31 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○    

93 2008/2/1 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 不明 ○    不動産評価額 

94 2008/2/1 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 32 ○ ○ ○ ○   被保険者番号、年齢、人間ドック検査結果（検査項目ご

との評価） 

95 2008/2/1 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○   小児医療証番号 

96 2008/2/1 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○   被保険者番号 

97 2008/2/1 卸売・小売業 盗難 PC 本体 不明 ○    補聴器調整データ 

98 2008/2/2 サービス業(他に分類されないもの) 誤操作 Email 不明 ○  ○ ○  会社名、部署名 

99 2008/2/2 林業 盗難 PC 本体 135 ○ ○   工事の請負金額、設計データ 

100 2008/2/2 教育・学習支援業 盗難 PC 本体 266 ○    校内模試の成績 

101 2008/2/3 教育・学習支援業 不正な情報持ち出し USB 等可搬記録媒体 246 ○    生徒の成績一覧 

102 2008/2/4 卸売・小売業 紛失・置忘れ USB 等可搬記録媒体 1,000 ○ ○ ○    

103 2008/2/4 卸売・小売業 管理ミス その他 5 ○ ○ ○ ○    

104 2008/2/4 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ 紙媒体 1 ○ ○    

105 2008/2/4 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○   税額 

106 2008/2/4 電気・ガス・熱供給・水道業 管理ミス 紙媒体 147 ○ ○ ○    

107 2008/2/5 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○   住民票コード 

108 2008/2/5 公務(他に分類されないもの) 不明 その他 1 ○ ○    

109 2008/2/5 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○  ○ ○   介護保険被保険者番号、要介護度、２月分の介護保険

サービス利用予定 

110 2008/2/6 サービス業(他に分類されないもの) 内部犯罪・内部不正行為 紙媒体 100 ○ ○    

111 2008/2/6 電気・ガス・熱供給・水道業 盗難 紙媒体 27 ○ ○ ○    

112 2008/2/6 製造業 誤操作 不明 不明 ○   ○    

113 2008/2/7 製造業 盗難 紙媒体 568 ○ ○ ○ ○    

114 2008/2/7 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○   登録番号及び印影 

115 2008/2/7 金融・保険業 紛失・置忘れ USB 等可搬記録媒体 20,009 ○ ○ ○ ○    

116 2008/2/7 電気・ガス・熱供給・水道業 紛失・置忘れ 紙媒体 13 ○ ○ ○   水道料金 
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117 2008/2/8 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 6,000 ○    給与明細 

118 2008/2/8 建設業 盗難 PC 本体 19 ○ ○    

119 2008/2/8 卸売・小売業 不明 不明 600 ○ ○ ○ ○ ○  ○ 職名、年収、取引銀行、口座番号 

120 2008/2/10 教育・学習支援業 管理ミス 紙媒体 157 ○ ○ ○ ○ ○   長所・短所、家族構成、保護者の勤務先 

121 2008/2/11 卸売・小売業 管理ミス PC 本体 不明 ○ ○ ○   

122 2008/2/12 製造業 管理ミス PC 本体 2,836 ○    アンケート回答得点、回答コメント 

123 2008/2/12 教育・学習支援業 不正な情報持ち出し PC 本体 222 ○    英語成績 

124 2008/2/12 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 2 ○     

125 2008/2/12 教育・学習支援業 管理ミス 紙媒体 5,600 ○ ○ ○ ○  顔写真 

126 2008/2/12 医療・福祉 ワーム・ウイルス Web･Net 22 ○  ○   病名 

127 2008/2/12 金融・保険業 紛失・置忘れ 紙媒体 2 ○    企業の名称、信用保証額 

128 2008/2/13 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 2 ○    体温、血圧、脈拍、加算サービスの有無、機能訓練内

容、特記事項（体重、体調の変化） 

129 2008/2/13 公務(他に分類されないもの) 内部犯罪・内部不正行為 紙媒体 475 ○ ○ ○ ○    

130 2008/2/13 複合サービス事業 管理ミス 紙媒体 2 ○ ○ ○  ○ 取引先金融機関名・店舗名、口座番号、種目、口座名

義、届印 

131 2008/2/13 サービス業(他に分類されないもの) バグ・セキュリティホール Web･Net 13 ○ ○ ○ ○ ○   

132 2008/2/14 情報通信業 管理ミス 紙媒体 300 ○ ○ ○ ○  学校名、卒業予定年月 

133 2008/2/14 公務(他に分類されないもの) 盗難 紙媒体 3,000 ○ ○ ○    

134 2008/2/14 建設業 紛失・置忘れ その他 90 ○  ○    

135 2008/2/14 教育・学習支援業 紛失・置忘れ USB 等可搬記録媒体 32 ○    健康に関するデータ 

136 2008/2/15 公務(他に分類されないもの) ワーム・ウイルス Web･Net 不明   ○ 特定サイト（オンラインゲームやオンラインショッピングサ

イトなど）のユーザＩＤ／パスワード情報、キー入力、スク

リーンショット 

137 2008/2/15 製造業 管理ミス 紙媒体 200 ○ ○ ○ ○  学校名、学部名 

138 2008/2/15 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 2 ○ ○   税目、年度、年分、通知番号、期別、税額 

139 2008/2/15 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○   介護保険被保険者番号、利用したサービス内容（サー

ビス名、回数） 

140 2008/2/15 製造業 紛失・置忘れ 紙媒体 1 ○ ○    

141 2008/2/15 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 109 ○     

142 2008/2/16 サービス業(他に分類されないもの) バグ・セキュリティホール Email 不明 ○    ハンドルネーム 

143 2008/2/18 情報通信業 紛失・置忘れ その他 不明 ○     

144 2008/2/18 金融・保険業 紛失・置忘れ 紙媒体 28 ○  ○   勤務先、所属部署名、役職、職歴等 

145 2008/2/18 卸売・小売業 管理ミス 紙媒体 50 ○ ○   登録番号、車名、型式 

146 2008/2/18 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 1 ○ ○ ○   被保険者名 

147 2008/2/18 医療・福祉 紛失・置忘れ USB 等可搬記録媒体 153 ○  ○   年齢、病名（糖尿病）、残存歯数、喫煙年数、血圧、主治

医名等 

148 2008/2/18 教育・学習支援業 盗難 PC 本体 不明 ○ ○ ○ ○  学籍番号、成績データ 

149 2008/2/19 卸売・小売業 管理ミス 紙媒体 12 ○ ○    

150 2008/2/19 卸売・小売業 設定ミス Web･Net 609 ○ ○ ○    

151 2008/2/19 公務(他に分類されないもの) 誤操作 その他 1 ○ ○ ○ ○   外見上の特徴 

152 2008/2/19 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 16 ○  ○   損害額、出火原因 

153 2008/2/19 サービス業(他に分類されないもの) 盗難 PC 本体 不明 ○  ○  委員会名簿 

154 2008/2/19 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ 紙媒体 不明 ○    地番、地目 
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155 2008/2/19 製造業 ワーム・ウイルス Web･Net 6,000 ○  ○  各種リスト、計画書、手順書、社員コード、所属コード、

部署、役職、ファックス番号 

156 2008/2/20 不動産業 設定ミス Web･Net 143 ○ ○ ○ ○   

157 2008/2/20 金融・保険業 管理ミス USB 等可搬記録媒体 15,184 ○  ○  ○ 口座番号のみ、取引金額、預金残高 

158 2008/2/20 不動産業 紛失・置忘れ 紙媒体 23 ○  ○   勤務先、契約アパート名、部屋番号 

159 2008/2/20 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 2 ○ ○   土地の所在、位置図、写真、依頼内容 

160 2008/2/20 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 3 ○ ○ ○ ○   被保険者番号 

161 2008/2/20 教育・学習支援業 盗難 PC 本体 145 ○    所属、学修番号、2007 年度後期試験の得点 

162 2008/2/20 サービス業(他に分類されないもの) 誤操作 Email 888  ○   

163 2008/2/21 建設業 紛失・置忘れ その他 70 ○  ○    

164 2008/2/21 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○    

165 2008/2/21 医療・福祉 管理ミス USB 等可搬記録媒体 14 ○    カタカナ表記の名前、検査結果数値 

166 2008/2/21 公務(他に分類されないもの) 盗難 PC 本体 150 ○ ○ ○ ○   年齢 

167 2008/2/22 サービス業(他に分類されないもの) 誤操作 Email 189  ○   

168 2008/2/22 サービス業(他に分類されないもの) 盗難 PC 本体 2,641 ○ ○ ○   工事内容、工事日 

169 2008/2/22 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 2 ○ ○   受給者番号、一部負担金の割合 

170 2008/2/22 公務(他に分類されないもの) 誤操作 その他 39 ○ ○ ○ ○ ○   保護者名 

171 2008/2/22 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○  ○ ○  ○ 口座番号のみ、年齢 

172 2008/2/22 医療・福祉 盗難 紙媒体 7 ○     

173 2008/2/22 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 27 ○    職員番号、自宅からの最寄り駅 

174 2008/2/23 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ 紙媒体 124 ○ ○ ○   家族構成 

175 2008/2/25 サービス業(他に分類されないもの) 盗難 紙媒体 13 ○ ○ ○  ○ 口座番号のみ 

176 2008/2/25 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 1 ○ ○ ○   自己負担区分、給付内容、印影 

177 2008/2/26 教育・学習支援業 盗難 PC 本体 不明 ○    成績データ、学外団体構成員のデータ 

178 2008/2/26 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ 紙媒体 36 ○ ○ ○   保険証番号、滞納額 

179 2008/2/26 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○  ○   出生 

180 2008/2/26 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ 紙媒体 26 ○ ○ ○ ○   年齢、契約書の写し、事業者からの各種通知書、相談

処理経過メモ等 

181 2008/2/27 情報通信業 紛失・置忘れ その他 7,418 ○ ○ ○   契約内容 

182 2008/2/27 情報通信業 盗難 PC 本体 90 ○  ○    

183 2008/2/27 情報通信業 盗難 PC 本体 31 ○     

184 2008/2/27 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○   被保険者番号、納付金額 

185 2008/2/27 公務(他に分類されないもの) 誤操作 Email 30  ○   

186 2008/2/28 複合サービス事業 ワーム・ウイルス Web･Net 2,266 ○  ○  ○ 口座番号のみ、米出荷、転作関係、水稲採種部会、中

越地震農地復旧事業、中山間地直接支払い、農地所在

地、転作面積等 

187 2008/2/28 金融・保険業 管理ミス USB 等可搬記録媒体 不明 ○    会員番号、キャッシング利用日、利用時刻、利用金額、

支払方法 

188 2008/2/28 卸売・小売業 誤操作 Email 不明 ○  ○   

189 2008/2/28 医療・福祉 目的外使用 不明 1,800 ○    梅毒 TP 抗体と HIV 陰性検体の検査データ 

190 2008/2/28 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○    

191 2008/2/28 医療・福祉 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○   年齢、検査結果 

192 2008/2/28 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 12 ○ ○ ○ ○   収入、融資物件情報（所在地、面積等）、融資条件（融

資金額、金利、返済期間等）等 
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193 2008/2/28 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 2 ○ ○ ○ ○   融資物件情報（所在地、面積等）、融資条件（融資金

額、金利、返済期間等）等 

194 2008/2/28 金融・保険業 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○   融資額、返済期間、金利、毎回の返済額、融資物件情

報（建設場所、団地名等）等 

195 2008/2/28 教育・学習支援業 不正な情報持ち出し PC 本体 509 ○    学籍番号、レポート提出状況、評価 

196 2008/2/28 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 5 ○ ○ ○ ○   戸籍謄本、死亡届、死体火葬許可証交付申請書 

197 2008/2/28 医療・福祉 盗難 PC 本体 20 ○    ＩＤ番号（患者登録番号）、口腔内写真 

198 2008/2/29 不動産業 盗難 紙媒体 1 ○ ○    

199 2008/2/29 サービス業(他に分類されないもの) バグ・セキュリティホール Email 不明 ○  ○    

200 2008/2/29 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 1,508 ○ ○ ○ ○ ○  ○ 口座番号のみ、勤務先 

201 2008/2/29 公務(他に分類されないもの) 誤操作 Email 3  ○   

202 2008/2/29 教育・学習支援業 紛失・置忘れ 紙媒体 54 ○    職員業績評価書 

203 2008/2/29 製造業 設定ミス Web･Net 139,583 ○ ○ ○ ○   

204 2008/2/29 卸売・小売業 管理ミス 紙媒体 不明 ○     

205 2008/3/1 卸売・小売業 誤操作 Email 141 ○ ○ ○   車種、登録番号 

206 2008/3/3 公務(他に分類されないもの) ワーム・ウイルス Web･Net 344 ○ ○ ○ ○ ○   年齢、利用医療機関、質問調書等の行政文書 

207 2008/3/3 サービス業(他に分類されないもの) 盗難 PC 本体 3,788 ○ ○ ○   顧客の事業所の外観が撮影された画像 

208 2008/3/3 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○   納付すべき税額 

209 2008/3/3 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○  ○ お客様番号、口座番号、届出印影、預入額 

210 2008/3/3 金融・保険業 紛失・置忘れ 紙媒体 2 ○ ○  ○ 顧客番号および口座番号の一部、満期予定日、定期預

金預入額 

211 2008/3/4 情報通信業 誤操作 その他 2 ○ ○ ○    

212 2008/3/4 公務(他に分類されないもの) 誤操作 その他 3 ○    役職 

213 2008/3/4 教育・学習支援業 管理ミス USB 等可搬記録媒体 99 ○    受験番号、学校内順位、総合点 

214 2008/3/4 金融・保険業 紛失・置忘れ 紙媒体 219 ○ ○ ○ ○  ○ 口座番号のみ、残高、満期日 

215 2008/3/5 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 1 ○ ○ ○   入院先の病院名 

216 2008/3/5 製造業 盗難 PC 本体 65 ○ ○ ○   受注情報、見積書、提案書 

217 2008/3/6 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 2 ○     

218 2008/3/6 教育・学習支援業 紛失・置忘れ USB 等可搬記録媒体 730 ○    身長や体重、視力、学級別の欠席者 

219 2008/3/6 医療・福祉 不正な情報持ち出し 紙媒体 10 ○ ○ ○   病名、既往症 

220 2008/3/7 卸売・小売業 誤操作 Email 2,897  ○   

221 2008/3/7 公務(他に分類されないもの) 不正な情報持ち出し USB 等可搬記録媒体 640 ○    供述調書、捜査報告書、現場の写真データ 

222 2008/3/7 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 700 ○ ○   納付金額等 

223 2008/3/7 サービス業(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 1,883 ○ ○   クラブメンバーズ ID 

224 2008/3/7 公務(他に分類されないもの) バグ・セキュリティホール Web･Net 21  ○   

225 2008/3/7 教育・学習支援業 盗難 USB 等可搬記録媒体 118 ○ ○   成績 

226 2008/3/10 建設業 盗難 紙媒体 130 ○ ○ ○   引合い種別（来店、紹介等の別）、引合い日、土地の有

無 

227 2008/3/10 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 2 ○  ○   被保険者となった年月日及び事業所名 

228 2008/3/10 不動産業 紛失・置忘れ その他 20 ○  ○    

229 2008/3/10 教育・学習支援業 管理ミス USB 等可搬記録媒体 141 ○    テストの点数、通知表の評価、実施したテスト問題 

230 2008/3/11 不動産業 紛失・置忘れ 紙媒体 423 ○ ○ ○ ○   勤務先、登録車の車種・色・ナンバー、契約開始日、月

額賃料 

231 2008/3/11 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○   税目、課税・納税額 
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232 2008/3/11 教育・学習支援業 管理ミス 紙媒体 6 ○    学級、番号、前期９教科の観点別評価及び評定と所

見、総合的な学習の時間所見、特別活動等の活動の記

録、出席状況、学級担任からの所見、家庭から学校へ

の連絡 

233 2008/3/11 サービス業(他に分類されないもの) 誤操作 Email 40 ○   ○   

234 2008/3/11 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ 紙媒体 71 ○    児童名簿、児童の精密検査結果等 

235 2008/3/11 公務(他に分類されないもの) ワーム・ウイルス Web･Net 24 ○ ○ ○   出火原因判定書、現場(鑑識)見分調書、立入検査結果

通知書、役職 

236 2008/3/11 情報通信業 設定ミス Email 2 ○ ○ ○ ○ ○  年齢 

237 2008/3/12 電気・ガス・熱供給・水道業 盗難 紙媒体 105 ○ ○ ○   お客さま番号、前回交換時メーター値、容器番号等 

238 2008/3/12 情報通信業 紛失・置忘れ 紙媒体 1 ○ ○ ○    

239 2008/3/12 医療・福祉 誤操作 紙媒体 1 ○  ○   被保険者番号、認定有効期間、要介護状態区分、 ケア

プラン作成事業者名称 

240 2008/3/12 サービス業(他に分類されないもの) 管理ミス Web･Net 不明 ○  ○   関西国際空港 2 期島の設計に関する技術資料 

241 2008/3/12 卸売・小売業 盗難 紙媒体 520 ○ ○ ○    

242 2008/3/12 卸売・小売業 管理ミス Web･Net 1,107 ○ ○   購入した商品名、金額 

243 2008/3/12 公務(他に分類されないもの) その他 その他 1    相談をした事実 

244 2008/3/12 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 1,092 ○ ○ ○ ○ ○   投資目的、資産の状況、投資経験、取引の種類、顧客

となった動機 

245 2008/3/12 教育・学習支援業 不正な情報持ち出し USB 等可搬記録媒体 618 ○ ○   成績、高校受験票 

246 2008/3/13 製造業 盗難 PC 本体 76 ○ ○ ○ ○ ○  会社名 

247 2008/3/13 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○    体温、血圧、脈拍、加算サービスの有無、機能訓練内

容、特記事項 

248 2008/3/13 電気・ガス・熱供給・水道業 盗難 紙媒体 7 ○ ○   ガス設備配管図等 

249 2008/3/13 製造業 紛失・置忘れ 紙媒体 25 ○ ○ ○    

250 2008/3/14 卸売・小売業 設定ミス Web･Net 不明 ○ ○ ○  購入したい商品 

251 2008/3/14 情報通信業 その他 Email 300 ○     

252 2008/3/14 公務(他に分類されないもの) 誤操作 USB 等可搬記録媒体 6 ○ ○    

253 2008/3/14 公務(他に分類されないもの) 誤操作 USB 等可搬記録媒体 8 ○ ○    

254 2008/3/14 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 3 ○     

255 2008/3/14 電気・ガス・熱供給・水道業 誤操作 Email 46  ○   

256 2008/3/14 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 2,310 ○    訪問目的等 

257 2008/3/14 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 13 ○ ○   納付すべき厚生保険料額 

258 2008/3/15 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 568 ○    物件名、部屋番号、賃貸条件 

259 2008/3/17 情報通信業 誤操作 紙媒体 4 ○ ○ ○ ○   Ｂ－ＣＡＳカード番号 

260 2008/3/17 金融・保険業 誤操作 Email 4 ○     

261 2008/3/18 情報通信業 盗難 紙媒体 600 ○     

262 2008/3/18 金融・保険業 管理ミス USB 等可搬記録媒体 5,515 ○  ○ ○   保険証書記号番号、効力発生年月日、保険金受取人、

保険種類、保険金額、保険料額 

263 2008/3/18 サービス業(他に分類されないもの) 盗難 PC 本体 829 ○ ○ ○ ○ ○   血液型、ボディサイズ、商品名、購入金額、報酬金額 

264 2008/3/18 情報通信業 バグ・セキュリティホール Email 57,069  ○  メールの件名、日付 

265 2008/3/18 教育・学習支援業 管理ミス USB 等可搬記録媒体 142 ○    １年生の時の観点別評価評定、前期・後期の中間・期末

テスト（９教科）の素点および観点別評価評定、宿題の

提出状況や小テストなどの結果の一部、選択授業別名

簿（９教科１３コース）、担当学級の学級通信 
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266 2008/3/18 不動産業 紛失・置忘れ その他 26 ○  ○    

267 2008/3/19 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○  ○ ○   被保険者番号、要介護度、サービス内容、金額 

268 2008/3/19 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○  ○ 被保険者番号、金融機関口座情報 

269 2008/3/19 教育・学習支援業 盗難 PC 本体 4,437 ○ ○ ○   美術科成績、生活・行動の記録、総合所見、進路データ 

270 2008/3/19 サービス業(他に分類されないもの) ワーム・ウイルス Web･Net 7,019 ○ ○ ○ ○ ○ ○   

271 2008/3/19 サービス業(他に分類されないもの) 盗難 紙媒体 700 ○ ○ ○    

272 2008/3/19 医療・福祉 紛失・置忘れ USB 等可搬記録媒体 840 ○    病名、数値化した重傷度、後遺症、イニシャル化した治

療薬、転帰等の情報、患者 ID 

273 2008/3/21 複合サービス事業 管理ミス 紙媒体 279 ○ ○ ○ ○   借入希望額、利率 

274 2008/3/21 卸売・小売業 管理ミス 紙媒体 15 ○ ○ ○ ○    

275 2008/3/21 卸売・小売業 誤操作 Email 137  ○   

276 2008/3/21 金融・保険業 誤操作 紙媒体 1 ○ ○  ○ 預金名義、口座番号、満期日、預け入れ金額、利息情

報、抽選番号等 

277 2008/3/21 金融・保険業 誤操作 紙媒体 1 ○   ○ 口座番号、支払日、元金、利息、税務情報、現金支払

額、届出印鑑 

278 2008/3/21 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○    

279 2008/3/21 教育・学習支援業 誤操作 紙媒体 1 ○    学校名、学年学級、整理番号、各教科の学習の記録

（観点別学習状況、評定）、総合的な学習の時間の記

録、特別活動の記録等 

280 2008/3/21 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 7 ○ ○ ○ ○   続柄、基礎年金番号 

281 2008/3/21 不動産業 管理ミス 紙媒体 938 ○ ○   町名までの住所、来場年月日、整理番号 

282 2008/3/21 教育・学習支援業 紛失・置忘れ USB 等可搬記録媒体 557 ○ ○   評定平均や試験の得点、順位、英語の成績資料 

283 2008/3/22 金融・保険業 不正な情報持ち出し Web･Net 不明 ○    金融機関の決算分析、国庫国債事務に関する事務検

査資料 

284 2008/3/24 公務(他に分類されないもの) 誤操作 Email 1,350 ○  ○   

285 2008/3/24 教育・学習支援業 管理ミス 紙媒体 35 ○    各教科の成績、学習態度、所見、出欠日数 

286 2008/3/24 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ 紙媒体 264 ○  ○    

287 2008/3/24 教育・学習支援業 不正な情報持ち出し PC 本体 356 ○ ○ ○   保護者名、兄弟関係、通学団、成績基礎資料、通知表

や指導要録の記載事項、顔写真 

288 2008/3/25 金融・保険業 管理ミス USB 等可搬記録媒体 9,599   ○ 海外金融機関名、口座番号、口座名(アルファベット)、立

替払い金額 

289 2008/3/25 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○   本籍、続柄 

290 2008/3/25 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○   ○ 口座番号 

291 2008/3/25 金融・保険業 誤操作 紙媒体 1 ○    お客さま番号 

292 2008/3/25 金融・保険業 誤操作 紙媒体 1 ○ ○    

293 2008/3/25 金融・保険業 誤操作 紙媒体 2 ○     

294 2008/3/25 金融・保険業 誤操作 紙媒体 1 ○     

295 2008/3/25 金融・保険業 誤操作 紙媒体 1 ○    お客さま番号 

296 2008/3/25 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 2 ○     

297 2008/3/25 公務(他に分類されないもの) 盗難 PC 本体 100,000 ○    地番、地目、面積 

298 2008/3/26 情報通信業 バグ・セキュリティホール Web･Net 186  ○  アンケート内容 

299 2008/3/26 卸売・小売業 盗難 紙媒体 75 ○ ○ ○    

300 2008/3/26 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 1 ○ ○   支払金額・源泉徴収税額 

301 2008/3/26 医療・福祉 誤操作 紙媒体 43 ○  ○   年齢、診察券 ID、検査名 

302 2008/3/26 卸売・小売業 管理ミス 紙媒体 336 ○ ○   商品の購入金額 
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303 2008/3/26 公務(他に分類されないもの) 誤操作 その他 1 ○ ○ ○   年齢、表彰候補者である事実 

304 2008/3/26 電気・ガス・熱供給・水道業 ワーム・ウイルス Web･Net 不明 ○  ○   工事関係技術資料・社内電話番号一覧・委託先（シーテ

ック）の作業員名簿 

305 2008/3/26 金融・保険業 紛失・置忘れ 紙媒体 1 ○ ○ ○  ○ 預金種目、口座番号 

306 2008/3/26 金融・保険業 誤操作 紙媒体 1 ○   ○ 振込先金融機関名、預金種目、口座番号、お受取人名

及び金額 

307 2008/3/27 情報通信業 ワーム・ウイルス Web･Net 1,041 ○ ○ ○ ○    

308 2008/3/27 製造業 不正アクセス Web･Net 25,500 ○ ○ ○ ○ ○ ID、パスワード 

309 2008/3/27 卸売・小売業 盗難 紙媒体 71 ○ ○ ○   保有車両の登録番号等 

310 2008/3/27 公務(他に分類されないもの) 内部犯罪・内部不正行為 紙媒体 31,022 ○ ○    

311 2008/3/28 教育・学習支援業 管理ミス その他 131 ○    志望校、内申点 

312 2008/3/28 製造業 バグ・セキュリティホール Web･Net 64 ○  ○    

313 2008/3/28 卸売・小売業 誤操作 Email 41 ○ ○    

314 2008/3/28 卸売・小売業 ワーム・ウイルス Web･Net 不明 ○  ○ ○   勤務先、患者のイニシャル、疾患名 

315 2008/3/28 教育・学習支援業 不正な情報持ち出し USB 等可搬記録媒体 34 ○ ○ ○   学校名、学年学級、学習の記録、成績評定、保護者名、

兄弟関係、テストの記録 

316 2008/3/28 医療・福祉 不正な情報持ち出し PC 本体 19 ○  ○   病名、症状 

317 2008/3/28 卸売・小売業 管理ミス 紙媒体 74 ○ ○ ○ ○   購入商品 

318 2008/3/29 教育・学習支援業 紛失・置忘れ USB 等可搬記録媒体 74 ○  ○   指導要録、通知表の下書き 

319 2008/3/31 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ 紙媒体 80 ○ ○ ○   職業分類 

320 2008/3/31 医療・福祉 紛失・置忘れ 紙媒体 26 ○  ○   年齢、受診診療科名、病名 

321 2008/3/31 製造業 不正な情報持ち出し Web･Net 54 ○ ○ ○    

322 2008/3/31 製造業 盗難 PC 本体 3,040 ○ ○ ○   所有車種、購入販売店情報 

323 2008/4/1 サービス業(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 259 ○ ○    

324 2008/4/1 サービス業(他に分類されないもの) バグ・セキュリティホール Email 130 ○  ○    

325 2008/4/1 不動産業 誤操作 Email 145  ○   

326 2008/4/1 情報通信業 管理ミス 紙媒体 7,026 ○ ○   加入者番号 

327 2008/4/1 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 2 ○    給料 

328 2008/4/1 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○    

329 2008/4/1 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 24 ○ ○ ○ ○ ○  ○ 口座番号、取引金額 

330 2008/4/2 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○ ○ ○   学校名、学年、保護者氏名、勤務先住所・電話番号 

331 2008/4/2 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○   本籍、筆頭者名 

332 2008/4/2 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ 紙媒体 7 ○ ○ ○  ○ 口座番号 

333 2008/4/2 公務(他に分類されないもの) 管理ミス USB 等可搬記録媒体 67,097 ○ ○ ○    

334 2008/4/2 電気・ガス・熱供給・水道業 管理ミス USB 等可搬記録媒体 4,965 ○ ○ ○  ○ 口座番号のみ、ご使用量、ご請求金額 

335 2008/4/2 情報通信業 紛失・置忘れ 紙媒体 12 ○ ○ ○  ○ 取引金融機関名、口座名義人、口座番号、金融機関届

出印 

336 2008/4/2 金融・保険業 バグ・セキュリティホール Email 232  ○   

337 2008/4/3 卸売・小売業 不正アクセス Web･Net 97,500 ○  ○ ○ ○ ○ ログイン用メールアドレス、ログイン用パスワード、クレ

ジットカード情報 (ご名義 /カード番号 /有効期限） 

338 2008/4/3 製造業 誤操作 紙媒体 2 ○     

339 2008/4/3 公務(他に分類されないもの) 不正な情報持ち出し USB 等可搬記録媒体 46 ○    指導内容 

340 2008/4/4 飲食店・宿泊業 盗難 PC 本体 1,750 ○ ○ ○ ○ ○ ○  会社名 

341 2008/4/4 公務(他に分類されないもの) 誤操作 Email 165 ○  ○   採用年月日、人事評価等 

342 2008/4/4 医療・福祉 管理ミス USB 等可搬記録媒体 137 ○  ○ ○ ○   ID 番号、年齢、病名、障害名、通院頻度 
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343 2008/4/4 教育・学習支援業 盗難 USB 等可搬記録媒体 18,006 ○ ○ ○   学籍データ、保護者データ、入試データ、成績データ等 

344 2008/4/4 教育・学習支援業 不正な情報持ち出し PC 本体 749 ○ ○ ○ ○ ○  成績、本国大学名、国籍、パスポート番号、学歴、未既

婚 

345 2008/4/4 公務(他に分類されないもの) 不正な情報持ち出し Web･Net 208 ○ ○ ○ ○   年齢、食中毒の発症状態、既往歴、家族構成、苦情を

受けた店舗の屋号、所在地、指導内容、健康相談や営

業相談、温泉施設に関連する情報 

346 2008/4/7 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○    土地の所在、価格、課税標準額、税額 

347 2008/4/7 電気・ガス・熱供給・水道業 誤操作 その他 1 ○ ○   所有する土地の所在地・地目・地積、根抵当権の有無 

348 2008/4/8 情報通信業 紛失・置忘れ その他 80 ○  ○    

349 2008/4/8 金融・保険業 管理ミス USB 等可搬記録媒体 295 ○ ○   預金額、通帳記号番号の一部 

350 2008/4/8 公務(他に分類されないもの) 誤操作 Web･Net 38 ○ ○ ○ ○ ○  年齢 

351 2008/4/8 教育・学習支援業 盗難 PC 本体 935 ○ ○ ○ ○   出身中学、身体測定データ、保護者名、成績評定、単位

数、出欠の記録 

352 2008/4/8 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 2 ○ ○ ○    

353 2008/4/8 教育・学習支援業 盗難 PC 本体 527 ○    学生番号、成績データ 

354 2008/4/9 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○ ○   入所保育園名、勤務先、きょうだいの入所の有無、出産

予定、育児休業予定、入所理由、長時間保育状況 、就

労日数、収入状況、所得税額 

355 2008/4/9 教育・学習支援業 設定ミス Web･Net 1,150   ○ 電子メールのパスワード 

356 2008/4/10 情報通信業 盗難 PC 本体 11 ○  ○ ○ ○  会社名、取引先との送受信メール、業務関連情報 

357 2008/4/10 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 不明 ○  ○   所属名、団員番号、補職名、入団日 

358 2008/4/10 電気・ガス・熱供給・水道業 誤操作 紙媒体 1 ○    お客様番号、使用水量、水道料金、下水道使用料、水

道の使用場所 

359 2008/4/10 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○    所有する土地・家屋にかかる所在、地番、課税地積、価

格、課税標準額、口座振替の金融機関名、口座名義 

360 2008/4/10 教育・学習支援業 紛失・置忘れ 紙媒体 113 ○ ○    

361 2008/4/10 公務(他に分類されないもの) 管理ミス USB 等可搬記録媒体 4,300 ○ ○   取引金額 

362 2008/4/10 教育・学習支援業 不正な情報持ち出し Web･Net 394 ○ ○ ○ ○   通知表、連絡網、保護者の職業 

363 2008/4/10 教育・学習支援業 盗難 紙媒体 165 ○  ○   出身小学校名 

364 2008/4/11 製造業 誤操作 Email 179 ○  ○   

365 2008/4/11 情報通信業 誤操作 Email 398 ○  ○   

366 2008/4/11 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ 紙媒体 59 ○     

367 2008/4/11 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○ ○   入所保育園名、勤務先、きょうだいの入所の有無、出産

予定、育児休業予定、入所理由、保育実施期間、長時

間保育状況、就労日数、就労時間、勤務先、定休日、収

入状況、所得税額、配偶者の有無、扶養親族の数、所

得控除内訳、診断状況、受診病院名 

368 2008/4/11 電気・ガス・熱供給・水道業 誤操作 紙媒体 1 ○    お客様番号、使用水量、水道料金、下水道使用料、水

道の使用場所 

369 2008/4/11 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○   被保険者番号 

370 2008/4/11 教育・学習支援業 不明 不明 不明 ○     

371 2008/4/11 情報通信業 管理ミス PC 本体 1,512 ○ ○ ○ ○  クレジットカード情報の一部 

372 2008/4/11 公務(他に分類されないもの) 誤操作 Web･Net 8 ○ ○ ○   参加人数 

373 2008/4/11 教育・学習支援業 管理ミス 紙媒体 28 ○ ○ ○ ○ ○ ○   保護者の氏名、勤務先、健康保険証番号 

374 2008/4/11 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 52,360 ○  ○  ○ 口座番号、振替金額、残高、委託者名等 
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375 2008/4/11 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 5,047 ○  ○  ○ 口座番号、振替金額、残高、委託者名等 

376 2008/4/11 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 不明 ○     

377 2008/4/11 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 不明 ○     

378 2008/4/11 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ 紙媒体 不明 ○     

379 2008/4/11 公務(他に分類されないもの) 誤操作 Email 122  ○   

380 2008/4/11 医療・福祉 盗難 PC 本体 17,170 ○    ＩＤ、病名、検査結果 

381 2008/4/11 医療・福祉 管理ミス USB 等可搬記録媒体 31 ○    皮膚の疾患部分の画像 

382 2008/4/14 卸売・小売業 紛失・置忘れ PC 本体 32  ○  電子メール、取扱商品に関するマニュアル・ソフトウェア 

383 2008/4/14 製造業 紛失・置忘れ その他 120 ○  ○    

384 2008/4/14 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 26 ○  ○   所属 

385 2008/4/14 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○   入所保育園名、勤務地、収入状況 

386 2008/4/14 教育・学習支援業 盗難 PC 本体 105 ○ ○ ○   保護者名 

387 2008/4/15 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○   土地・家屋の所在、価格、課税標準額等 

388 2008/4/15 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○   被保険者番号、納付金額 

389 2008/4/15 医療・福祉 管理ミス 紙媒体 44 ○ ○   年齢、介護度 

390 2008/4/15 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 2 ○ ○ ○ ○   借入金額、借入条件、印影 

391 2008/4/16 建設業 誤操作 Email 15 ○  ○   

392 2008/4/17 複合サービス事業 誤操作 Email 106  ○   

393 2008/4/17 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○   入所保育園名、勤務地、収入状況 

394 2008/4/17 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○  ○ ○   本籍、続柄、婚姻事項、転籍事項 

395 2008/4/17 電気・ガス・熱供給・水道業 盗難 その他 347 ○ ○   顧客番号、ガス使用量、領収金額 

396 2008/4/17 建設業 誤操作 その他 1 ○    建築場所 

397 2008/4/18 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○  ○ ○   被保険者の記号番号、認定年月日、事業所名称、事業

所所在地 

398 2008/4/18 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○  ○ ○   基礎年金番号、取得年月日、喪失年月日 

399 2008/4/18 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○  ○ ○   被保険者の記号番号、認定年月日、事業所名称、事業

所所在地 

400 2008/4/18 公務(他に分類されないもの) 誤操作 その他 2 ○    薬の名称、所定の服薬数 

401 2008/4/18 電気・ガス・熱供給・水道業 不正な情報持ち出し 紙媒体 2 ○ ○ ○    

402 2008/4/18 教育・学習支援業 盗難 PC 本体 2,550 ○    学籍番号、数学 2 科目の成績、出身校名 

403 2008/4/18 公務(他に分類されないもの) ワーム・ウイルス Web･Net 172 ○ ○   救助訓練の計画書 

404 2008/4/18 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 109 ○    項目、金額、条件、日付 

405 2008/4/19 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ 紙媒体 25 ○ ○   署員の名簿、窃盗事件現場などに残された足跡の写真

のコピー 

406 2008/4/19 教育・学習支援業 紛失・置忘れ 紙媒体 8 ○ ○    

407 2008/4/20 飲食店・宿泊業 盗難 PC 本体 7,053 ○ ○ ○   住所の一部、学校名、適合度、年齢、所属 

408 2008/4/21 金融・保険業 誤操作 Email 97 ○  ○   

409 2008/4/21 不動産業 管理ミス 紙媒体 1 ○ ○ ○    

410 2008/4/21 製造業 管理ミス 紙媒体 30 ○ ○ ○ ○ ○ ○  配偶者の有無 

411 2008/4/22 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 21 ○    クレジットカード番号など 

412 2008/4/22 サービス業(他に分類されないもの) 盗難 PC 本体 70 ○ ○ ○ ○   

413 2008/4/22 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○    

414 2008/4/22 教育・学習支援業 ワーム・ウイルス Web･Net 8 ○      児童の名簿、集合写真、成績、身体測定グラフ 

415 2008/4/23 情報通信業 紛失・置忘れ 紙媒体 260 ○ ○ ○   顧客番号、既加入サービス内容 

416 2008/4/23 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 2 ○     
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417 2008/4/23 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○   振込先金融機関名、口座名義人、支給金額 

418 2008/4/23 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○    

419 2008/4/23 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 7 ○ ○    

420 2008/4/24 公務(他に分類されないもの) 誤操作 Email 4 ○  ○   

421 2008/4/24 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○     

422 2008/4/24 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○   障害名、原因となった疾病・外傷名 

423 2008/4/24 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ 紙媒体 35 ○ ○    

424 2008/4/24 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 1,107 ○ ○  ○ 口座番号、借入金額、貸出日、利率、残高、最終期日 

425 2008/4/24 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 14,791 ○ ○ ○   住民票、戸籍証明、印鑑登録証明関係の申請書 

426 2008/4/24 教育・学習支援業 不正な情報持ち出し USB 等可搬記録媒体 645 ○  ○    

427 2008/4/24 卸売・小売業 管理ミス USB 等可搬記録媒体 7,748 ○ ○    

428 2008/4/25 教育・学習支援業 紛失・置忘れ 紙媒体 141 ○    図工科の評価の一部 

429 2008/4/25 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 26 ○ ○ ○ ○ ○   退職金請求書、住民票の原本、共済手帳申込書、手帳

更新申請書、退職金共済手帳 

430 2008/4/25 サービス業(他に分類されないもの) 誤操作 Email 99  ○   

431 2008/4/25 金融・保険業 誤操作 紙媒体 2 ○ ○   融資額、融資残高 

432 2008/4/25 金融・保険業 誤操作 紙媒体 1 ○    融資残高、配当金額他 

433 2008/4/25 金融・保険業 誤操作 紙媒体 1 ○ ○    

434 2008/4/25 金融・保険業 誤操作 紙媒体 1 ○     

435 2008/4/25 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 254,677 ○ ○ ○ ○  ○ 口座番号、お取引種類・金額、残高、お届印 

436 2008/4/25 建設業 紛失・置忘れ 紙媒体 117 ○ ○ ○   集合住宅名、部屋番号、補修箇所等 

437 2008/4/25 医療・福祉 盗難 紙媒体 35 ○  ○    

438 2008/4/25 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○  ○   基礎年金番号 

439 2008/4/25 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 646 ○     

440 2008/4/25 教育・学習支援業 不正な情報持ち出し USB 等可搬記録媒体 113 ○    通信票所見、国語の成績情報 

441 2008/4/26 教育・学習支援業 不正な情報持ち出し 紙媒体 60 ○    ５０メートル走やハンドボール投げの距離などの記録 

442 2008/4/26 建設業 紛失・置忘れ その他 5 ○  ○    

443 2008/4/28 金融・保険業 誤操作 Email 32  ○   

444 2008/4/28 教育・学習支援業 管理ミス Web･Net 不明 ○ ○ ○ ○   保護者名、出身校名、生徒・教員の写真、一部生徒の

成績、生活実態アンケート集計、生徒会学習委員会実

施の授業アンケート 

445 2008/4/30 複合サービス事業 管理ミス 紙媒体 16 ○ ○ ○    

446 2008/4/30 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 4 ○ ○   本籍地 

447 2008/4/30 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○    

448 2008/4/30 運輸業 紛失・置忘れ USB 等可搬記録媒体 17,800 ○ ○   所属支店名・課名、雇用番号 

449 2008/5/1 情報通信業 不正な情報持ち出し 紙媒体 42 ○ ○ ○    

450 2008/5/1 情報通信業 誤操作 Email 119  ○   

451 2008/5/1 医療・福祉 管理ミス 紙媒体 884 ○    ID、予約日時、病名、関連する診療科、医師名 

452 2008/5/1 不動産業 盗難 紙媒体 2 ○     

453 2008/5/1 不動産業 管理ミス 紙媒体 28 ○ ○    

454 2008/5/1 教育・学習支援業 不正な情報持ち出し USB 等可搬記録媒体 2 ○    指導計画 

455 2008/5/1 教育・学習支援業 盗難 PC 本体 701 ○ ○   通知表の内容 

456 2008/5/1 教育・学習支援業 盗難 紙媒体 32 ○ ○ ○    

457 2008/5/2 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○   印影 

458 2008/5/2 公務(他に分類されないもの) 内部犯罪・内部不正行為 PC 本体 1 ○ ○ ○ ○   世帯内容 
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459 2008/5/2 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○  ○   被保険者番号、勤務先 

460 2008/5/2 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○   ○ 口座番号 

461 2008/5/2 サービス業(他に分類されないもの) 盗難 PC 本体 不明  ○   

462 2008/5/7 情報通信業 管理ミス 紙媒体 56 ○ ○    

463 2008/5/7 サービス業(他に分類されないもの) 盗難 紙媒体 7 ○    サービス内容 

464 2008/5/7 卸売・小売業 管理ミス その他 2 ○     

465 2008/5/7 卸売・小売業 盗難 その他 100 ○  ○ ○   会社名、会社電話番号 

466 2008/5/7 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○    被保険者番号、介護度、ご利用明細および請求金額、

利用日、健康状態（血圧、脈、体温）、送迎時刻、参加レ

クリエーションの内容、利用料金および算定根拠 

467 2008/5/8 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○    

468 2008/5/8 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○   介護保険区分情報、心身の状況、世帯状況、食事形

態、サービスの利用状況、医療情報 

469 2008/5/8 教育・学習支援業 紛失・置忘れ その他 257    児童（257 人分）の写真 

470 2008/5/8 電気・ガス・熱供給・水道業 管理ミス 紙媒体 10 ○ ○ ○   使用水量、メーター番号 

471 2008/5/8 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 3 ○ ○   滞納されている税金の種類や滞納額 

472 2008/5/9 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○   税額 

473 2008/5/9 サービス業(他に分類されないもの) 誤操作 Email 1,692 ○  ○   会社名 

474 2008/5/10 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○   補装具の名称（今回は、車いす使用）、保護者氏名 

475 2008/5/12 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○   年齢、保護者氏名、所得階層区分、保育料徴収額 

476 2008/5/12 教育・学習支援業 管理ミス 紙媒体 74 ○    理科の実力テストの答案 

477 2008/5/13 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 1,772 ○ ○ ○    

478 2008/5/13 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○    

479 2008/5/13 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○   過去及び現在の病歴 各種結核検査の結果及び今後

の検診予定 

480 2008/5/13 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○   前住所地、異動年月日、本籍地、届出事項 

481 2008/5/13 教育・学習支援業 管理ミス USB 等可搬記録媒体 29 ○ ○ ○ ○   保護者氏名、同校に在籍する兄弟の氏名、学年、緊急

時引受人の氏名 

482 2008/5/13 教育・学習支援業 不正な情報持ち出し USB 等可搬記録媒体 30 ○    成績 

483 2008/5/13 金融・保険業 紛失・置忘れ 紙媒体 1 ○    企業の名称、信用保証額 

484 2008/5/13 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○   介護保険被保険者番号、年齢 

485 2008/5/13 公務(他に分類されないもの) 誤操作 その他 7 ○    所有地の地番 

486 2008/5/13 公務(他に分類されないもの) 誤操作 その他 1 ○ ○ ○    

487 2008/5/13 サービス業(他に分類されないもの) 誤操作 Email 100  ○   

488 2008/5/13 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ 紙媒体 4 ○    災害時要援護者登録リスト 

489 2008/5/14 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○   利用者負担区分、保険証番号 

490 2008/5/14 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○  ○   受給金額 

491 2008/5/14 複合サービス事業 不正な情報持ち出し Web･Net 18,000 ○ ○ ○    

492 2008/5/14 サービス業(他に分類されないもの) 設定ミス Web･Net 10 ○  ○ ○ ○   生年、役職、会社名、勤務所在地、関心項目 

493 2008/5/14 医療・福祉 管理ミス USB 等可搬記録媒体 11 ○  ○   年齢、診断、検査結果、病歴、生活歴、家族歴 

494 2008/5/15 製造業 バグ・セキュリティホール Web･Net 120 ○ ○ ○ ○   

495 2008/5/15 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○   滞納税額及び明細 

496 2008/5/15 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ 紙媒体 517 ○ ○ ○ ○    

497 2008/5/15 運輸業 設定ミス Web･Net 1,061 ○ ○ ○    

498 2008/5/15 情報通信業 誤操作 Email 244  ○   
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499 2008/5/15 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ 紙媒体 73 ○ ○    

500 2008/5/15 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ 紙媒体 259 ○ ○    

501 2008/5/15 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 2 ○    療養費通知書 

502 2008/5/15 教育・学習支援業 紛失・置忘れ USB 等可搬記録媒体 1,656 ○    健康診断結果、保健調査票のまとめ、精密検査の結

果、保健室での相談内容 

503 2008/5/15 サービス業(他に分類されないもの) 誤操作 Email 691 ○     

504 2008/5/16 サービス業(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 2 ○ ○  ○ 会員番号、会員期限、暗証番号 

505 2008/5/16 サービス業(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 2 ○ ○  ○ 会員番号、会員期限、暗証番号 

506 2008/5/16 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○    デイサービス利用明細、金額 

507 2008/5/16 電気・ガス・熱供給・水道業 誤操作 紙媒体 1 ○ ○   水道使用水量、金額 

508 2008/5/16 教育・学習支援業 管理ミス 紙媒体 260 ○    学年、組、出席番号、年齢、ぎょう虫卵検査検体 

509 2008/5/16 医療・福祉 管理ミス 紙媒体 31 ○  ○ ○   患者番号、保険者コード、入外区分 

510 2008/5/16 公務(他に分類されないもの) 誤操作 Email 192  ○   

511 2008/5/19 サービス業(他に分類されないもの) 設定ミス Web･Net 不明 ○ ○ ○ ○   

512 2008/5/19 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 907 ○    入所施設名 

513 2008/5/19 公務(他に分類されないもの) ワーム・ウイルス Web･Net 20 ○     

514 2008/5/19 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 2    免許証の顔写真 

515 2008/5/19 教育・学習支援業 不正な情報持ち出し 紙媒体 8 ○ ○ ○ ○    

516 2008/5/19 教育・学習支援業 不明 紙媒体 134 ○    テストの点数、学年順位 

517 2008/5/20 複合サービス事業 誤操作 紙媒体 2 ○   ○ 口座番号 

518 2008/5/20 金融・保険業 盗難 紙媒体 37 ○    取引期間、損益状況 

519 2008/5/20 卸売・小売業 不正アクセス Web･Net 不明 ○ ○ ○ ○ ○ ログインパスワード、クレジットカード番号、有効期限 

520 2008/5/20 医療・福祉 不正な情報持ち出し 紙媒体 22 ○    発達記録、家庭状況 

521 2008/5/20 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○   特別徴収税額、異動の理由、会社の所在・名称 

522 2008/5/20 教育・学習支援業 管理ミス 紙媒体 857 ○ ○ ○   出身中学校、生徒の写真 

523 2008/5/20 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ 紙媒体 1 ○ ○   配管図 

524 2008/5/20 公務(他に分類されないもの) 誤操作 Email 43 ○  ○   

525 2008/5/21 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○   税額 

526 2008/5/21 教育・学習支援業 不正な情報持ち出し USB 等可搬記録媒体 107 ○    選択クラス名、年次、組、番号、美術作品の画像記録

（生徒氏名入り） 

527 2008/5/21 製造業 盗難 USB 等可搬記録媒体 2,011 ○  ○  火力、水力および原子力の発電制御システムの設計デ

ータ 

528 2008/5/23 教育・学習支援業 不正な情報持ち出し USB 等可搬記録媒体 213 ○  ○   国語成績、保護者名 

529 2008/5/23 不動産業 不正な情報持ち出し Web･Net 273 ○ ○ ○ ○  FAX 番号、取引書類の草稿 

530 2008/5/23 教育・学習支援業 紛失・置忘れ USB 等可搬記録媒体 36 ○    提出物のチェック表、一部所見、学級通信 

531 2008/5/23 公務(他に分類されないもの) 誤操作 その他 1 ○ ○ ○   傷病名、傷病程度、救急隊到着時の状況、搬送先医療

機関 

532 2008/5/23 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○  ○   年齢、金融機関の預金通帳番号 

533 2008/5/23 電気・ガス・熱供給・水道業 盗難 紙媒体 500 ○    図面上の住宅の敷地、給水管の引き込み状況 

534 2008/5/23 教育・学習支援業 紛失・置忘れ USB 等可搬記録媒体 144 ○  ○   指導要録、学級連絡網、数学の小テストの結果 

535 2008/5/26 教育・学習支援業 紛失・置忘れ USB 等可搬記録媒体 3 ○    指導予定、指導メモ 

536 2008/5/26 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 1,015 ○ ○ ○ ○  ○ 口座番号、平成 13 年当時の金融債お取引情報等 

537 2008/5/26 サービス業(他に分類されないもの) 不正な情報持ち出し Web･Net 3,416 ○ ○ ○    

538 2008/5/27 金融・保険業 内部犯罪・内部不正行為 PC 本体 91 ○ ○   クレジットカード情報 

539 2008/5/27 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○    土地の所在、価格、課税標準額、税額 
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540 2008/5/27 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○    土地の所在、価格、課税標準額、税額 

541 2008/5/27 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○   主治医名 

542 2008/5/27 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○    証券番号、差押、年月日 

543 2008/5/27 教育・学習支援業 不正な情報持ち出し USB 等可搬記録媒体 711 ○    テスト結果 

544 2008/5/27 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 133,488 ○ ○ ○   ○ 口座番号、取引金額、印影等 

545 2008/5/28 情報通信業 設定ミス Web･Net 119 ○ ○ ○    

546 2008/5/28 運輸業 管理ミス 紙媒体 97 ○  ○ ○ ○   定期券の内容、クレジットカード番号の一部 

547 2008/5/28 卸売・小売業 誤操作 Email 829  ○   

548 2008/5/28 製造業 管理ミス 紙媒体 99 ○ ○ ○ ○  FAX 番号 

549 2008/5/28 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 12 ○  ○    

550 2008/5/28 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 不明 ○    苗字のみ 

551 2008/5/28 公務(他に分類されないもの) 誤操作 その他 1 ○  ○ ○   介護度、被保険者番号、サービス利用内容、金額 

552 2008/5/28 教育・学習支援業 不正な情報持ち出し PC 本体 35 ○    英語の成績 

553 2008/5/28 金融・保険業 誤操作 紙媒体 1 ○ ○    

554 2008/5/28 金融・保険業 誤操作 紙媒体 2 ○    物件所在地、融資予定額他 

555 2008/5/28 公務(他に分類されないもの) 誤操作 Email 667 ○  ○   

556 2008/5/28 公務(他に分類されないもの) バグ・セキュリティホール 紙媒体 97 ○   ○ ガス使用量、料金振替額、口座振替をしていた銀行名・

支店名・口座番号・口座名義（カタカナ） 

557 2008/5/28 公務(他に分類されないもの) 誤操作 Email 37  ○   

558 2008/5/29 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ 紙媒体 61 ○ ○ ○ ○ ○   調査内容 

559 2008/5/29 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○   介護保険認定区分 

560 2008/5/29 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 1 ○ ○   市・県民税所得証明書 

561 2008/5/29 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 3 ○ ○ ○   印影 

562 2008/5/29 教育・学習支援業 紛失・置忘れ その他 38 ○  ○    

563 2008/5/29 サービス業(他に分類されないもの) 設定ミス Web･Net 8,247 ○ ○ ○ ○  住所の一部(都道府県名・市町村名・区名) 

564 2008/5/29 金融・保険業 誤操作 紙媒体 3 ○   ○ 預金種目、口座番号、受取金融機関・支店名 

565 2008/5/29 金融・保険業 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○  ○ 口座番号、支店名、預金種目 

566 2008/5/29 医療・福祉 紛失・置忘れ PC 本体 2,000 ○  ○   血液検査結果 

567 2008/5/29 金融・保険業 紛失・置忘れ 紙媒体 373 ○ ○ ○ ○ ○   年齢、お客様コード、預かり資産等 

568 2008/5/30 情報通信業 不正な情報持ち出し Web･Net 2,248 ○ ○  ○ 口座番号 

569 2008/5/30 不動産業 誤操作 Email 119  ○   

570 2008/5/30 電気・ガス・熱供給・水道業 誤操作 紙媒体 1 ○ ○    

571 2008/5/30 製造業 管理ミス 不明 1,017 ○ ○    

572 2008/5/30 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 33,590 ○ ○ ○ ○  ○ 口座番号、お取引金額等 

573 2008/5/30 公務(他に分類されないもの) 誤操作 Web･Net 127 ○     

574 2008/5/30 公務(他に分類されないもの) 誤操作 Web･Net 54 ○     

575 2008/6/1 公務(他に分類されないもの) 盗難 その他 321 ○    地区整理番号、水栓番号、水道使用量及び料金 

576 2008/6/2 情報通信業 紛失・置忘れ 紙媒体 39 ○ ○ ○ ○   保護者名 

577 2008/6/2 情報通信業 紛失・置忘れ 紙媒体 2 ○ ○    

578 2008/6/2 情報通信業 不正な情報持ち出し Web･Net 不明 ○  ○  プレイ時間、ゲームの感想 

579 2008/6/2 公務(他に分類されないもの) 管理ミス Web･Net 62 ○ ○ ○    

580 2008/6/2 医療・福祉 盗難 紙媒体 14 ○     

581 2008/6/2 教育・学習支援業 不正な情報持ち出し Web･Net 2,670 ○  ○  出欠状況、情報処理技術者試験の合否と点数 

582 2008/6/3 不動産業 紛失・置忘れ 紙媒体 93 ○ ○ ○   メンテナンス箇所の指示内容 

583 2008/6/3 サービス業(他に分類されないもの) 設定ミス Web･Net 53 ○ ○ ○ ○ ○  所属先、役職、FAX 番号、注文内容、備考欄 



 
© Copyright 2009 NPO Japan Network Security Association (JNSA) 

付録 3-16 

No. 公表日 業種名 漏洩原因区分 漏洩経路 
被害 

人数 
氏名 住所 

電話

番号

生年

月日
性別 職業

メール

アドレス

ID/ 

PASSWD
その他 

584 2008/6/3 卸売・小売業 設定ミス Web･Net 27 ○ ○ ○ ○  車両情報 

585 2008/6/3 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 4 ○ ○   役職 

586 2008/6/3 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○  ○   本籍、続柄、婚姻事項、転籍事項 

587 2008/6/3 電気・ガス・熱供給・水道業 誤操作 紙媒体 1 ○ ○   水道使用水量、金額 

588 2008/6/3 教育・学習支援業 盗難 USB 等可搬記録媒体 不明 ○     

589 2008/6/3 金融・保険業 管理ミス USB 等可搬記録媒体 57,214 ○ ○ ○  ○ 口座番号 

590 2008/6/4 情報通信業 紛失・置忘れ その他 不明 ○     

591 2008/6/4 製造業 誤操作 Email 不明  ○   

592 2008/6/4 不動産業 紛失・置忘れ 紙媒体 154 ○    入居マンション名、お部屋番号、管理費等の支払状況 

593 2008/6/4 教育・学習支援業 管理ミス USB 等可搬記録媒体 204 ○  ○   中間テストの電気科目の点数 

594 2008/6/5 情報通信業 設定ミス Web･Net 439 ○ ○ ○ ○ ○  勤務先、役職 

595 2008/6/5 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○ ○   身体障害者手帳 

596 2008/6/5 教育・学習支援業 ワーム・ウイルス Web･Net 1,200 ○ ○ ○   定期テストの点数や順位、志望校 

597 2008/6/5 公務(他に分類されないもの) 誤操作 その他 10 ○  ○    

598 2008/6/6 サービス業(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 244 ○   ○ 郵便番号、会員番号、会員期限、暗証番号 

599 2008/6/6 卸売・小売業 管理ミス USB 等可搬記録媒体 14,317 ○ ○    

600 2008/6/6 サービス業(他に分類されないもの) ワーム・ウイルス Web･Net 1,855 ○ ○   業務情報（日付や設定区分） 

601 2008/6/6 サービス業(他に分類されないもの) 管理ミス PC 本体 336 ○    知的財産に関する情報 

602 2008/6/6 金融・保険業 誤操作 紙媒体 1 ○    法人名、融資額、取引番号 

603 2008/6/6 教育・学習支援業 盗難 USB 等可搬記録媒体 26 ○  ○   通知票のデータ 

604 2008/6/6 サービス業(他に分類されないもの) 盗難 紙媒体 11 ○     

605 2008/6/8 情報通信業 設定ミス Web･Net 15 ○  ○ ○ ○  ハンドルネーム、ブログ URL、ブログアクセス数 

606 2008/6/9 卸売・小売業 管理ミス 紙媒体 136 ○ ○ ○    

607 2008/6/9 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ その他 不明 ○  ○ ○  所属する同好会の名簿 

608 2008/6/9 教育・学習支援業 紛失・置忘れ USB 等可搬記録媒体 66 ○    給食費や PTA 会費、親睦会費などの納入金額 

609 2008/6/10 製造業 紛失・置忘れ PC 本体 420 ○  ○ ○ ○  会社名、役職 

610 2008/6/10 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○  ○ ○   被保険者の保険証記号番号、資格取得年月日、続柄、

認定年月日、事業所名称、事業所所在地 

611 2008/6/10 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○  ○ ○   被保険者の保険証記号番号、資格喪失年月日、喪失原

因、標準報酬月額 

612 2008/6/10 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○  ○   被保険者の保険証記号番号、従前の標準報酬月額、決

定後の標準報酬月額 

613 2008/6/10 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○  ○ ○   被保険者の保険証記号番号、基礎年金番号、扶養する

子の区分、育児休業開始年月日、育児休業等終了予定

年月日 

614 2008/6/10 公務(他に分類されないもの) 誤操作 その他 1 ○ ○ ○    

615 2008/6/10 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○   障害名、特別児童扶養手当証書記号番号  

616 2008/6/10 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○   平成１９年中の収入、扶養者数、平成２０年度の市・県

民税額 

617 2008/6/10 情報通信業 紛失・置忘れ 紙媒体 15 ○ ○ ○   回答済みの世論調査票 

618 2008/6/11 教育・学習支援業 設定ミス Web･Net 728 ○    生徒番号 

619 2008/6/11 サービス業(他に分類されないもの) 盗難 PC 本体 10 ○ ○ ○ ○   死亡年月日、続柄、通夜式の日時、葬儀・告別式の日

時、葬儀の場所、宗派 

620 2008/6/11 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 19 ○ ○ ○ ○ ○   ＦＡＸ番号、設置位置 

621 2008/6/11 公務(他に分類されないもの) 誤操作 Email 102  ○   



 
© Copyright 2009 NPO Japan Network Security Association (JNSA) 

付録 3-17 

No. 公表日 業種名 漏洩原因区分 漏洩経路 
被害 

人数 
氏名 住所 

電話

番号

生年

月日
性別 職業

メール

アドレス

ID/ 

PASSWD
その他 

622 2008/6/11 教育・学習支援業 紛失・置忘れ PC 本体 60 ○    研究テーマ、評価 

623 2008/6/12 サービス業(他に分類されないもの) 誤操作 Email 65 ○ ○   団体名、一部住所、活動内容、申請理由、申請額、過去

の交付実績 

624 2008/6/12 教育・学習支援業 紛失・置忘れ USB 等可搬記録媒体 96 ○     

625 2008/6/12 林業 紛失・置忘れ その他 50 ○  ○    

626 2008/6/12 医療・福祉 不正な情報持ち出し USB 等可搬記録媒体 23 ○    手術内容、合併症 

627 2008/6/13 製造業 誤操作 Email 240 ○  ○ ○  会社名 

628 2008/6/13 複合サービス事業 盗難 紙媒体 4 ○ ○ ○    

629 2008/6/13 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ その他 60 ○ ○ ○   年金番号、保険料納付状況 

630 2008/6/13 公務(他に分類されないもの) 誤操作 その他 4 ○     

631 2008/6/13 卸売・小売業 紛失・置忘れ USB 等可搬記録媒体 25,986 ○    保険会社コード、証券番号、保険始期、保険終期、自動

車登録番号、保険の異動・解約日、本件代理店の取扱

拠点 

632 2008/6/13 卸売・小売業 設定ミス Web･Net 12 ○ ○ ○ ○  受注データ 

633 2008/6/13 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○  ○   年金手帳 

634 2008/6/13 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 12 ○ ○ ○   被保険者整理番号、基礎年金番号、事業所整理記号、

事業所番号、事業所名称、厚生年金保険被保険者数、

国民年金第３号被保険者数（被扶養配偶者数） 

635 2008/6/13 金融・保険業 管理ミス USB 等可搬記録媒体 88,000 ○ ○  ○ 口座番号、取引金額、貸付残高 

636 2008/6/14 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ USB 等可搬記録媒体 500 ○ ○   契約金額、業務マニュアル 

637 2008/6/16 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○  ○ ○   続柄、前住所 

638 2008/6/16 医療・福祉 ワーム・ウイルス Web･Net 不明 ○  ○   入院患者表、定期検査の管理表 

639 2008/6/16 飲食店・宿泊業 内部犯罪・内部不正行為 Email 1,760 ○ ○ ○ ○ ○  挙式予定日、勤務先、誕生日 

640 2008/6/16 サービス業(他に分類されないもの) 誤操作 Email 500  ○   

641 2008/6/16 電気・ガス・熱供給・水道業 盗難 紙媒体 323 ○ ○ ○   ガス使用量、ガス料金金額 

642 2008/6/17 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 2 ○ ○   年間所得金額、所得控除額、扶養控除等の内訳、年間

市民税・県民税課税額 

643 2008/6/17 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 1 ○ ○ ○   保険証記号・番号、受診券整理番号、問診票の質問項

目に対する回答（既往症など） 

644 2008/6/17 公務(他に分類されないもの) 誤操作 その他 1 ○  ○   逮捕された際の認否、本人の署名となつ印 

645 2008/6/17 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 470 ○ ○ ○    

646 2008/6/17 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 2,000 ○ ○   前年の法人税額 

647 2008/6/18 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 20 ○    育児・通勤などの手当額 

648 2008/6/18 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ USB 等可搬記録媒体 2,228 ○ ○ ○   自治会名、方書、部数 

649 2008/6/19 情報通信業 誤操作 その他 2 ○     

650 2008/6/19 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 3 ○ ○  ○ 写真、経歴、銀行名・口座番号・印影、利用児童氏名 

651 2008/6/19 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○    

652 2008/6/19 医療・福祉 誤操作 紙媒体 1 ○    保育園名、クラス名、検査結果（蛋白・潜血） 

653 2008/6/19 教育・学習支援業 盗難 PC 本体 800 ○    成績、研究データ 

654 2008/6/19 医療・福祉 管理ミス 紙媒体 23 ○  ○   ID、保険の種類、受診日、受診科、通院日、入院歴、退

院歴 

655 2008/6/20 電気・ガス・熱供給・水道業 盗難 紙媒体 256 ○ ○ ○   ガス使用量 

656 2008/6/20 サービス業(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ 紙媒体 不明  ○   ファックス番号 

657 2008/6/20 卸売・小売業 盗難 紙媒体 15 ○ ○ ○    

658 2008/6/20 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 3 ○ ○ ○    
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659 2008/6/20 公務(他に分類されないもの) 不正な情報持ち出し 紙媒体 22 ○ ○ ○   介護度、認定期間 

660 2008/6/20 金融・保険業 誤操作 紙媒体 2 ○    金銭消費貸借契約証書 

661 2008/6/20 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ 紙媒体 126 ○     

662 2008/6/20 医療・福祉 管理ミス 紙媒体 1 ○ ○ ○   情報提供内容（病名、視力、血糖値）、医療機関名 

663 2008/6/23 製造業 誤操作 Email 2,000 ○  ○   

664 2008/6/24 情報通信業 バグ・セキュリティホール Web･Net 98 ○ ○ ○ ○ ○ ○  顔写真 

665 2008/6/24 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○   ○ 金融機関名、金融機関支店名、口座の種類、口座番号

の一部（７桁中、上４桁表示） 

666 2008/6/24 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 2 ○ ○   資産の所在・地番、価格、家屋番号、現況地目、固定資

産税課税標準額、都市 計画税課税標準額 

667 2008/6/25 運輸業 誤操作 Email 196  ○   

668 2008/6/25 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 140 ○  ○ ○   年齢、医療機関名、外来期間、傷病名、保護開始年月

日、初診年月日、患者の状況、主要病状及び今後の診

療見込、診療内容等 

669 2008/6/25 医療・福祉 盗難 PC 本体 19 ○     

670 2008/6/25 医療・福祉 管理ミス USB 等可搬記録媒体 188 ○  ○   空腹時血糖値、虫歯数 

671 2008/6/25 金融・保険業 誤操作 紙媒体 1 ○ ○  ○ 顧客口座番号、貸付金額、最終期限、約定利率、約定

返済額、払込予定日、振替指定預金口座 

672 2008/6/26 サービス業(他に分類されないもの) 誤操作 Email 不明  ○   

673 2008/6/26 公務(他に分類されないもの) 盗難 紙媒体 21 ○     

674 2008/6/26 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○  ○ ○   年齢 

675 2008/6/26 教育・学習支援業 盗難 USB 等可搬記録媒体 143 ○    体育の成績 

676 2008/6/27 運輸業 管理ミス 紙媒体 8,834 ○    カード会社の略号、一部文字が伏せられたクレジットカ

ード番号、取引金額、取引内容、取引日 

677 2008/6/27 情報通信業 誤操作 Email 153 ○ ○ ○   社員情報 

678 2008/6/27 情報通信業 盗難 紙媒体 152 ○ ○ ○    

679 2008/6/27 教育・学習支援業 管理ミス 紙媒体 6 ○ ○   保護者氏名、家族構成、通学方法、自宅付近の略図、

愛の手帳の内容、障害及び病名、医療機関名、生活習

慣の状況、けいれん発作の状況、服薬の状況 

680 2008/6/27 サービス業(他に分類されないもの) 不正な情報持ち出し USB 等可搬記録媒体 234 ○ ○ ○  ○ 支給額、銀行口座 

681 2008/6/27 医療・福祉 不正な情報持ち出し Web･Net 2,730 ○ ○ ○   保護者名 

682 2008/6/27 電気・ガス・熱供給・水道業 誤操作 紙媒体 30 ○     

683 2008/6/27 公務(他に分類されないもの) 内部犯罪・内部不正行為 PC 本体 233 ○    年金記録 

684 2008/6/27 金融・保険業 誤操作 紙媒体 3 ○ ○  ○ 口座番号、預入日、預入金額、期間 

685 2008/6/28 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 2 ○  ○   保育園名、児童年齢、保護者の勤務先名 

686 2008/6/28 卸売・小売業 盗難 紙媒体 253 ○ ○ ○   車種コード、登録年月日 

687 2008/6/30 情報通信業 誤操作 紙媒体 17 ○ ○    

688 2008/6/30 卸売・小売業 管理ミス USB 等可搬記録媒体 116,353 ○ ○ ○  ○ カード番号、銀行口座、売上明細、請求明細 

689 2008/6/30 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○   要介護度及び認定の有効期間 

690 2008/6/30 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○   受給者番号、支給決定年月日、 サービスの種類・区

分、支給量、支給期間、障害種別、交付年月日 

691 2008/6/30 公務(他に分類されないもの) 内部犯罪・内部不正行為 紙媒体 4 ○    土地の評価額、面積、固定資産税額 

692 2008/6/30 教育・学習支援業 管理ミス USB 等可搬記録媒体 34 ○  ○   学級の活動記録、連絡網、児童名簿、写真（学習の様

子）、学級・学年だより、年間指導計画、初任研修計画、

指導案、ワークシート 
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693 2008/6/30 公務(他に分類されないもの) 管理ミス PC 本体 2,676 ○ ○ ○   登録番号、資格有効期間 

694 2008/6/30 建設業 盗難 紙媒体 31 ○ ○ ○ ○ ○   商品タイプ、契約日、棟上日、引渡日、契約金額 

695 2008/7/1 卸売・小売業 盗難 紙媒体 197 ○ ○    

696 2008/7/1 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○   被保険者番号 

697 2008/7/1 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 1 ○ ○ ○   所得税申告書 

698 2008/7/1 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 不明 ○ ○   傷病名、休職期間、受診医療機関名、主治医名、医師

の所見 

699 2008/7/1 公務(他に分類されないもの) 誤操作 Email 292 ○ ○ ○   建物に関する情報 

700 2008/7/1 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 743 ○ ○   顧客番号、口座番号、店舗番号、お届け印影 

701 2008/7/1 電気・ガス・熱供給・水道業 盗難 その他 19 ○ ○ ○   一部口座番号、ガスご使用量、前月領収金額ならびに

今月請求金額 

702 2008/7/2 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○     市民税県民税減額申告書 

703 2008/7/2 建設業 紛失・置忘れ PC 本体 2 ○    団地名、区画番号、勤務先 

704 2008/7/3 情報通信業 紛失・置忘れ 紙媒体 26 ○ ○   領収金額 

705 2008/7/3 製造業 不正な情報持ち出し Web･Net 不明 ○  ○ ○   勤務先、電話の受付日、受付部署、顧客属性（消費者、

卸店、販売店等）、情報分類（問い合わせ内容） 

706 2008/7/4 複合サービス事業 管理ミス USB 等可搬記録媒体 93,911 ○ ○   契約建物の所在地、その他契約申込書記載事項 

707 2008/7/4 医療・福祉 不正な情報持ち出し PC 本体 593 ○    疾患名、病状経過 

708 2008/7/5 卸売・小売業 ワーム・ウイルス Web･Net 522 ○ ○ ○   伝票のデータ 

709 2008/7/7 複合サービス事業 管理ミス 紙媒体 36,242 ○    口座番号、金額 

710 2008/7/7 サービス業(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 1,800 ○ ○   購読者番号、郵便番号 

711 2008/7/7 公務(他に分類されないもの) 誤操作 Email 99  ○  ニックネーム 

712 2008/7/7 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 2 ○ ○   求人情報の用紙 

713 2008/7/7 金融・保険業 盗難 その他 1,906 ○ ○ ○ ○   口座番号、残高、預金や融資に関する情報 

714 2008/7/7 サービス業(他に分類されないもの) 盗難 PC 本体 488 ○ ○   取引内容、取引金額又は残高 

715 2008/7/7 教育・学習支援業 管理ミス 紙媒体 37 ○    期末テストの解答用紙 

716 2008/7/8 情報通信業 誤操作 Email 226 ○  ○   

717 2008/7/8 情報通信業 誤操作 Email 11  ○   

718 2008/7/8 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○  ○ ○   基礎年金番号 

719 2008/7/8 公務(他に分類されないもの) 誤操作 その他 31 ○    介護保険被保険者番号、利用単位、利用金額 

720 2008/7/8 公務(他に分類されないもの) 盗難 PC 本体 2     

721 2008/7/8 教育・学習支援業 ワーム・ウイルス Web･Net 不明 ○ ○ ○ ○  勤務先、メールの送受信記録、演習で使用した資料、課

外活動関係者名簿 

722 2008/7/8 サービス業(他に分類されないもの) 誤操作 Email 636  ○   

723 2008/7/8 公務(他に分類されないもの) 誤操作 Email 184 ○  ○   

724 2008/7/8 教育・学習支援業 紛失・置忘れ PC 本体 1,320 ○  ○  名刺管理ソフトのデータ、送受信メール 

725 2008/7/9 不動産業 誤操作 Email 5 ○     

726 2008/7/9 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ 紙媒体 2 ○ ○   生活保護受給者であること 

727 2008/7/9 情報通信業 バグ・セキュリティホール Web･Net 25 ○ ○ ○ ○ ○  一部住所 

728 2008/7/10 情報通信業 設定ミス Web･Net 63 ○ ○ ○   工事日 

729 2008/7/10 公務(他に分類されないもの) 目的外使用 Web･Net 不明 ○    入所児童の様子や癖 

730 2008/7/10 医療・福祉 紛失・置忘れ PC 本体 287 ○  ○ ○   患者ＩＤ番号、検査データ 

731 2008/7/10 医療・福祉 管理ミス PC 本体 382 ○  ○ ○   患者ＩＤ番号、検査データ 

732 2008/7/11 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 3 ○ ○   市民税・県民税減額申告書 

733 2008/7/11 不動産業 紛失・置忘れ その他 50 ○  ○    
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734 2008/7/11 サービス業(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 不明 ○    事件名、刑事事件の弁護人の意見書、民事事件の期日

に関する書類、罪名 

735 2008/7/14 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○   受給者証番号、障害種別、利用者負担額、支給決定障

害福祉サービス内容 

736 2008/7/14 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 2 ○ ○   決定内容（決定日、決定理由、月額支給金額、支払方

法） 

737 2008/7/14 建設業 紛失・置忘れ その他 93 ○  ○    

738 2008/7/15 サービス業(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ 紙媒体 3 ○ ○ ○    

739 2008/7/15 サービス業(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ PC 本体 不明 ○   ○ ○ ○  名刺、業務メール、業務関連情報、勤務先 

740 2008/7/15 教育・学習支援業 管理ミス 紙媒体 1 ○    学年、支給金額及び支給費目の内訳 

741 2008/7/15 金融・保険業 盗難 紙媒体 120 ○ ○ ○   預り資産額 

742 2008/7/15 不動産業 紛失・置忘れ その他 31 ○  ○    

743 2008/7/15 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ 紙媒体 161 ○ ○   学年 

744 2008/7/15 教育・学習支援業 管理ミス Web･Net 不明 ○    定期テストの点数、出席簿、名簿 

745 2008/7/15 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 2 ○    基礎年金番号、第 3 号被保険者資格取得届、法定免除

該当届 

746 2008/7/16 医療・福祉 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○ ○   出生都道府県、病名、病状に係るデータ数値、担当医

の診断所見 

747 2008/7/17 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ 紙媒体 7 ○ ○ ○   粗大ごみ品目、粗大ごみ持ち出し場所（排出場所） 

748 2008/7/17 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○  ○ ○   本籍地、届出事項 

749 2008/7/17 教育・学習支援業 ワーム・ウイルス Web･Net 不明 ○    大学入試結果、卒業後の進路に関する情報 

750 2008/7/17 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 43 ○    還付通知書 

751 2008/7/17 教育・学習支援業 不正な情報持ち出し USB 等可搬記録媒体 96 ○    病名、他の疾患の有無 

752 2008/7/18 医療・福祉 紛失・置忘れ USB 等可搬記録媒体 15 ○ ○    

753 2008/7/18 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○    サービス内容 

754 2008/7/18 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○    利用金額、利用内容、利用回数 

755 2008/7/18 サービス業(他に分類されないもの) ワーム・ウイルス Web･Net 不明 ○    顧客から得ている報酬金額一覧ファイル、会議資料ファ

イル 

756 2008/7/18 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 1 ○    雇用保険の被保険者番号、支払い賃金 

757 2008/7/18 教育・学習支援業 不正な情報持ち出し USB 等可搬記録媒体 33 ○  ○   学級連絡網、１学期の通知票に記載する所見 

758 2008/7/18 医療・福祉 誤操作 その他 10 ○  ○   融資金額 

759 2008/7/19 複合サービス事業 不正な情報持ち出し Web･Net 94 ○    部屋番号、排泄表、排泄委員会の会議報告書 

760 2008/7/22 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 269,350 ○    口座番号、取引内容、取引金額、残高 

761 2008/7/22 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○   被保険者番号、年間保険料額、納期ごとの内訳 

762 2008/7/22 金融・保険業 紛失・置忘れ その他 116 ○  ○    

763 2008/7/22 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 3,934 ○ ○   提出年月日、自動車登録番号、自動車検査証の有効期

限、納付税額、自動車の区分 

764 2008/7/22 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 3,291 ○ ○   OCR シート 

765 2008/7/22 金融・保険業 誤操作 Email 369  ○   

766 2008/7/22 不動産業 盗難 紙媒体 115 ○    接客内容のメモ 

767 2008/7/22 教育・学習支援業 管理ミス USB 等可搬記録媒体 500 ○    各教科の評価資料 

768 2008/7/23 製造業 設定ミス Email 15  ○  メール内容 

769 2008/7/23 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 2 ○ ○   被保険者番号、年間保険料額、納期ごとの内訳 
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770 2008/7/23 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 2 ○ ○ ○ ○   母の妊娠前・妊娠中の健康状態・受診等の記録、出産

の状態、出産後の経過、子の健康診査・予防接種の記

録 

771 2008/7/23 医療・福祉 管理ミス USB 等可搬記録媒体 2,063 ○  ○   病名、年齢、０３～０４年のメチシリン耐性黄色ブドウ球

菌（ＭＲＳＡ）感染者リスト、医療器械業者、医師、看護

師のデータ 

772 2008/7/23 金融・保険業 誤操作 紙媒体 1 ○    金融機関借入用約束手形 

773 2008/7/24 卸売・小売業 不正アクセス Web･Net 28,105    クレジットカード番号、有効期限 

774 2008/7/24 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○   出生届書 

775 2008/7/24 教育・学習支援業 不正な情報持ち出し PC 本体 462 ○ ○    国語科の評価、通知票の所見欄の下書き、住所録 

776 2008/7/24 公務(他に分類されないもの) 盗難 PC 本体 30  ○  基準点設置場所の協議資料 

777 2008/7/24 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ 紙媒体 4 ○ ○ ○   国民健康保険証記号番号、家族構成、年齢、所得状

況、保険料額、収納額、滞納額 

778 2008/7/24 サービス業(他に分類されないもの) 誤操作 Email 453  ○   

779 2008/7/24 電気・ガス・熱供給・水道業 紛失・置忘れ 紙媒体 43 ○    お客さま番号の一部、部屋番号 

780 2008/7/24 不動産業 不明 紙媒体 不明 ○     

781 2008/7/25 情報通信業 設定ミス Web･Net 3 ○  ○  メール本文、添付ファイル、送信元メールアドレス、送信

先メールアドレス、通信年月日、Web メールのアドレス帳

に登録している情報(名前、メールアドレスなど) 

782 2008/7/25 情報通信業 誤操作 Email 70  ○   

783 2008/7/25 サービス業(他に分類されないもの) 盗難 PC 本体 不明 ○     

784 2008/7/25 サービス業(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ PC 本体 不明 ○    個人情報を含んだメールの添付ファイル 

785 2008/7/25 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 4,079 ○ ○ ○ ○ ○  ○ 口座番号、印影、勤務先名 

786 2008/7/25 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ 紙媒体 12 ○ ○ ○   基礎年金番号、国民年金保険料の納付記録 

787 2008/7/26 教育・学習支援業 不正な情報持ち出し USB 等可搬記録媒体 28 ○     

788 2008/7/28 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○   納税者との折衝の記録 

789 2008/7/28 医療・福祉 誤操作 紙媒体 2 ○ ○ ○ ○   年齢、検査結果 

790 2008/7/28 教育・学習支援業 ワーム・ウイルス Web･Net 52    授業風景など児童が写った画像、職員旅行の画像、プ

ライベートな画像と動画 

791 2008/7/28 サービス業(他に分類されないもの) 盗難 PC 本体 454  ○   

792 2008/7/29 教育・学習支援業 不正な情報持ち出し PC 本体 476 ○    健康診断記録 

793 2008/7/29 教育・学習支援業 紛失・置忘れ USB 等可搬記録媒体 26 ○    試験の素点及び仮評価、作成中の教材データ 

794 2008/7/29 卸売・小売業 管理ミス 紙媒体 3 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  配偶者の有無 

795 2008/7/29 医療・福祉 管理ミス USB 等可搬記録媒体 48 ○  ○   年齢、体重、病院名、Ｃ型慢性肝炎に関する研究で使

用した検査数値（インターフェロン投与歴の有無、肝生

検の有無等） 

796 2008/7/30 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○   滞納金額、滞納月数 

797 2008/7/30 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○    

798 2008/7/30 教育・学習支援業 誤操作 その他 不明 ○    出勤簿、休暇承認簿 

799 2008/7/30 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 不明 ○     

800 2008/7/30 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 1 ○ ○    

801 2008/7/30 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○  ○   雇用保険の支給番号、所定給付日数及び基本手当日

額 

802 2008/7/30 医療・福祉 管理ミス USB 等可搬記録媒体 327 ○    年齢、病名、手術方法、入院日、治療経過 

803 2008/7/30 建設業 紛失・置忘れ 紙媒体 22 ○ ○ ○    
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804 2008/7/30 建設業 内部犯罪・内部不正行為 紙媒体 61 ○ ○ ○   所有土地住所 

805 2008/7/30 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 2 ○ ○ ○   印影、振込指定金融機関名、振込指定口座番号 

806 2008/7/30 医療・福祉 紛失・置忘れ 紙媒体 72 ○ ○ ○ ○   年齢、要介護度 

807 2008/7/31 情報通信業 設定ミス Web･Net 7 ○    サイト名、サイト URL、支払い情報 

808 2008/7/31 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 2 ○ ○ ○ ○   支払金融機関名、支店名、口座番号（７桁のうち４桁）、

口座名義、２０年度及び１９年度所得の状況、続柄、非

該当予定年月日及び居住状況等 

809 2008/7/31 金融・保険業 誤操作 紙媒体 1 ○    火災証券の写し 

810 2008/7/31 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○    紹介状 

811 2008/7/31 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○    求人票原本 

812 2008/8/1 サービス業(他に分類されないもの) 盗難 PC 本体 不明 ○ ○ ○ ○   勤務先、所属部署名、顧客企業向け報告書、顧客企業

向け社内用管理資料、業務関連メール 

813 2008/8/1 サービス業(他に分類されないもの) 盗難 紙媒体 402 ○ ○ ○   葬式の日時、施行引継書 

814 2008/8/1 サービス業(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 6 ○ ○ ○ ○ ○   訓練科名、訓練開始月、訓練実施会場所在地、雇用保

険受給資格の有無及び支給番号、公共職業訓練受講

歴、訓練申込の動機、所轄安定所 

815 2008/8/1 医療・福祉 誤操作 その他 1 ○  ○   傷病名、手術予定日 

816 2008/8/1 医療・福祉 誤操作 その他 1 ○  ○   病名、病状 

817 2008/8/2 医療・福祉 盗難 USB 等可搬記録媒体 1 ○    園児に関するデータ、卒園式の写真 

818 2008/8/2 教育・学習支援業 盗難 USB 等可搬記録媒体 不明 ○ ○   児童の住所録、成績、児童を写したデジタルカメラ、教

務手帳 

819 2008/8/4 情報通信業 管理ミス 紙媒体 29 ○   ○ 受信料の収納額、口座番号 

820 2008/8/4 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 3,904 ○   ○ 取引番号、取引金額、口座番号等 

821 2008/8/4 情報通信業 誤操作 Email 不明  ○   

822 2008/8/4 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ 紙媒体 19 ○ ○   住宅用火災警報器設置の有無、消火器設置の有無、高

齢者の居住の有無、防火指導実施結果報告書、出勤状

況一覧、勤務日誌、深夜出場等記録簿 

823 2008/8/5 複合サービス事業 管理ミス USB 等可搬記録媒体 1,230 ○   ○ 口座取引の記録 

824 2008/8/6 卸売・小売業 不正アクセス Web･Net 653,424 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ログイン用ユーザーID、ログイン用パスワード、FAX 番

号、クレジットカード名義、クレジットカード有効期限、ク

レジットカード番号（下 4 桁は除く）、家族構成管理コー

ド、性別管理コード 

825 2008/8/6 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 2 ○    通所リハビリテーション利用日時、利用内容、目標達成

状況及び評価 

826 2008/8/6 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○   病歴 

827 2008/8/6 金融・保険業 誤操作 紙媒体 3 ○    役職名、現職担当年月日 

828 2008/8/6 金融・保険業 誤操作 紙媒体 1 ○    顧客番号、不承認理由 

829 2008/8/6 金融・保険業 誤操作 紙媒体 2 ○ ○ ○   物件所在地、当初融資額、債務残高、売却希望価格 

830 2008/8/6 金融・保険業 誤操作 紙媒体 9 ○ ○    

831 2008/8/6 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 5 ○ ○ ○ ○   融資物件情報（所在地、面積等）、融資条件（融資金

額、金利、返済期間等） 

832 2008/8/6 教育・学習支援業 不正な情報持ち出し USB 等可搬記録媒体 344 ○    クラス名、出席番号、仮評価、成績用データ、担任クラス

の座席表、生徒の所属委員会が記載されているクラス

の名票 

833 2008/8/6 教育・学習支援業 設定ミス Web･Net 1,169 ○    学籍番号 
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834 2008/8/7 サービス業(他に分類されないもの) 誤操作 Email 不明  ○   

835 2008/8/7 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○   本籍、続柄、前住所地 

836 2008/8/7 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○    健康状態（体温、血圧、脈拍）、サービス提供内容（食

事、入浴、訓練）、連絡事項 

837 2008/8/7 教育・学習支援業 不正な情報持ち出し Web･Net 374 ○ ○ ○ ○   保護者名、兄弟名、児童の交通事故報告書、教頭の評

価票 

838 2008/8/8 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 2,462 ○   ○ お振込み先金融機関名・支店名（金融機関コード・店舗

コードのみ）、口座番号、お振込み金額 

839 2008/8/8 情報通信業 紛失・置忘れ その他 24 ○  ○    

840 2008/8/8 情報通信業 誤操作 Email 35 ○  ○ ○  会社名 

841 2008/8/8 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 2 ○    納付すべき税額、減免額 

842 2008/8/8 医療・福祉 紛失・置忘れ USB 等可搬記録媒体 230 ○  ○   病歴の要約（患者名・ＩＤ・生年月日・病名等）、退院療養

計画書（患者名・ＩＤ・治療計画等）、診療情報提供書及

びご報告（患者名・ＩＤ・生年月日・病名・経過）、手術記

録（患者名・ＩＤ・手術日・術式） 

843 2008/8/8 建設業 紛失・置忘れ 紙媒体 1,219 ○ ○ ○ ○ ○   工事請負金額、苦情内容、店名、年齢、役職、職種 

844 2008/8/9 卸売・小売業 盗難 紙媒体 41 ○ ○ ○  ○ 車両登録番号、クレジットカード番号 

845 2008/8/11 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○    家屋の所在、価格 

846 2008/8/11 教育・学習支援業 不正な情報持ち出し 紙媒体 不明 ○    前期試験成績報告書等 

847 2008/8/11 教育・学習支援業 管理ミス USB 等可搬記録媒体 800 ○    試験成績結果 

848 2008/8/11 医療・福祉 盗難 PC 本体 不明  ○ ○  病院名、所属、職名、治験結果 

849 2008/8/12 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 7 ○ ○ ○ ○ ○   印影、被保険者証の記号番号、保険番号、所得区分、

市民税額、受給者番号、続柄、指定医療機関名 

850 2008/8/12 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 15 ○    算定基礎届用紙 

851 2008/8/12 電気・ガス・熱供給・水道業 紛失・置忘れ 紙媒体 28 ○  ○   部屋番号、訪問希望日、訪問時間帯 

852 2008/8/13 卸売・小売業 不正アクセス Web･Net 27,469  ○ ○ ユーザーＩＤ（メールアドレス）、パスワード 

853 2008/8/13 教育・学習支援業 不正な情報持ち出し USB 等可搬記録媒体 123 ○  ○   通知票、成績、卓球部の連絡網 

854 2008/8/13 教育・学習支援業 盗難 USB 等可搬記録媒体 945 ○   ○ 保護者の名前、口座番号、教職員の個人情報 

855 2008/8/14 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○   国民健康保険被保険者番号 

856 2008/8/14 公務(他に分類されないもの) 誤操作 Email 9 ○  ○   

857 2008/8/14 複合サービス事業 不正な情報持ち出し Web･Net 9,558 ○ ○   組合員情報、委託先および取引先情報、役員や職員に

関する情報 

858 2008/8/14 医療・福祉 盗難 USB 等可搬記録媒体 55 ○  ○    

859 2008/8/15 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○    

860 2008/8/15 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 14 ○  ○ ○   年齢、賃金 

861 2008/8/15 電気・ガス・熱供給・水道業 盗難 紙媒体 247 ○ ○   検針員証 

862 2008/8/15 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 6 ○ ○ ○ ○   被保険者証の記号及び番号、病名、病歴、病状 

863 2008/8/18 情報通信業 バグ・セキュリティホール Email 不明 ○     

864 2008/8/18 運輸業 誤操作 Email 354 ○  ○   

865 2008/8/18 運輸業 盗難 USB 等可搬記録媒体 16 ○ ○    

866 2008/8/18 サービス業(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ USB 等可搬記録媒体 1,449 ○ ○ ○   10km レースのレースナンバー、入水チェック通過時間 

867 2008/8/19 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○   被保険者番号、助成期間、助成内容、有効期限、減額

割合 

868 2008/8/19 教育・学習支援業 不正な情報持ち出し Web･Net 37 ○  ○   授業成績、教育上必要な身体情報、進路希望企業名、

校外実習の報告用資料 



 
© Copyright 2009 NPO Japan Network Security Association (JNSA) 

付録 3-24 

No. 公表日 業種名 漏洩原因区分 漏洩経路 
被害 

人数 
氏名 住所 

電話

番号

生年

月日
性別 職業

メール

アドレス

ID/ 

PASSWD
その他 

869 2008/8/20 金融・保険業 紛失・置忘れ 紙媒体 85 ○   ○ お客さま番号、科目、口座番号、金額等 

870 2008/8/20 金融・保険業 誤操作 紙媒体 1 ○ ○  ○ 顧客番号、科目、口座番号、取引日、手形小切手番号、

支払金額、預入金額、残高 

871 2008/8/20 公務(他に分類されないもの) 誤操作 Email 9 ○  ○   

872 2008/8/21 電気・ガス・熱供給・水道業 紛失・置忘れ その他 416 ○ ○ ○   前回ガスメータ指針 

873 2008/8/21 サービス業(他に分類されないもの) バグ・セキュリティホール Web･Net 180,000 ○    予約番号、出発日、日程表 

874 2008/8/21 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ 紙媒体 3 ○ ○ ○   FAX 番号、会員番号、顔写真 

875 2008/8/21 教育・学習支援業 紛失・置忘れ USB 等可搬記録媒体 154 ○    クラス名、出席番号、中間試験・期末試験の素点、仮評

価、仮評定、選択科目集計データ（選択科目及び生徒

氏名）、時間割編成用データ 

876 2008/8/21 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 368 ○    算定基礎届、月額変更届、総括表、調査書、被保険者

リスト、処理経過表 

877 2008/8/21 公務(他に分類されないもの) 誤操作 Email 不明  ○   

878 2008/8/22 医療・福祉 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○ ○   事業所名、団体名、受診年月日、健康診断結果、医師

の総合所見、判定 

879 2008/8/22 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○  ○ ○   基礎年金番号、年金手帳 

880 2008/8/22 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 2 ○    年金給付裁定請求書処理状況の説明文書 

881 2008/8/22 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 1 ○    年金の再裁定処理にかかる書類 

882 2008/8/22 公務(他に分類されないもの) その他 不明 1   ○ ○   勤務先事業所名称 

883 2008/8/25 建設業 紛失・置忘れ その他 200 ○  ○    

884 2008/8/25 教育・学習支援業 内部犯罪・内部不正行為 その他 1 ○  ○   障害名 

885 2008/8/26 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○  ○ ○   被保険者の保険証記号番号、決定後の標準報酬月額 

886 2008/8/26 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 2 ○  ○ ○   被保険者の健康保険被保険者証の記号番号、続柄 

887 2008/8/26 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○   被保険者証番号、平成２０年度国民健康保険料額 

888 2008/8/26 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○  ○   賃金、雇用保険の資格取得確認通知書 

889 2008/8/27 医療・福祉 誤操作 紙媒体 2 ○ ○ ○ ○ ○   傷病名、既往歴、家族構成、現病歴と経過、処方内容、

今後の治療方針 

890 2008/8/27 サービス業(他に分類されないもの) 誤操作 Email 695  ○   

891 2008/8/28 公務(他に分類されないもの) 誤操作 Email 113  ○   

892 2008/8/28 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○   税目、通知番号、税額 

893 2008/8/28 教育・学習支援業 管理ミス USB 等可搬記録媒体 212 ○ ○ ○ ○   テストの素点及び評定、電話連絡網、名簿 

894 2008/8/28 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 1,043 ○ ○   世帯の類型や申請理由を示す番号、申請受理状況表 

895 2008/8/28 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 16 ○  ○    

896 2008/8/28 サービス業(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ PC 本体 11,685 ○    顧客情報を含む監査関係データ 

897 2008/8/28 教育・学習支援業 不正な情報持ち出し Web･Net 819 ○    成績、進路、学級名簿、テスト結果 

898 2008/8/28 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 不明 ○    税証明書 

899 2008/8/28 公務(他に分類されないもの) 盗難 USB 等可搬記録媒体 139 ○  ○   罪名、親族、被害者、共犯者等の氏名 

900 2008/8/29 医療・福祉 不正な情報持ち出し Web･Net 400 ○  ○   患者番号、年齢、身長、全脊椎の測定値、骨盤幅、撮影

日、病棟名、主治医、照射部位、照射予定日程、撮影部

位名称、レントゲン写真、足と足関節の単純撮影画像 

901 2008/8/29 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 2 ○    診断書作成機関名及び医師氏名 

902 2008/8/29 教育・学習支援業 盗難 USB 等可搬記録媒体 270 ○     

903 2008/8/29 金融・保険業 管理ミス USB 等可搬記録媒体 13,000 ○ ○    
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904 2008/8/30 医療・福祉 紛失・置忘れ USB 等可搬記録媒体 1,021 ○  ○   診察券番号（ＩＤ）、保険者番号、被保険者記号番号、保

険負担率、保険有効期限、診療金額（点数）明細、入院

診療科、入退院日、入院日数 

905 2008/8/31 教育・学習支援業 紛失・置忘れ USB 等可搬記録媒体 36 ○ ○ ○   学習面や生活面の所見 

906 2008/9/1 製造業 不正アクセス Web･Net 18,374 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ログイン用ユーザーID、ログイン用パスワード、年齢、ク

レジットカード名義、クレジットカード有効期限、クレジット

カード番号 

907 2008/9/1 医療・福祉 ワーム・ウイルス Web･Net 不明 ○    院内感染情報レポート、手術記録 

908 2008/9/1 公務(他に分類されないもの) 設定ミス Web･Net 36 ○ ○ ○ ○   

909 2008/9/2 情報通信業 誤操作 Email 不明  ○   

910 2008/9/2 電気・ガス・熱供給・水道業 紛失・置忘れ 紙媒体 2 ○    調定番号、ご使用水量、請求予定金額 

911 2008/9/3 運輸業 不正な情報持ち出し USB 等可搬記録媒体 564 ○ ○ ○ ○   クレジットカード会社の略称、クレジットカード番号、取引

金額、取引内容（主な乗車券類の種別、区間等）、取引

日、取引時刻、お客からの意見、社員の住所録 

912 2008/9/3 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ 紙媒体 6  ○    

913 2008/9/3 教育・学習支援業 紛失・置忘れ USB 等可搬記録媒体 67 ○ ○ ○   成績、身体状況、調査書（内申書） 

914 2008/9/4 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 2 ○ ○ ○   保険種別、病名等医療情報 

915 2008/9/4 不動産業 誤操作 紙媒体 50 ○ ○ ○   年齢、家族数、住居形態、勤務先、年収、購入予算額、

自己資金額、購読新聞、同社との打合わせ内容 

916 2008/9/5 情報通信業 誤操作 その他 1 ○ ○   申込用紙 

917 2008/9/5 教育・学習支援業 管理ミス USB 等可搬記録媒体 372 ○    クラス名、出席番号、「数学Ⅱ」「数学Ｂ」の定期試験４回

分の素点、前期・後期の 10 段階評価、「数学Ⅲ」「数学

Ｃ」の前期定期試験（中間・期末）の素点 

918 2008/9/5 公務(他に分類されないもの) 目的外使用 その他 1  ○    

919 2008/9/5 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 114,023 ○ ○ ○   口座番号、取引金額、伝票綴り、解約済口座の預金印

鑑票、ATM の取引記録、渉外支援送信結果表と渉外活

動日報 

920 2008/9/5 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 2 ○ ○ ○ ○   お客様番号、口座番号、届出印影、預入額 

921 2008/9/5 教育・学習支援業 設定ミス Web･Net 554 ○    学籍番号、成績評価 

922 2008/9/5 不動産業 誤操作 その他 6 ○ ○    

923 2008/9/6 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○  ○ ○   年齢、要介護度、被保険者番号、予防訪問介護の利用

状況 

924 2008/9/7 卸売・小売業 盗難 紙媒体 132 ○ ○ ○    

925 2008/9/8 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○    図書館から貸出を受け紛失した資料の書名 

926 2008/9/8 医療・福祉 誤操作 紙媒体 1 ○  ○ ○   年齢、保険証番号、投薬内容 

927 2008/9/8 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○   年金受給者現況届 

928 2008/9/8 公務(他に分類されないもの) ワーム・ウイルス Web･Net 281 ○ ○ ○   入所希望申込受付簿、入所希望者名簿、ゲートボール

クラブの名簿 

929 2008/9/8 金融・保険業 管理ミス USB 等可搬記録媒体 3,164 ○    顧客番号、口座番号、金額 

930 2008/9/8 公務(他に分類されないもの) 内部犯罪・内部不正行為 PC 本体 26 ○ ○   年金記録 

931 2008/9/8 公務(他に分類されないもの) 誤操作 その他 2 ○ ○ ○   国民年金被保険者記録照会回答票、年金保険加入記

録、基礎年金番号 

932 2008/9/8 公務(他に分類されないもの) 誤操作 その他 1 ○ ○ ○   国民年金被保険者記録照会回答票、年金保険加入記

録、基礎年金番号 
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933 2008/9/8 公務(他に分類されないもの) 誤操作 その他 1 ○ ○ ○   国民年金被保険者記録照会回答票、年金保険加入記

録、基礎年金番号 

934 2008/9/8 公務(他に分類されないもの) 誤操作 その他 1 ○ ○ ○   国民年金被保険者記録照会回答票、年金保険加入記

録、基礎年金番号 

935 2008/9/8 公務(他に分類されないもの) 誤操作 その他 1 ○ ○ ○   国民年金被保険者記録照会回答票、年金保険加入記

録、基礎年金番号 

936 2008/9/8 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ USB 等可搬記録媒体 467 ○    医療機関名 

937 2008/9/9 電気・ガス・熱供給・水道業 紛失・置忘れ その他 428 ○ ○   顧客様番号、ガスメーター番号、ガスメーターの指針 

938 2008/9/9 卸売・小売業 管理ミス 紙媒体 46 ○ ○ ○ ○ ○ ○  FAX 番号 

939 2008/9/9 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 2 ○ ○   被保険者番号、請求書番号、領収証番号、金額 

940 2008/9/9 医療・福祉 不正な情報持ち出し 紙媒体 2 ○  ○   入院診療記録 

941 2008/9/10 情報通信業 不正アクセス Web･Net 6,813 ○ ○ ○ ○  年齢 

942 2008/9/11 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○   被保険者番号、要介護状態区分 

943 2008/9/11 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○   家屋の種類・構造等、床面積、価格 

944 2008/9/11 情報通信業 設定ミス Email 20  ○   

945 2008/9/11 サービス業(他に分類されないもの) 誤操作 Email 75 ○ ○   銀行口座番号 

946 2008/9/12 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 15 ○  ○ ○   資格取得確認通知書、被保険者番号 

947 2008/9/12 教育・学習支援業 不正な情報持ち出し USB 等可搬記録媒体 481 ○ ○   成績 

948 2008/9/12 公務(他に分類されないもの) 内部犯罪・内部不正行為 Web･Net 270 ○  ○  メール、事件の受理や処理に関する情報 

949 2008/9/12 卸売・小売業 盗難 紙媒体 125 ○ ○ ○   修理完了報告書 

950 2008/9/12 情報通信業 紛失・置忘れ 紙媒体 68 ○ ○ ○   加入サービスの内容 

951 2008/9/15 建設業 紛失・置忘れ USB 等可搬記録媒体 2,851 ○ ○ ○    

952 2008/9/16 サービス業(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 317 ○     

953 2008/9/16 教育・学習支援業 盗難 USB 等可搬記録媒体 302 ○    成績 

954 2008/9/16 医療・福祉 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○   病名、診療経過 

955 2008/9/16 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○    食事や水分の摂取量状況 

956 2008/9/16 教育・学習支援業 管理ミス 紙媒体 150 ○    答案番号、照合用資料 

957 2008/9/17 金融・保険業 管理ミス USB 等可搬記録媒体 2,700 ○    顧客番号、口座番号、貸出番号、残高、取引金額 

958 2008/9/17 電気・ガス・熱供給・水道業 紛失・置忘れ 紙媒体 48 ○ ○   住宅名、部屋番号、オートロックの暗証番号、検針デー

タ表、お客さま番号一覧表 

959 2008/9/18 複合サービス事業 盗難 紙媒体 3 ○  ○   被保険者番号、介護予防サービス提供票 

960 2008/9/18 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 2 ○    健康保険被保険者証の記号番号 

961 2008/9/18 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 3 ○  ○ ○   健康保険被保険者証の記号番号、準賞与額決定額 

962 2008/9/18 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○  ○ ○   健康保険被保険者証の記号番号 

963 2008/9/18 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○  ○ ○   健康保険被保険者証の記号番号 

964 2008/9/18 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 2 ○  ○   健康保険被保険者証の記号番号、標準報酬月額 

965 2008/9/18 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 1 ○ ○   生活保護の支給額 

966 2008/9/18 教育・学習支援業 不正な情報持ち出し 紙媒体 95 ○ ○ ○   作文 

967 2008/9/19 サービス業(他に分類されないもの) 誤操作 Web･Net 不明 ○     

968 2008/9/19 卸売・小売業 管理ミス 紙媒体 31 ○  ○ ○ ○ ○  メガネの度数情報 

969 2008/9/19 教育・学習支援業 不正な情報持ち出し USB 等可搬記録媒体 不明 ○     

970 2008/9/19 教育・学習支援業 紛失・置忘れ USB 等可搬記録媒体 217 ○ ○ ○   成績 

971 2008/9/19 公務(他に分類されないもの) 管理ミス USB 等可搬記録媒体 253 ○ ○ ○ ○   整理番号 

972 2008/9/19 教育・学習支援業 紛失・置忘れ USB 等可搬記録媒体 694 ○    成績、体育祭のスナップ写真 

973 2008/9/20 製造業 誤操作 紙媒体 32 ○ ○    
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974 2008/9/20 公務(他に分類されないもの) 誤操作 Email 55  ○   

975 2008/9/20 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○   療養年月 

976 2008/9/22 金融・保険業 紛失・置忘れ 紙媒体 10 ○    クレジットカード名義、クレジットカード番号（一部伏字）、

契約どうぶつに関する証券番号・お引渡日・社内手続き

番号 

977 2008/9/22 教育・学習支援業 紛失・置忘れ 紙媒体 5 ○    学校名、学年、標語 

978 2008/9/22 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 不明 ○  ○ ○   標準賞与額決定通知書 

979 2008/9/22 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 不明 ○  ○ ○   標準賞与額決定通知書 

980 2008/9/22 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 不明 ○  ○ ○   標準賞与額決定通知書 

981 2008/9/22 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 不明 ○  ○ ○   標準賞与額決定通知書 

982 2008/9/22 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 2 ○ ○ ○   印影、交付した補助事業の種類、補助金額 

983 2008/9/24 公務(他に分類されないもの) 不正な情報持ち出し Web･Net 1,285 ○    申込み回数、欠席回数、効果測定（試験）の点数、研修

を受けた動機、研修についての感想・要望、研修の講師

名札、研修の内容理解度測定の要領、研修の受講者ア

ンケート実施状況一覧、研修テキスト、研修用問題及び

解答 

984 2008/9/24 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○    小児医療費助成決定通知書 

985 2008/9/25 公務(他に分類されないもの) 不正な情報持ち出し Web･Net 不明 ○    農協検査に関する資料、会議の議事録 

986 2008/9/26 金融・保険業 紛失・置忘れ 紙媒体 43 ○ ○ ○   預金取引内容 

987 2008/9/26 情報通信業 紛失・置忘れ PC 本体 不明 ○    採用説明会に応募した学生の情報、社員の情報 

988 2008/9/26 医療・福祉 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○   病名、診療経過 

989 2008/9/26 公務(他に分類されないもの) 盗難 紙媒体 42 ○    徴税吏員証、現金領収証綴り 

990 2008/9/26 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 108 ○ ○   被保険者証の番号、保険料額 

991 2008/9/26 サービス業(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ その他 50 ○  ○    

992 2008/9/29 医療・福祉 不正な情報持ち出し Web･Net 不明 ○ ○ ○ ○   患者ＩＤ、病名、契約書等中央病院職員の名前等が含ま

れるファイル、保守作業報告書その他のファイル 

993 2008/9/29 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○   傷病名 

994 2008/9/29 教育・学習支援業 盗難 PC 本体 564 ○ ○ ○   成績 

995 2008/9/29 卸売・小売業 内部犯罪・内部不正行為 紙媒体 120 ○ ○ ○    

996 2008/9/30 複合サービス事業 不正な情報持ち出し Web･Net 451 ○ ○ ○   口座番号 

997 2008/9/30 製造業 誤操作 Email 272  ○   

998 2008/9/30 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 11 ○ ○   毒物劇物取扱試験願書 

999 2008/9/30 医療・福祉 紛失・置忘れ PC 本体 不明 ○    患者の個人情報 

1000 2008/9/30 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 740 ○ ○ ○ ○   口座番号 

1001 2008/10/1 情報通信業 設定ミス Web･Net 128 ○ ○ ○   顧客対応状況 

1002 2008/10/1 サービス業(他に分類されないもの) 設定ミス Web･Net 89 ○  ○ ○ ○  在住都道府県 

1003 2008/10/1 公務(他に分類されないもの) ワーム・ウイルス Web･Net 不明 ○    給与明細、財政融資資金借入申込書 

1004 2008/10/1 金融・保険業 誤操作 紙媒体 1 ○    物件所在地、融資予定額、融資予約変更通知書 

1005 2008/10/1 医療・福祉 ワーム・ウイルス Web･Net 88 ○  ○   ID 番号、受診日、年齢、病名、血液検査結果 

1006 2008/10/1 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○   納付税額 

1007 2008/10/1 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○    通知書番号、基準総所得金額、保険料 

1008 2008/10/1 公務(他に分類されないもの) ワーム・ウイルス Web･Net 448 ○ ○ ○ ○   職員の名簿 

1009 2008/10/2 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○    

1010 2008/10/2 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○   被保険者番号、申請金額 

1011 2008/10/2 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○   後期高齢者医療被保険者番号、第一期保険料額 
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1012 2008/10/2 建設業 誤操作 Email 22  ○   

1013 2008/10/2 公務(他に分類されないもの) 内部犯罪・内部不正行為 Web･Net 不明 ○    受刑者の出入所記録、会議議事録 

1014 2008/10/2 電気・ガス・熱供給・水道業 紛失・置忘れ 紙媒体 5 ○ ○ ○   顧客番号、ガスメーター番号 

1015 2008/10/3 建設業 盗難 紙媒体 5 ○ ○ ○   住宅計画書類一式 

1016 2008/10/3 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 2 ○ ○   被保険者番号、保険料額、高額療養費支払金額 

1017 2008/10/3 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○   被保険者記号・番号 

1018 2008/10/3 公務(他に分類されないもの) 盗難 紙媒体 不明 ○  ○   世帯構成、世帯全員の収入、調査票、単位区設定図の

コピー（調査対象地域の地図）、調査対象名簿のコピー

（調査対象地域の名簿） 

1019 2008/10/3 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○  ○  ○ 銀行名、支店名、口座番号 

1020 2008/10/3 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ その他 226 ○ ○   水道使用量、水道料金引き落としの金融機関名、口座

名義人 

1021 2008/10/3 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○  ○ お客様番号、口座番号、届出印影、預入額 

1022 2008/10/4 公務(他に分類されないもの) 盗難 紙媒体 4 ○ ○ ○ ○   被保険者番号 

1023 2008/10/6 卸売・小売業 設定ミス Web･Net 792 ○  ○ ○ クレジットカード番号 

1024 2008/10/6 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ 紙媒体 1 ○  ○   世帯構成、世帯全員の収入等(１世帯分) 

1025 2008/10/6 医療・福祉 盗難 USB 等可搬記録媒体 280 ○  ○   患者 ID 番号、年齢、病名、本院での治療に関するデー

タ 

1026 2008/10/6 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 209 ○ ○ ○ ○  ○ 口座番号、掛込金額、給付契約金額、届出印の印影 

1027 2008/10/6 金融・保険業 誤操作 その他 1 ○    出資証券申込書写し 

1028 2008/10/6 金融・保険業 誤操作 紙媒体 1 ○    完済通知書 

1029 2008/10/6 医療・福祉 誤操作 その他 1 ○  ○   病名、病状 

1030 2008/10/6 教育・学習支援業 紛失・置忘れ USB 等可搬記録媒体 654 ○    学籍番号、学年・組・番号、修得単位数、新入生キャン

プ事前研修の写真 

1031 2008/10/7 医療・福祉 誤操作 その他 1 ○  ○   年齢、病名、検査結果  

1032 2008/10/7 教育・学習支援業 盗難 紙媒体 不明 ○  ○   学級名簿・連絡網、小テストの回答・集計用紙、日記の

書かれた計画表 

1033 2008/10/7 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 19,775 ○   ○ 口座番号、取引（入出金、振替）金額、マル優限度額、

貸越限度額 

1034 2008/10/8 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 3 ○ ○ ○   被保険者番号、有効期限、要介護度、要介護認定期間 

1035 2008/10/8 医療・福祉 盗難 紙媒体 22 ○    園名、クラス名 

1036 2008/10/8 医療・福祉 誤操作 紙媒体 3 ○ ○    

1037 2008/10/8 教育・学習支援業 不正な情報持ち出し USB 等可搬記録媒体 24 ○     

1038 2008/10/9 複合サービス事業 その他 その他 1 ○    入院履歴 

1039 2008/10/9 複合サービス事業 誤操作 紙媒体 1 ○ ○   購買品お買い上げ明細・請求明細書 

1040 2008/10/9 複合サービス事業 誤操作 紙媒体 1 ○ ○   定期貯金の取引内容、定期貯金の継続のご案内 

1041 2008/10/9 複合サービス事業 誤操作 紙媒体 1 ○ ○   共済掛金払込案内 

1042 2008/10/9 複合サービス事業 誤操作 紙媒体 1 ○ ○   貯金関連のはがき 

1043 2008/10/9 運輸業 管理ミス 紙媒体 375 ○   ○ 顧客の署名、クレジットカード会社の略称、下 3 桁が×

××で表示されたクレジットカード番号、取引金額、取引

内容（主な乗車券類の種別、区間など）の一部、取引日 

1044 2008/10/9 情報通信業 バグ・セキュリティホール Web･Net 6 ○ ○ ○ ○ パスワード、パスワードを忘れた際の質問とその答え 

1045 2008/10/9 卸売・小売業 盗難 紙媒体 22 ○ ○ ○    

1046 2008/10/9 不動産業 誤操作 紙媒体 15 ○    部屋番号、契約年月日 

1047 2008/10/9 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○   本籍、続柄、前住所地 
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1048 2008/10/9 公務(他に分類されないもの) 誤操作 その他 1 ○ ○ ○ ○   本籍地、届出事項、届出に関する書類 

1049 2008/10/9 教育・学習支援業 管理ミス 紙媒体 3,000 ○ ○    

1050 2008/10/10 情報通信業 紛失・置忘れ 紙媒体 12 ○ ○    

1051 2008/10/10 情報通信業 誤操作 その他 1 ○ ○   電報の本文 

1052 2008/10/10 卸売・小売業 管理ミス 紙媒体 333 ○   ○ 顧客の署名、利用カード会社の名称、クレジットカード番

号の下 3 桁を除く部分、購入金額、購入日 

1053 2008/10/10 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 57 ○ ○ ○ ○ ○   役職名、自宅ＦＡＸ番号、印影または印影の写 

1054 2008/10/10 サービス業(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ PC 本体 128 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ FAX 番号、勤務先、ボランティア ID・パスワード、生年、

ボランティア経歴、外国語、資格 

1055 2008/10/10 情報通信業 管理ミス 紙媒体 16 ○ ○ ○ ○  訪問カード 

1056 2008/10/10 建設業 盗難 USB 等可搬記録媒体 299 ○  ○   マンション名、部屋番号 

1057 2008/10/10 教育・学習支援業 不正な情報持ち出し USB 等可搬記録媒体 4,666 ○ ○ ○ ○  進路（主として企業名）、内定の進捗状況、学籍番号、

学科・専攻名 

1058 2008/10/12 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○   要介護度、被保険者番号、請求金額及び御利用明細、

利用サービス内容 

1059 2008/10/13 教育・学習支援業 紛失・置忘れ 紙媒体 31 ○  ○    

1060 2008/10/14 情報通信業 誤操作 Email 87  ○   

1061 2008/10/14 卸売・小売業 管理ミス 紙媒体 12 ○    署名入り伝票 

1062 2008/10/14 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○   被保険者番号、保険料額 

1063 2008/10/15 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 2 ○ ○ ○ ○   受診先 

1064 2008/10/16 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○   滞納年度・税目、滞納金額、延滞金額 

1065 2008/10/16 医療・福祉 ワーム・ウイルス Web･Net 364 ○ ○ ○   病名、リハビリ計画書、研修報告書やリハビリ室内の写

真 

1066 2008/10/16 不動産業 紛失・置忘れ その他 150 ○  ○    

1067 2008/10/17 情報通信業 不正な情報持ち出し Web･Net 110 ○ ○ ○ ○ ○  年齢、学歴、自己紹介、面接官の内部評価、筆記試験

の点数 

1068 2008/10/17 医療・福祉 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○ ○   問診内容、受診年月日、検診結果 

1069 2008/10/17 教育・学習支援業 盗難 PC 本体 1,566 ○    成績表、進路指導メモ、個人別合格大学一覧表 

1070 2008/10/17 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 2 ○ ○ ○ ○  ○ 基礎年金番号、口座番号、国民年金保険料口座振替納

付申出書 

1071 2008/10/20 電気・ガス・熱供給・水道業 紛失・置忘れ 紙媒体 621 ○ ○ ○    

1072 2008/10/20 教育・学習支援業 管理ミス USB 等可搬記録媒体 20 ○ ○ ○ ○ ○   家族構成、診断名、その他指導上の情報、通知表 

1073 2008/10/20 医療・福祉 盗難 PC 本体 86 ○    年齢、入院日、主治医名、病名、手術日・手術名・術後

日数（手術患者のみ）、入院日数、退院予定日 

1074 2008/10/20 医療・福祉 紛失・置忘れ 紙媒体 15 ○    障害等の部位、試験中に特別な配慮を希望される事

項、試験概要、運営体制・全体注意事項、実施スケジュ

ール、試験室座席図 

1075 2008/10/20 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○   出生届書 

1076 2008/10/21 建設業 管理ミス 紙媒体 2,951 ○ ○ ○ ○   年齢 

1077 2008/10/21 教育・学習支援業 不正な情報持ち出し USB 等可搬記録媒体 300 ○ ○ ○   成績、生徒の顔写真 

1078 2008/10/21 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 262,781 ○ ○   提出年月日、自動車登録番号、自動車検査証の有効期

限、納付税額、自動車の区分 

1079 2008/10/21 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 995,023 ○ ○   提出年月日、自動車登録番号、自動車検査証の有効期

限、納付税額、自動車の区分 
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1080 2008/10/21 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 213,443 ○ ○   提出年月日、自動車登録番号、自動車検査証の有効期

限、納付税額、自動車の区分 

1081 2008/10/21 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 766,356 ○ ○   提出年月日、自動車登録番号、自動車検査証の有効期

限、納付税額、自動車の区分 

1082 2008/10/21 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 291,338 ○ ○   提出年月日、自動車登録番号、自動車検査証の有効期

限、納付税額、自動車の区分 

1083 2008/10/21 医療・福祉 紛失・置忘れ PC 本体 136 ○    病名（英字で略記） 

1084 2008/10/22 情報通信業 管理ミス 紙媒体 63 ○ ○ ○   販売取次票 

1085 2008/10/22 情報通信業 誤操作 Email 37 ○    会員 ID 

1086 2008/10/22 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○    

1087 2008/10/22 教育・学習支援業 紛失・置忘れ USB 等可搬記録媒体 701 ○ ○ ○   調査書、成績、進路希望調査資料 

1088 2008/10/24 卸売・小売業 紛失・置忘れ PC 本体 不明 ○  ○ ○   会社名、所属 

1089 2008/10/24 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 2 ○ ○ ○   年齢 

1090 2008/10/24 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 1 ○ ○ ○  ○ 年齢、雇用保険取得年月日、離職年月日、所定給付日

数、基本手当日額、振込先金融機関番号、支店番号、

口座番号 

1091 2008/10/24 医療・福祉 管理ミス USB 等可搬記録媒体 40 ○  ○   支援実施計画 

1092 2008/10/24 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ 紙媒体 8 ○  ○   基礎年金番号、戸別訪問日程 

1093 2008/10/24 公務(他に分類されないもの) 誤操作 Email 23  ○   

1094 2008/10/24 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ 紙媒体 1 ○  ○   世帯構成、年齢、収入、持ち家借家の別 

1095 2008/10/24 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 29 ○ ○ ○   公民館使用許可申請書などの公文書 

1096 2008/10/25 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 2 ○ ○ ○    

1097 2008/10/27 教育・学習支援業 盗難 紙媒体 不明 ○    テスト成績 

1098 2008/10/27 金融・保険業 不正な情報持ち出し Web･Net 2,045 ○ ○ ○ ○  出身大学、面接時の所見、写真、お客さま対応のポイン

ト等販売に関する社内教材 

1099 2008/10/28 卸売・小売業 管理ミス 紙媒体 不明 ○ ○    

1100 2008/10/28 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○   保険証番号、受診券整理番号、問診票（既往症など） 

1101 2008/10/28 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ 紙媒体 1 ○ ○ ○    

1102 2008/10/28 公務(他に分類されないもの) 誤操作 Web･Net 59 ○     

1103 2008/10/29 情報通信業 管理ミス 紙媒体 21 ○ ○ ○   署名および認印捺印、加入種別   

1104 2008/10/29 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 3 ○  ○ ○   被保険者番号、要介護度、サービス利用計画 

1105 2008/10/29 金融・保険業 管理ミス USB 等可搬記録媒体 86,000 ○ ○ ○ ○  ○ 口座番号、取引金額、預金残高、融資金残高 

1106 2008/10/29 公務(他に分類されないもの) 誤操作 Email 16  ○   

1107 2008/10/29 卸売・小売業 誤操作 Email 104  ○   

1108 2008/10/30 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 2 ○  ○ ○   介護保険者番号、要介護状態区分、限度額適用期間、

サービス内容、サービス提供事務所、サービス提供曜

日、サービス提供期間 

1109 2008/10/30 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○  ○   本籍、破産者でないこと 

1110 2008/10/30 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○    ハローワークカード 

1111 2008/10/30 サービス業(他に分類されないもの) 盗難 紙媒体 6 ○ ○ ○  ○ 口座情報 

1112 2008/10/30 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○  ○ お客様番号、口座番号、届出印影、預入額 

1113 2008/10/30 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 1 ○ ○ ○   法人名、設立年月日、お客様番号 

1114 2008/10/30 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 37 ○ ○ ○ ○ ○  ○ 勤務先、顧客番号、口座番号、届出印影 

1115 2008/10/31 情報通信業 内部犯罪・内部不正行為 Web･Net 232,970  ○ ○ ○ ○ ○ ニックネーム、都道府県、趣味、未既婚、店舗 ID、店舗

パスワード 
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1116 2008/10/31 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○   前住所 

1117 2008/10/31 医療・福祉 管理ミス 紙媒体 10 ○    年齢、患者番号、病名、臨床経過、手術所見、病理学的

所見 

1118 2008/10/31 医療・福祉 管理ミス 紙媒体 1 ○ ○ ○    

1119 2008/10/31 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○    ハローワークカード 

1120 2008/10/31 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 130 ○ ○ ○   本人確認書類の写し（免許証などは本籍が書かれてい

る） 

1121 2008/10/31 公務(他に分類されないもの) 管理ミス Web･Net 7 ○ ○ ○ ○   家族構成 

1122 2008/10/31 公務(他に分類されないもの) 誤操作 その他 1 ○    被保険者記録照会・回答表 

1123 2008/10/31 公務(他に分類されないもの) 誤操作 その他 1 ○    過誤納保険料の還付処理経過の報告 

1124 2008/10/31 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 4 ○    厚生年金保険被保険者資格取得届 

1125 2008/11/2 医療・福祉 不明 不明 18000 ○ ○ ○ ○   カルテ番号（診療情報は一切含まれていない） 

1126 2008/11/3 卸売・小売業 紛失・置忘れ PC 本体 141 ○ ○ ○ ○   問合せ・相談内容 

1127 2008/11/4 情報通信業 管理ミス Web･Net 208 ○    工事管理番号 

1128 2008/11/4 情報通信業 設定ミス Web･Net 115 ○ ○ ○ ○ ○   年齢、志望動機 

1129 2008/11/4 サービス業(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ 紙媒体 299 ○  ○ ○ ○  派遣スタッフの 1 か月分のシフト、名刺 

1130 2008/11/4 医療・福祉 内部犯罪・内部不正行為 不明 不明 ○ ○ ○    

1131 2008/11/5 サービス業(他に分類されないもの) 誤操作 Email 470  ○   

1132 2008/11/5 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 3 ○     

1133 2008/11/5 教育・学習支援業 設定ミス Web･Net 24 ○ ○    

1134 2008/11/5 教育・学習支援業 設定ミス Web･Net 15 ○ ○    

1135 2008/11/5 医療・福祉 設定ミス Web･Net 80 ○ ○ ○    

1136 2008/11/6 不動産業 誤操作 Email 63  ○   

1137 2008/11/6 卸売・小売業 管理ミス 紙媒体 101 ○ ○ ○    

1138 2008/11/6 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 2343 ○    取引日、取引科目、取引金額、口座番号 

1139 2008/11/6 教育・学習支援業 設定ミス Web･Net 26 ○ ○   クラス 

1140 2008/11/6 情報通信業 誤操作 Email 不明 ○  ○  メール内容 

1141 2008/11/7 情報通信業 バグ・セキュリティホール Web･Net 3 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ログイン ID、購入履歴 

1142 2008/11/7 卸売・小売業 不正な情報持ち出し Web･Net 不明 ○ ○ ○ ○    

1143 2008/11/7 建設業 誤操作 Email 不明 ○  ○   

1144 2008/11/7 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○  ○   介護保険被保険者番号、要介護状態区分、１２月分の

介護保険サービス利用予定 

1145 2008/11/7 教育・学習支援業 設定ミス Web･Net 39 ○ ○    

1146 2008/11/7 教育・学習支援業 設定ミス Web･Net 35 ○ ○    

1147 2008/11/7 教育・学習支援業 設定ミス Web･Net 34 ○ ○    

1148 2008/11/7 教育・学習支援業 設定ミス Web･Net 34 ○ ○    

1149 2008/11/7 教育・学習支援業 設定ミス Web･Net 26 ○ ○    

1150 2008/11/7 公務(他に分類されないもの) 誤操作 Email 71  ○   

1151 2008/11/7 教育・学習支援業 設定ミス Web･Net 32 ○ ○    

1152 2008/11/7 教育・学習支援業 設定ミス Web･Net 30 ○ ○    

1153 2008/11/7 教育・学習支援業 設定ミス Web･Net 70 ○ ○    

1154 2008/11/8 教育・学習支援業 紛失・置忘れ 紙媒体 不明 ○    漢字能力検定の答案 

1155 2008/11/10 情報通信業 不正な情報持ち出し Web･Net 200 ○  ○ ○   通話明細、販売奨励金に関する内部資料など、ヌード画

像 

1156 2008/11/10 教育・学習支援業 盗難 PC 本体 32 ○ ○ ○   保護者名、兄弟関係、国語と算数の成績 
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1157 2008/11/10 情報通信業 誤操作 Email 760  ○   

1158 2008/11/10 教育・学習支援業 設定ミス Web･Net 31 ○ ○    

1159 2008/11/10 公務(他に分類されないもの) 盗難 紙媒体 11 ○ ○   界明示図面、職員個人所有の携帯電話 

1160 2008/11/10 教育・学習支援業 設定ミス Web･Net 4 ○ ○    

1161 2008/11/10 情報通信業 誤操作 紙媒体 3 ○ ○ ○   加入サービス種別 

1162 2008/11/11 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○    薬名、適応する病名 

1163 2008/11/11 公務(他に分類されないもの) 管理ミス Web･Net 110000 ○ ○ ○   学校、課程、学科コード、授業料振替口座番号、システ

ム開発関連テストデータ、中退や生活保護に関する記

述 

1164 2008/11/11 運輸業 バグ・セキュリティホール Web･Net 79 ○    利用期間、車種区分、利用者情報、ＥＴＣカード番号 

1165 2008/11/11 教育・学習支援業 設定ミス Web･Net 40 ○ ○    

1166 2008/11/12 情報通信業 管理ミス 紙媒体 16 ○ ○ ○    

1167 2008/11/12 金融・保険業 盗難 紙媒体 187 ○ ○   利用残高、支払日 

1168 2008/11/12 教育・学習支援業 盗難 USB 等可搬記録媒体 176 ○ ○ ○   保護者名、５０ｍ走の記録 

1169 2008/11/12 公務(他に分類されないもの) 誤操作 その他 1 ○  ○ ○ ○   国籍、在留期限、雇入年月日、在留資格、被保険者番

号 

1170 2008/11/12 サービス業(他に分類されないもの) 設定ミス Web･Net 12889 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  年齢、ニックネーム 

1171 2008/11/12 教育・学習支援業 設定ミス Web･Net 41 ○ ○    

1172 2008/11/12 医療・福祉 紛失・置忘れ USB 等可搬記録媒体 250 ○ ○ ○ ○   身体状況、リハビリに関する利用者の写真、処遇検討

会議議事録 

1173 2008/11/12 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○     

1174 2008/11/13 情報通信業 設定ミス Web･Net 不明 ○  ○ ○ ○ 客・関係者の会社名、契約サーバーのアカウント名、契

約サーバーのパスワード、FTP アカウント、FTP パスワ

ード 

1175 2008/11/13 情報通信業 バグ・セキュリティホール Web･Net 3 ○  ○ ○  ○ WOWOW オンライン ID、WOWOW（テレビ）お客さま番号 

1176 2008/11/13 不動産業 誤操作 Email 309 ○  ○   

1177 2008/11/13 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 3 ○  ○ ○ ○   年齢 

1178 2008/11/13 サービス業(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 不明 ○    部屋番号、融資・現金区分、借入先金融機関、借入金

額、借入期間、借入金総額 

1179 2008/11/13 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○ ○   健康保険被扶養者異動届（ 副） 

1180 2008/11/14 公務(他に分類されないもの) 誤操作 Email 32  ○   

1181 2008/11/14 建設業 盗難 紙媒体 225 ○ ○ ○    

1182 2008/11/14 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○    年金加入期間確認通知書 

1183 2008/11/14 教育・学習支援業 盗難 紙媒体 27 ○  ○ ○  学籍番号 

1184 2008/11/15 教育・学習支援業 設定ミス Web･Net 3198 ○ ○ ○    

1185 2008/11/15 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 5 ○    国庫金振込通知書、支給決定通知書 

1186 2008/11/17 金融・保険業 盗難 紙媒体 480 ○ ○ ○   預金残高 

1187 2008/11/17 教育・学習支援業 設定ミス Web･Net 15 ○ ○    

1188 2008/11/17 教育・学習支援業 設定ミス Web･Net 428 ○  ○   卒業後の進路 

1189 2008/11/17 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 4 ○ ○   受診医療機関名 

1190 2008/11/17 教育・学習支援業 設定ミス Web･Net 38 ○ ○    

1191 2008/11/17 教育・学習支援業 設定ミス Web･Net 9 ○ ○    

1192 2008/11/17 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 12083 ○ ○ ○   口座番号、届印の印影、入出金明細 

1193 2008/11/17 公務(他に分類されないもの) 設定ミス Web･Net 30 ○ ○    

1194 2008/11/17 不動産業 盗難 PC 本体 22 ○    部屋番号、月額賃料、ビル名称、敷金 
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1195 2008/11/18 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○   納付税額、利用金融機関名 

1196 2008/11/18 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 不明 ○    品目、数量、金額、摘要、顧客の受領印、サイン 

1197 2008/11/19 電気・ガス・熱供給・水道業 盗難 紙媒体 119 ○ ○ ○    

1198 2008/11/19 不動産業 紛失・置忘れ 紙媒体 14 ○    部屋番号、契約価格、契約日、引渡日 

1199 2008/11/19 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 110 ○ ○ ○ ○   取引日、取引科目、口座番号、取引金額 

1200 2008/11/20 医療・福祉 盗難 紙媒体 49 ○ ○ ○   障害、指導計画 

1201 2008/11/20 公務(他に分類されないもの) 誤操作 Email 51  ○   

1202 2008/11/20 金融・保険業 誤操作 紙媒体 1 ○ ○   ローン種類、契約期限、口座番号、貸越限度額、現在残

高 

1203 2008/11/21 サービス業(他に分類されないもの) ワーム・ウイルス Web･Net 12000 ○ ○ ○    

1204 2008/11/21 電気・ガス・熱供給・水道業 紛失・置忘れ 紙媒体 1 ○ ○ ○   水道料金、下水道使用料、料金支払の経過等 

1205 2008/11/21 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 114 ○ ○ ○ ○    

1206 2008/11/21 教育・学習支援業 盗難 紙媒体 173 ○    授業の出欠状況、成績、課題の提出状況 

1207 2008/11/21 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 349827 ○    口座番号、取引内容、取引金額、残高 

1208 2008/11/21 電気・ガス・熱供給・水道業 盗難 その他 29 ○ ○ ○   顧客番号、使用機器関連情報、領収金額 

1209 2008/11/21 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 58 ○    算定基礎届等用紙 

1210 2008/11/21 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 1 ○    国民年金保険料免除申請承認通知書 

1211 2008/11/21 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 1 ○    国民年金保険料免除・納付猶予申請書 

1212 2008/11/21 サービス業(他に分類されないもの) 盗難 その他 400 ○  ○    

1213 2008/11/22 卸売・小売業 誤操作 Email 43  ○   

1214 2008/11/23 情報通信業 設定ミス Web･Net 82 ○ ○ ○   工事日情報 

1215 2008/11/25 卸売・小売業 管理ミス 紙媒体 30 ○    商品注文伝票（控） 

1216 2008/11/25 製造業 誤操作 Email 600  ○   

1217 2008/11/25 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 2 ○  ○ ○   被保険者番号、介護度、利用するサービス内容 

1218 2008/11/25 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ 紙媒体 1 ○ ○    

1219 2008/11/25 サービス業(他に分類されないもの) 誤操作 Email 583 ○ ○ ○ ○    

1220 2008/11/25 情報通信業 誤操作 Email 1 ○     

1221 2008/11/26 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○  ○ ○   基礎年金番号、年金見込額 

1222 2008/11/26 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○   基礎年金番号 

1223 2008/11/26 教育・学習支援業 管理ミス USB 等可搬記録媒体 950 ○    成績、通知表の所見、給食費振込口座や名義人名、口

座番号 

1224 2008/11/26 金融・保険業 管理ミス USB 等可搬記録媒体 17386 ○    口座番号、取引日、取引金額、顧客番号、取引科目、残

高、銀行名、最終取引日 

1225 2008/11/27 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 8650 ○    口座番号、取引金額 

1226 2008/11/27 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ 紙媒体 7 ○ ○ ○ ○   配偶者の有無 

1227 2008/11/27 金融・保険業 誤操作 紙媒体 1 ○    口座番号、取引金額 

1228 2008/11/28 金融・保険業 誤操作 紙媒体 1 ○ ○   お客様番号、口座番号、預金名義、継続日、期間、満期

日、利率、税区分、預金種類、継続後の預入金額、利息

入金科目、利息入金口座番号、利息入金口座名義 

1229 2008/11/28 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 不明 ○     予防接種依頼書 

1230 2008/11/28 公務(他に分類されないもの) 管理ミス PC 本体 300 ○ ○   開発許可に関する資料（開発許可書案、作業用資料、

検査済公告案、現場写真 等） 

1231 2008/12/1 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ 紙媒体 62 ○  ○ ○   学校名、学年 

1232 2008/12/2 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○    

1233 2008/12/2 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○    
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1234 2008/12/2 情報通信業 設定ミス Web･Net 3 ○ ○ ○ ○   

1235 2008/12/2 運輸業 管理ミス 紙媒体 120,000 ○ ○   郵便物 

1236 2008/12/2 運輸業 内部犯罪・内部不正行為 紙媒体 101 ○ ○   郵便物 

1237 2008/12/2 医療・福祉 管理ミス USB 等可搬記録媒体 112 ○   ○ 患者番号、治験薬名、治験依頼企業名、負担軽減費の

金額、振込口座の金融機関名、口座番号 

1238 2008/12/3 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 2 ○  ○   被災年月日、療養期間、被災時の所属事業場 

1239 2008/12/3 教育・学習支援業 管理ミス USB 等可搬記録媒体 39 ○    顔写真 

1240 2008/12/4 運輸業 管理ミス 紙媒体 1,100 ○    署名、カード会社略称、カード番号（2005 年 10 月 1 日以

降のものは下 3 桁が×××表示）、有効期限（2005 年

10 月 1 日以降のものは非表示）、取引金額、取引内容、

取引日 

1241 2008/12/5 運輸業 管理ミス 紙媒体 17,800 ○    署名、カード会社略称、カード番号（2005 年 10 月 1 日以

降のものは下 3 桁が×××表示）、有効期限（2005 年

10 月 1 日以降のものは非表示）、取引金額、取引内容、

取引日 

1242 2008/12/6 運輸業 管理ミス 紙媒体 300 ○    署名、カード会社略称、カード番号（2005 年 10 月 1 日以

降のものは下 3 桁が×××表示）、有効期限（2005 年

10 月 1 日以降のものは非表示）、取引金額、取引内容、

取引日 

1243 2008/12/7 運輸業 管理ミス 紙媒体 100 ○    署名、カード会社略称、カード番号（2005 年 10 月 1 日以

降のものは下 3 桁が×××表示）、有効期限（2005 年

10 月 1 日以降のものは非表示）、取引金額、取引内容、

取引日 

1244 2008/12/8 運輸業 管理ミス 紙媒体 2 ○    署名、カード会社略称、カード番号（2005 年 10 月 1 日以

降のものは下 3 桁が×××表示）、有効期限（2005 年

10 月 1 日以降のものは非表示）、取引金額、取引内容、

取引日 

1245 2008/12/9 運輸業 管理ミス 紙媒体 16 ○    署名、カード会社略称、カード番号（2005 年 10 月 1 日以

降のものは下 3 桁が×××表示）、有効期限（2005 年

10 月 1 日以降のものは非表示）、取引金額、取引内容、

取引日 

1246 2008/12/10 運輸業 管理ミス 紙媒体 5,500 ○    署名、カード会社略称、カード番号（2005 年 10 月 1 日以

降のものは下 3 桁が×××表示）、有効期限（2005 年

10 月 1 日以降のものは非表示）、取引金額、取引内容、

取引日 

1247 2008/12/11 運輸業 管理ミス 紙媒体 1,200 ○    署名、カード会社略称、カード番号（2005 年 10 月 1 日以

降のものは下 3 桁が×××表示）、有効期限（2005 年

10 月 1 日以降のものは非表示）、取引金額、取引内容、

取引日 

1248 2008/12/12 運輸業 管理ミス 紙媒体 7,200 ○    署名、カード会社略称、カード番号（2005 年 10 月 1 日以

降のものは下 3 桁が×××表示）、有効期限（2005 年

10 月 1 日以降のものは非表示）、取引金額、取引内容、

取引日 
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1249 2008/12/13 運輸業 管理ミス 紙媒体 1,600 ○    署名、カード会社略称、カード番号（2005 年 10 月 1 日以

降のものは下 3 桁が×××表示）、有効期限（2005 年

10 月 1 日以降のものは非表示）、取引金額、取引内容、

取引日 

1250 2008/12/4 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 2 ○  ○   第一希望保育園名 

1251 2008/12/4 教育・学習支援業 不正な情報持ち出し Web･Net 1,438 ○  ○   相談年月日、所属、ハラスメントの分類（セクハラ、アカ

ハラ、パワハラ、ストーカー、その他等）、相談方法、対

応（電話相談、面談、苦情処理等）、申し込み経路、来

室契機 

1252 2008/12/5 飲食店・宿泊業 設定ミス Web･Net 145,052 ○  ○   

1253 2008/12/5 情報通信業 誤操作 Email 615  ○   

1254 2008/12/5 卸売・小売業 管理ミス 紙媒体 2,500 ○ ○ ○   作業内容、車に関する情報 

1255 2008/12/5 公務(他に分類されないもの) 盗難 紙媒体 682 ○ ○   顧客番号、持ち帰り用検針票、検針員用身分証明書 

1256 2008/12/5 教育・学習支援業 盗難 紙媒体 54 ○    後期中間試験の答案 

1257 2008/12/8 卸売・小売業 管理ミス その他 2 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  年齢、その他査定受付票にご記入いただいた情報およ

び車両に関する情報（車台番号、登録番号、車種、グレ

ード等） 

1258 2008/12/8 医療・福祉 不正な情報持ち出し Web･Net 370 ○ ○ ○ ○   保険者番号、傷病名、施術内容、診察風景の画像、医

療記録、同窓会名簿、ヌード画像 

1259 2008/12/8 卸売・小売業 管理ミス PC 本体 590 ○ ○ ○   車の登録番号、車検満了日、割賦契約情報、TS3 カード

ポイント残高(但しカード番号はなし)、自動車保険加入

状況 

1260 2008/12/8 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○  ○   本籍、続柄、届出事項 

1261 2008/12/8 公務(他に分類されないもの) ワーム・ウイルス Web･Net 31 ○ ○ ○ ○  所属、慰安旅行の写真 

1262 2008/12/8 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 704 ○ ○ ○   実質株主管理番号、届出印の印影、変更手続対象とな

る株式の銘柄名 

1263 2008/12/8 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 367 ○    融資残高、顧客番号、預金残高、銘柄名、数量、時価、

科目、取引日、金利、期日、内容、案件番号、保証人顧

客番号、保証人名、抵当権評価額、抵当権限度額、担

保権種類、設定額、評価額、案件番号決済区分、稟議

種別、限度額、設定月、変更日 

1264 2008/12/8 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 208 ○    融資残高、顧客番号、預金残高、銘柄名、数量、時価、

科目、取引日、金利、期日、内容、案件番号、保証人顧

客番号、保証人名、抵当権評価額、抵当権限度額、担

保権種類、設定額、評価額、案件番号決済区分、稟議

種別、限度額、設定月、変更日 

1265 2008/12/8 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 18 ○    融資残高、顧客番号、預金残高、銘柄名、数量、時価、

科目、取引日、金利、期日、内容、案件番号、保証人顧

客番号、保証人名、抵当権評価額、抵当権限度額、担

保権種類、設定額、評価額、案件番号決済区分、稟議

種別、限度額、設定月、変更日 

1266 2008/12/8 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 7 ○    融資残高、顧客番号、預金残高、銘柄名、数量、時価、

科目、取引日、金利、期日、内容、案件番号、保証人顧

客番号、保証人名、抵当権評価額、抵当権限度額、担

保権種類、設定額、評価額、案件番号決済区分、稟議

種別、限度額、設定月、変更日 
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1267 2008/12/9 情報通信業 誤操作 Email 100  ○   

1268 2008/12/9 サービス業(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ PC 本体 9 ○  ○ ○   適性検査結果、顔写真 

1269 2008/12/9 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ 紙媒体 4 ○ ○   被保険者番号､未納保険料の金額 

1270 2008/12/9 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○ ○   被保険者番号 

1271 2008/12/9 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 1,608 ○ ○  ○ 証券番号、振込先口座番号、支払金額 

1272 2008/12/10 情報通信業 盗難 紙媒体 1 ○ ○ ○  ○ 口座番号 

1273 2008/12/10 教育・学習支援業 紛失・置忘れ USB 等可搬記録媒体 951 ○ ○   卒業年度、病理解剖報告書、在学生の就職希望先への

推薦書 

1274 2008/12/10 医療・福祉 設定ミス Web･Net 92 ○ ○    

1275 2008/12/11 教育・学習支援業 盗難 PC 本体 65 ○ ○ ○ ○   

1276 2008/12/11 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 277 ○ ○ ○ ○  ○ 口座番号、取引種類、金額、届印 

1277 2008/12/12 情報通信業 不正な情報持ち出し Web･Net 4,594 ○ ○ ○    

1278 2008/12/12 情報通信業 バグ・セキュリティホール Email 不明 ○    企業名 

1279 2008/12/12 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 13 ○    保険料額の内訳書 

1280 2008/12/12 公務(他に分類されないもの) 目的外使用 紙媒体 不明 ○  ○   要介護度、年金の受給金額、生活保護受給金額 

1281 2008/12/12 医療・福祉 盗難 PC 本体 300 ○  ○ ○   患者 ID、年齢、採血結果データ 

1282 2008/12/15 建設業 内部犯罪・内部不正行為 不明 285 ○ ○ ○    

1283 2008/12/15 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○  ○ ○   要介護度、被保険者番号、訪問介護・通所介護・福祉用

具等の利用状況 

1284 2008/12/15 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 30 ○ ○    

1285 2008/12/16 運輸業 管理ミス 紙媒体 4,900 ○    署名、カード会社略称、カード番号（2005 年 10 月 1 日以

降のものは下 3 桁が***表示）、有効期限（2005 年 10 月

1 日以降のものは非表示）、取引金額、取引内容（主な

乗車券類の種別、区間など）、取引日 

1286 2008/12/16 運輸業 管理ミス 紙媒体 200 ○    署名、カード会社略称、カード番号（2005 年 10 月 1 日以

降のものは下 3 桁が***表示）、有効期限（2005 年 10 月

1 日以降のものは非表示）、取引金額、取引内容（主な

乗車券類の種別、区間など）、取引日 

1287 2008/12/16 運輸業 管理ミス 紙媒体 4,200 ○    署名、カード会社略称、カード番号（2005 年 10 月 1 日以

降のものは下 3 桁が***表示）、有効期限（2005 年 10 月

1 日以降のものは非表示）、取引金額、取引内容（主な

乗車券類の種別、区間など）、取引日 

1288 2008/12/16 運輸業 管理ミス 紙媒体 400 ○    署名、カード会社略称、カード番号（2005 年 10 月 1 日以

降のものは下 3 桁が***表示）、有効期限（2005 年 10 月

1 日以降のものは非表示）、取引金額、取引内容（主な

乗車券類の種別、区間など）、取引日 

1289 2008/12/16 運輸業 管理ミス 紙媒体 10,600 ○    署名、カード会社略称、カード番号（2005 年 10 月 1 日以

降のものは下 3 桁が***表示）、有効期限（2005 年 10 月

1 日以降のものは非表示）、取引金額、取引内容（主な

乗車券類の種別、区間など）、取引日 

1290 2008/12/16 運輸業 管理ミス 紙媒体 800 ○    署名、カード会社略称、カード番号（2005 年 10 月 1 日以

降のものは下 3 桁が***表示）、有効期限（2005 年 10 月

1 日以降のものは非表示）、取引金額、取引内容（主な

乗車券類の種別、区間など）、取引日 
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1291 2008/12/16 運輸業 管理ミス 紙媒体 3,400 ○    署名、カード会社略称、カード番号（2005 年 10 月 1 日以

降のものは下 3 桁が***表示）、有効期限（2005 年 10 月

1 日以降のものは非表示）、取引金額、取引内容（主な

乗車券類の種別、区間など）、取引日 

1292 2008/12/16 運輸業 管理ミス 紙媒体 300 ○    署名、カード会社略称、カード番号（2005 年 10 月 1 日以

降のものは下 3 桁が***表示）、有効期限（2005 年 10 月

1 日以降のものは非表示）、取引金額、取引内容（主な

乗車券類の種別、区間など）、取引日 

1293 2008/12/16 運輸業 管理ミス 紙媒体 5,600 ○    署名、カード会社略称、カード番号（2005 年 10 月 1 日以

降のものは下 3 桁が***表示）、有効期限（2005 年 10 月

1 日以降のものは非表示）、取引金額、取引内容（主な

乗車券類の種別、区間など）、取引日 

1294 2008/12/16 運輸業 管理ミス 紙媒体 1,000 ○    署名、カード会社略称、カード番号（2005 年 10 月 1 日以

降のものは下 3 桁が***表示）、有効期限（2005 年 10 月

1 日以降のものは非表示）、取引金額、取引内容（主な

乗車券類の種別、区間など）、取引日 

1295 2008/12/16 運輸業 管理ミス 紙媒体 1,000 ○    署名、カード会社略称、カード番号（2005 年 10 月 1 日以

降のものは下 3 桁が***表示）、有効期限（2005 年 10 月

1 日以降のものは非表示）、取引金額、取引内容（主な

乗車券類の種別、区間など）、取引日 

1296 2008/12/16 運輸業 管理ミス 紙媒体 5,600 ○    署名、カード会社略称、カード番号（2005 年 10 月 1 日以

降のものは下 3 桁が***表示）、有効期限（2005 年 10 月

1 日以降のものは非表示）、取引金額、取引内容（主な

乗車券類の種別、区間など）、取引日 

1297 2008/12/16 運輸業 管理ミス 紙媒体 800 ○    署名、カード会社略称、カード番号（2005 年 10 月 1 日以

降のものは下 3 桁が***表示）、有効期限（2005 年 10 月

1 日以降のものは非表示）、取引金額、取引内容（主な

乗車券類の種別、区間など）、取引日 

1298 2008/12/16 運輸業 管理ミス 紙媒体 700 ○    署名、カード会社略称、カード番号（2005 年 10 月 1 日以

降のものは下 3 桁が***表示）、有効期限（2005 年 10 月

1 日以降のものは非表示）、取引金額、取引内容（主な

乗車券類の種別、区間など）、取引日 

1299 2008/12/16 運輸業 管理ミス 紙媒体 1,500 ○    署名、カード会社略称、カード番号（2005 年 10 月 1 日以

降のものは下 3 桁が***表示）、有効期限（2005 年 10 月

1 日以降のものは非表示）、取引金額、取引内容（主な

乗車券類の種別、区間など）、取引日 

1300 2008/12/16 運輸業 管理ミス 紙媒体 100 ○    署名、カード会社略称、カード番号（2005 年 10 月 1 日以

降のものは下 3 桁が***表示）、有効期限（2005 年 10 月

1 日以降のものは非表示）、取引金額、取引内容（主な

乗車券類の種別、区間など）、取引日 

1301 2008/12/16 運輸業 管理ミス 紙媒体 1,800 ○    署名、カード会社略称、カード番号（2005 年 10 月 1 日以

降のものは下 3 桁が***表示）、有効期限（2005 年 10 月

1 日以降のものは非表示）、取引金額、取引内容（主な

乗車券類の種別、区間など）、取引日 
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1302 2008/12/16 運輸業 管理ミス 紙媒体 38,000 ○    署名、カード会社略称、カード番号（2005 年 10 月 1 日以

降のものは下 3 桁が***表示）、有効期限（2005 年 10 月

1 日以降のものは非表示）、取引金額、取引内容（主な

乗車券類の種別、区間など）、取引日 

1303 2008/12/16 運輸業 管理ミス 紙媒体 900 ○    署名、カード会社略称、カード番号（2005 年 10 月 1 日以

降のものは下 3 桁が***表示）、有効期限（2005 年 10 月

1 日以降のものは非表示）、取引金額、取引内容（主な

乗車券類の種別、区間など）、取引日 

1304 2008/12/16 運輸業 管理ミス 紙媒体 600 ○    署名、カード会社略称、カード番号（2005 年 10 月 1 日以

降のものは下 3 桁が***表示）、有効期限（2005 年 10 月

1 日以降のものは非表示）、取引金額、取引内容（主な

乗車券類の種別、区間など）、取引日 

1305 2008/12/16 運輸業 管理ミス 紙媒体 2,600 ○    署名、カード会社略称、カード番号（2005 年 10 月 1 日以

降のものは下 3 桁が***表示）、有効期限（2005 年 10 月

1 日以降のものは非表示）、取引金額、取引内容（主な

乗車券類の種別、区間など）、取引日 

1306 2008/12/16 運輸業 管理ミス 紙媒体 11,600 ○    署名、カード会社略称、カード番号（2005 年 10 月 1 日以

降のものは下 3 桁が***表示）、有効期限（2005 年 10 月

1 日以降のものは非表示）、取引金額、取引内容（主な

乗車券類の種別、区間など）、取引日 

1307 2008/12/16 運輸業 管理ミス 紙媒体 600 ○    署名、カード会社略称、カード番号（2005 年 10 月 1 日以

降のものは下 3 桁が***表示）、有効期限（2005 年 10 月

1 日以降のものは非表示）、取引金額、取引内容（主な

乗車券類の種別、区間など）、取引日 

1308 2008/12/16 運輸業 管理ミス 紙媒体 7,900 ○    署名、カード会社略称、カード番号（2005 年 10 月 1 日以

降のものは下 3 桁が***表示）、有効期限（2005 年 10 月

1 日以降のものは非表示）、取引金額、取引内容（主な

乗車券類の種別、区間など）、取引日 

1309 2008/12/16 運輸業 管理ミス 紙媒体 8,300 ○    署名、カード会社略称、カード番号（2005 年 10 月 1 日以

降のものは下 3 桁が***表示）、有効期限（2005 年 10 月

1 日以降のものは非表示）、取引金額、取引内容（主な

乗車券類の種別、区間など）、取引日 

1310 2008/12/16 運輸業 管理ミス 紙媒体 2,500 ○    署名、カード会社略称、カード番号（2005 年 10 月 1 日以

降のものは下 3 桁が***表示）、有効期限（2005 年 10 月

1 日以降のものは非表示）、取引金額、取引内容（主な

乗車券類の種別、区間など）、取引日 

1311 2008/12/16 運輸業 管理ミス 紙媒体 3,800 ○    署名、カード会社略称、カード番号（2005 年 10 月 1 日以

降のものは下 3 桁が***表示）、有効期限（2005 年 10 月

1 日以降のものは非表示）、取引金額、取引内容（主な

乗車券類の種別、区間など）、取引日 

1312 2008/12/16 運輸業 管理ミス 紙媒体 11,200 ○    署名、カード会社略称、カード番号（2005 年 10 月 1 日以

降のものは下 3 桁が***表示）、有効期限（2005 年 10 月

1 日以降のものは非表示）、取引金額、取引内容（主な

乗車券類の種別、区間など）、取引日 
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1313 2008/12/16 運輸業 管理ミス 紙媒体 1,400 ○    署名、カード会社略称、カード番号（2005 年 10 月 1 日以

降のものは下 3 桁が***表示）、有効期限（2005 年 10 月

1 日以降のものは非表示）、取引金額、取引内容（主な

乗車券類の種別、区間など）、取引日 

1314 2008/12/16 運輸業 管理ミス 紙媒体 11,900 ○    署名、カード会社略称、カード番号（2005 年 10 月 1 日以

降のものは下 3 桁が***表示）、有効期限（2005 年 10 月

1 日以降のものは非表示）、取引金額、取引内容（主な

乗車券類の種別、区間など）、取引日 

1315 2008/12/16 運輸業 管理ミス 紙媒体 700 ○    署名、カード会社略称、カード番号（2005 年 10 月 1 日以

降のものは下 3 桁が***表示）、有効期限（2005 年 10 月

1 日以降のものは非表示）、取引金額、取引内容（主な

乗車券類の種別、区間など）、取引日 

1316 2008/12/16 運輸業 管理ミス 紙媒体 3,400 ○    署名、カード会社略称、カード番号（2005 年 10 月 1 日以

降のものは下 3 桁が***表示）、有効期限（2005 年 10 月

1 日以降のものは非表示）、取引金額、取引内容（主な

乗車券類の種別、区間など）、取引日 

1317 2008/12/16 運輸業 管理ミス 紙媒体 1,300 ○    署名、カード会社略称、カード番号（2005 年 10 月 1 日以

降のものは下 3 桁が***表示）、有効期限（2005 年 10 月

1 日以降のものは非表示）、取引金額、取引内容（主な

乗車券類の種別、区間など）、取引日 

1318 2008/12/16 金融・保険業 誤操作 Email 60 ○     

1319 2008/12/16 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 不明 ○    超過勤務命令簿 

1320 2008/12/16 電気・ガス・熱供給・水道業 紛失・置忘れ 紙媒体 9 ○ ○ ○  ○ 調定番号、ご使用水量、未収金額、口座情報（銀行名、

口座番号、口座名義人） 

1321 2008/12/16 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 595 ○ ○ ○   確定申告決算書、収支内訳書 

1322 2008/12/17 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 2 ○    税金の種別、税額 

1323 2008/12/17 電気・ガス・熱供給・水道業 誤操作 紙媒体 1 ○ ○   水道使用水量、水道料金等 

1324 2008/12/17 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○   要介護度、健康状態 

1325 2008/12/17 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 2 ○ ○   被保険者番号、国民健康保険料領収金額、領収金額の

内訳 

1326 2008/12/17 教育・学習支援業 不正な情報持ち出し USB 等可搬記録媒体 90 ○    期末試験の得点、成績評定用データ 

1327 2008/12/17 教育・学習支援業 不正な情報持ち出し USB 等可搬記録媒体 534 ○ ○ ○   調査書 

1328 2008/12/18 サービス業(他に分類されないもの) 設定ミス Email 6 ○  ○   

1329 2008/12/18 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 2 ○ ○ ○ ○   免許証交付年月日、免許証番号、免許証有効期限、免

許の条件等、各種免許の取得年月日、保険証交付日、

保険証記号･番号、資格取得年月日 

1330 2008/12/18 電気・ガス・熱供給・水道業 紛失・置忘れ 紙媒体 50 ○     地番、水道メーターの設置位置 

1331 2008/12/18 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 61 ○ ○ ○ ○  ○ 取引日、取引科目、口座番号、取引金額 

1332 2008/12/18 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 113 ○ ○ ○ ○  ○ 取引日、取引科目、口座番号、取引金額 

1333 2008/12/18 公務(他に分類されないもの) 誤操作 Email 不明  ○   

1334 2008/12/19 情報通信業 不正アクセス Web･Net 不明   ○ Lievo 会員 ID、接続者種別(国際版仕様の項目である為

無関係)、接続 IP、累積経験値、所持 Dinar、累積 KILL

数、累積 DEATH 数 

1335 2008/12/19 情報通信業 紛失・置忘れ PC 本体 4,312   ○ 電子メール、クレジットカード番号を含んだシステムログ 

1336 2008/12/19 金融・保険業 設定ミス Web･Net 80 ○     

1337 2008/12/19 不動産業 紛失・置忘れ USB 等可搬記録媒体 920 ○ ○ ○   家族構成 
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No. 公表日 業種名 漏洩原因区分 漏洩経路 
被害 

人数 
氏名 住所 

電話

番号

生年

月日
性別 職業

メール

アドレス

ID/ 

PASSWD
その他 

1338 2008/12/19 サービス業(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 3 ○ ○ ○ ○ ○   勤務先 

1339 2008/12/19 サービス業(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 65 ○ ○ ○ ○  事業所名、代表者印影、雇用保険適用事業所番号等、

申請担当者に係る所属部署、面接評価点 

1340 2008/12/19 公務(他に分類されないもの) 管理ミス 紙媒体 23 ○ ○ ○  ○ 報酬額、旅費、支払日、振込先金融機関・口座番号 

1341 2008/12/19 医療・福祉 盗難 紙媒体 不明 ○ ○ ○   進学先 

1342 2008/12/22 製造業 紛失・置忘れ PC 本体 723 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  FAX 番号、勤め先 

1343 2008/12/22 公務(他に分類されないもの) 紛失・置忘れ 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○ ○   年齢、掛り付け病院、既往歴 

1344 2008/12/22 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 2 ○ ○ ○ ○   出生・健診等の記録 

1345 2008/12/22 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 1,169 ○ ○ ○ ○ ○   勤務先、本人確認書類記号番号 

1346 2008/12/23 卸売・小売業 盗難 PC 本体 322 ○ ○ ○ ○ ○ ○   勤務先、車両情報、自動車保険満期日 

1347 2008/12/23 電気・ガス・熱供給・水道業 紛失・置忘れ 紙媒体 18 ○ ○ ○   水道所在地、使用水量、メータ番号 

1348 2008/12/24 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○  ○   カード番号、予約図書名 

1349 2008/12/24 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○   税額、通知書番号、車両番号 

1350 2008/12/24 医療・福祉 管理ミス USB 等可搬記録媒体 34 ○    ＩＤ番号、年齢、外来受診日、看護ケア（床ずれ等）の内

容 

1351 2008/12/24 サービス業(他に分類されないもの) 誤操作 Email 90  ○   

1352 2008/12/24 金融・保険業 紛失・置忘れ 紙媒体 64 ○ ○   利用残高、支払日 

1353 2008/12/25 製造業 紛失・置忘れ 紙媒体 31 ○ ○ ○ ○ ○ ○  配偶者の有無 

1354 2008/12/25 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 2 ○    定期積金申込書（兼印鑑票）、定期積金回収証書、定期

積金明細照会票 

1355 2008/12/25 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 2 ○    しんきん個人ローン契約書（金銭消費貸借契約証書）、

重要事項に関する確認書（消費者ローン用）、個人情報

の取り扱いに関する同意書 

1356 2008/12/25 金融・保険業 誤操作 USB 等可搬記録媒体 33 ○     

1357 2008/12/26 サービス業(他に分類されないもの) 内部犯罪・内部不正行為 不明 49,070 ○ ○ ○ ○   

1358 2008/12/26 卸売・小売業 紛失・置忘れ 紙媒体 2 ○ ○ ○   人事採用に関する書類 

1359 2008/12/26 公務(他に分類されないもの) 誤操作 紙媒体 1 ○ ○  ○ 滞納金額、金融機関名及び支店名、口座番号 

1360 2008/12/26 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 10,995 ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ 申込金額、利率、返済期日、返済方法、資金使途、年

齢、家族状況、住宅状況、勤務先（業種、住所、前年年

収、勤続他）、借入極度額、返済日、返済額、返済用預

金口座番号、取引内容、確認事項（勤続年数 1 年以上

等の表示）借入希望者通知書 お客さま名、借入希望

額、借入金額、資金使途、借入日、返済日、返済額、返

済用預金口座番号、証券番号、貸越極度額、貸越利

率、カードローン残高、毎回返済額、当初融資額、手形

期日、利息期日、最終返済日、融資残高、返済用預金

口座番号、受取人、受信組合・店舗、依頼人、発信組

合・店舗、趣味等 
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1361 2008/12/26 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 1,950 ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ 申込金額、利率、返済期日、返済方法、資金使途、年

齢、家族状況、住宅状況、勤務先（業種、住所、前年年

収、勤続他）、借入極度額、返済日、返済額、返済用預

金口座番号、取引内容、確認事項（勤続年数 1 年以上

等の表示）借入希望者通知書 お客さま名、借入希望

額、借入金額、資金使途、借入日、返済日、返済額、返

済用預金口座番号、証券番号、貸越極度額、貸越利

率、カードローン残高、毎回返済額、当初融資額、手形

期日、利息期日、最終返済日、融資残高、返済用預金

口座番号、受取人、受信組合・店舗、依頼人、発信組

合・店舗、趣味等 

1362 2008/12/26 建設業 紛失・置忘れ 紙媒体 406 ○ ○ ○   工事コード、引渡日、建物診断日 

1363 2008/12/26 金融・保険業 誤操作 紙媒体 1 ○    顧客番号 

1364 2008/12/26 金融・保険業 誤操作 紙媒体 1 ○ ○ ○ ○   顧客番号 

1365 2008/12/26 金融・保険業 誤操作 紙媒体 3 ○ ○ ○    

1366 2008/12/26 金融・保険業 誤操作 紙媒体 2 ○ ○ ○ ○   顧客番号 

1367 2008/12/26 金融・保険業 誤操作 紙媒体 2 ○ ○ ○   顧客番号 

1368 2008/12/26 金融・保険業 誤操作 紙媒体 36 ○     

1369 2008/12/26 金融・保険業 誤操作 Email 1 ○  ○ ○   

1370 2008/12/26 金融・保険業 管理ミス 紙媒体 2 ○ ○ ○ ○   収入 

1371 2008/12/27 情報通信業 誤操作 その他 33 ○ ○ ○ ○    

1372 2008/12/27 医療・福祉 盗難 PC 本体 43 ○    ＩＤ番号、年齢、病名、治療内容 

1373 2008/12/29 複合サービス事業 管理ミス 紙媒体 84 ○ ○   取引金額 
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2 2008 年 個人情報漏えいによる想定損害賠償額（表Ｂ） 
 

No. 公表日 業種名 
被害 

人数 

精神的

苦痛

レベル(X)

経済的

損失 

レベル(Y)

機微

情報度

本人

特定

容易度

社会的 

責任度 

事後 

対応 

評価 

一人当たりの

想定損害 

賠償額（円） 

一件当たりの

想定損害

賠償額(万円)

1 2008/1/4 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

2 2008/1/7 公務(他に分類されないもの) 187 1 1 2 6 2 1 12,000 224.4 

3 2008/1/7 金融・保険業 12 1 2 6 6 2 1 36,000 43.2 

4 2008/1/8 公務(他に分類されないもの) 1 3 1 101 6 2 1 606,000 60.6 

5 2008/1/8 教育・学習支援業 107 2 1 11 3 2 1 33,000 353.1 

6 2008/1/8 公務(他に分類されないもの) 85 1 1 2 6 2 1 12,000 102.0 

7 2008/1/8 教育・学習支援業 797 1 1 2 6 2 1 12,000 956.4 

8 2008/1/8 教育・学習支援業 31 2 1 11 3 2 1 33,000 102.3 

9 2008/1/8 金融・保険業 29 2 2 15 3 2 1 45,000 130.5 

10 2008/1/9 不動産業 500 1 1 2 3 1 1 3,000 150.0 

11 2008/1/10 金融・保険業 57 1 1 2 3 2 1 6,000 34.2 

12 2008/1/10 情報通信業 111 1 1 2 3 2 1 6,000 66.6 

13 2008/1/10 教育・学習支援業 366 2 1 11 3 2 1 33,000 1,207.8 

14 2008/1/10 公務(他に分類されないもの) 3168 2 1 11 3 2 1 33,000 10,454.4 

15 2008/1/11 不動産業 60 1 1 2 6 1 1 6,000 36.0 

16 2008/1/11 教育・学習支援業 254 2 1 11 3 2 1 33,000 838.2 

17 2008/1/11 公務(他に分類されないもの) 40 1 1 2 3 2 1 6,000 24.0 

18 2008/1/11 教育・学習支援業 1047 2 1 11 3 1 1 16,500 1,727.6 

19 2008/1/15 教育・学習支援業 55 1 1 2 6 2 1 12,000 66.0 

20 2008/1/16 製造業 1687 1 1 2 6 1 1 6,000 1,012.2 

21 2008/1/16 公務(他に分類されないもの) 2 2 1 11 6 2 1 66,000 13.2 

22 2008/1/16 公務(他に分類されないもの) 11 2 2 15 6 2 1 90,000 99.0 

23 2008/1/17 運輸業 84 1 1 2 1 2 1 2,000 16.8 

24 2008/1/17 公務(他に分類されないもの) 2 1 1 2 3 2 1 6,000 1.2 

25 2008/1/17 公務(他に分類されないもの) 5 2 1 11 6 2 1 66,000 33.0 

26 2008/1/17 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

27 2008/1/17 公務(他に分類されないもの) 1 2 2 15 3 2 1 45,000 4.5 

28 2008/1/17 不動産業 10 1 1 2 3 1 1 3,000 3.0 

29 2008/1/17 不動産業 23 1 1 2 3 1 1 3,000 6.9 

30 2008/1/17 サービス業(他に分類されないもの) 2 1 1 2 6 1 1 6,000 1.2 

31 2008/1/17 公務(他に分類されないもの) 28446 1 1 2 6 2 1 12,000 34,135.2 

32 2008/1/18 卸売・小売業 155 1 1 2 6 1 1 6,000 93.0 

33 2008/1/18 製造業 67 1 1 2 3 1 1 3,000 20.1 

34 2008/1/18 卸売・小売業 153 1 1 2 6 1 1 6,000 91.8 

35 2008/1/18 医療・福祉 1 3 1 101 3 2 1 303,000 30.3 

36 2008/1/18 公務(他に分類されないもの) 203 1 2 6 6 2 1 36,000 730.8 

37 2008/1/18 製造業 2500 1 1 2 6 1 1 6,000 1,500.0 

38 2008/1/19 建設業 1 2 2 15 6 1 1 45,000 4.5 

39 2008/1/21 医療・福祉 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

40 2008/1/21 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

41 2008/1/21 情報通信業 7 1 1 2 6 2 1 12,000 8.4 

42 2008/1/21 サービス業(他に分類されないもの) 5 1 1 2 1 1 1 1,000 0.5 

43 2008/1/21 公務(他に分類されないもの) 5 1 1 2 3 2 1 6,000 3.0 

44 2008/1/22 卸売・小売業 1 1 1 2 6 1 1 6,000 0.6 

45 2008/1/22 教育・学習支援業 238 2 1 11 3 2 1 33,000 785.4 

46 2008/1/22 教育・学習支援業 16 2 1 11 3 2 1 33,000 52.8 

47 2008/1/22 公務(他に分類されないもの) 173 1 1 2 3 2 1 6,000 103.8 

48 2008/1/22 医療・福祉 2673 1 1 2 3 2 1 6,000 1,603.8 

49 2008/1/22 金融・保険業 1 2 2 15 6 2 1 90,000 9.0 

50 2008/1/22 金融・保険業 891 2 2 15 3 2 1 45,000 4,009.5 

51 2008/1/22 金融・保険業 20 2 2 15 6 2 1 90,000 180.0 

52 2008/1/22 金融・保険業 1 2 2 15 3 2 1 45,000 4.5 

53 2008/1/22 金融・保険業 40 1 1 2 6 2 1 12,000 48.0 

54 2008/1/22 金融・保険業 2 2 2 15 6 2 1 90,000 18.0 

55 2008/1/22 金融・保険業 1 2 2 15 3 2 1 45,000 4.5 

56 2008/1/22 電気・ガス・熱供給・水道業 16 1 1 2 6 2 1 12,000 19.2 

57 2008/1/22 金融・保険業 4956 2 2 15 6 2 1 90,000 44,604.0 

58 2008/1/23 公務(他に分類されないもの) 1 2 1 11 6 2 1 66,000 6.6 

59 2008/1/23 公務(他に分類されないもの) 19 2 2 15 6 2 1 90,000 171.0 

60 2008/1/23 金融・保険業 1456 2 2 15 3 2 1 45,000 6,552.0 

61 2008/1/23 医療・福祉 3000 2 1 11 3 2 1 33,000 9,900.0 

62 2008/1/24 情報通信業 126 1 1 2 6 2 1 12,000 151.2 

63 2008/1/24 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

64 2008/1/24 医療・福祉 2 3 1 101 3 2 1 303,000 60.6 
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被害 
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一件当たりの

想定損害

賠償額(万円)

65 2008/1/24 公務(他に分類されないもの) 33 1 1 2 6 2 1 12,000 39.6 

66 2008/1/24 公務(他に分類されないもの) 34 1 1 2 6 2 1 12,000 40.8 

67 2008/1/24 公務(他に分類されないもの) 266 1 1 2 6 2 1 12,000 319.2 

68 2008/1/25 卸売・小売業 82 1 1 2 6 1 1 6,000 49.2 

69 2008/1/25 卸売・小売業 3 1 1 2 6 1 1 6,000 1.8 

70 2008/1/25 教育・学習支援業 32 1 1 2 6 2 1 12,000 38.4 

71 2008/1/25 情報通信業 不明 1 1 2 6 2 1 12,000 不明

72 2008/1/25 金融・保険業 13 2 2 15 6 2 1 90,000 117.0 

73 2008/1/25 金融・保険業 1 1 2 6 3 2 1 18,000 1.8 

74 2008/1/25 サービス業(他に分類されないもの) 290 1 1 2 3 2 1 6,000 174.0 

75 2008/1/25 公務(他に分類されないもの) 2 2 1 11 3 2 1 33,000 6.6 

76 2008/1/26 建設業 3 1 1 2 3 1 1 3,000 0.9 

77 2008/1/28 サービス業(他に分類されないもの) 500 1 1 2 3 1 1 3,000 150.0 

78 2008/1/28 情報通信業 14362 1 2 6 1 2 1 6,000 8,617.2 

79 2008/1/28 サービス業(他に分類されないもの) 192 1 2 6 6 1 1 18,000 345.6 

80 2008/1/28 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

81 2008/1/28 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

82 2008/1/28 教育・学習支援業 337 2 1 11 3 1 1 16,500 556.1 

83 2008/1/28 建設業 45 1 1 2 6 1 1 6,000 27.0 

84 2008/1/28 サービス業(他に分類されないもの) 30 1 1 2 3 1 1 3,000 9.0 

85 2008/1/28 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

86 2008/1/28 公務(他に分類されないもの) 2 1 1 2 3 2 1 6,000 1.2 

87 2008/1/29 卸売・小売業 109 1 3 26 3 1 1 39,000 425.1 

88 2008/1/29 教育・学習支援業 101 1 1 2 6 2 1 12,000 121.2 

89 2008/1/29 教育・学習支援業 153 1 1 2 6 2 1 12,000 183.6 

90 2008/1/29 建設業 21 1 1 2 3 1 1 3,000 6.3 

91 2008/1/30 教育・学習支援業 366 2 1 11 6 2 1 66,000 2,415.6 

92 2008/1/31 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

93 2008/2/1 公務(他に分類されないもの) 不明 2 2 15 3 2 1 45,000 不明

94 2008/2/1 公務(他に分類されないもの) 32 2 1 11 6 2 1 66,000 211.2 

95 2008/2/1 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

96 2008/2/1 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

97 2008/2/1 卸売・小売業 不明 1 1 2 3 1 1 3,000 不明

98 2008/2/2 サービス業(他に分類されないもの) 不明 1 1 2 3 1 1 3,000 不明

99 2008/2/2 林業 135 1 1 2 6 1 1 6,000 81.0 

100 2008/2/2 教育・学習支援業 266 2 1 11 3 2 1 33,000 877.8 

101 2008/2/3 教育・学習支援業 246 2 1 11 3 2 1 33,000 811.8 

102 2008/2/4 卸売・小売業 1000 1 1 2 6 1 1 6,000 600.0 

103 2008/2/4 卸売・小売業 5 1 1 2 6 1 1 6,000 3.0 

104 2008/2/4 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

105 2008/2/4 公務(他に分類されないもの) 1 2 2 15 6 2 1 90,000 9.0 

106 2008/2/4 電気・ガス・熱供給・水道業 147 1 1 2 6 2 1 12,000 176.4 

107 2008/2/5 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

108 2008/2/5 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

109 2008/2/5 公務(他に分類されないもの) 1 3 1 101 3 2 1 303,000 30.3 

110 2008/2/6 サービス業(他に分類されないもの) 100 1 1 2 6 1 1 6,000 60.0 

111 2008/2/6 電気・ガス・熱供給・水道業 27 1 1 2 6 2 1 12,000 32.4 

112 2008/2/6 製造業 不明 1 1 2 3 1 1 3,000 不明

113 2008/2/7 製造業 568 1 1 2 6 1 1 6,000 340.8 

114 2008/2/7 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

115 2008/2/7 金融・保険業 20009 1 1 2 6 2 1 12,000 24,010.8 

116 2008/2/7 電気・ガス・熱供給・水道業 13 1 1 2 6 2 1 12,000 15.6 

117 2008/2/8 公務(他に分類されないもの) 6000 2 2 15 3 2 1 45,000 27,000.0 

118 2008/2/8 建設業 19 1 1 2 6 1 1 6,000 11.4 

119 2008/2/8 卸売・小売業 600 2 2 15 6 1 2 90,000 5,400.0 

120 2008/2/10 教育・学習支援業 157 2 1 11 6 2 1 66,000 1,036.2 

121 2008/2/11 卸売・小売業 不明 1 1 2 6 1 1 6,000 不明

122 2008/2/12 製造業 2836 1 1 2 3 1 1 3,000 850.8 

123 2008/2/12 教育・学習支援業 222 2 1 11 3 2 1 33,000 732.6 

124 2008/2/12 公務(他に分類されないもの) 2 1 1 2 3 2 1 6,000 1.2 

125 2008/2/12 教育・学習支援業 5600 1 1 2 6 2 1 12,000 6,720.0 

126 2008/2/12 医療・福祉 22 2 1 11 3 2 1 33,000 72.6 

127 2008/2/12 金融・保険業 2 1 1 2 3 2 1 6,000 1.2 

128 2008/2/13 公務(他に分類されないもの) 2 2 1 11 3 2 1 33,000 6.6 

129 2008/2/13 公務(他に分類されないもの) 475 1 1 2 6 2 1 12,000 570.0 

130 2008/2/13 複合サービス事業 2 1 2 6 6 2 1 36,000 7.2 

131 2008/2/13 サービス業(他に分類されないもの) 13 1 1 2 6 1 1 6,000 7.8 

132 2008/2/14 情報通信業 300 1 1 2 6 2 1 12,000 360.0 

133 2008/2/14 公務(他に分類されないもの) 3000 1 1 2 6 2 1 12,000 3,600.0 
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134 2008/2/14 建設業 90 1 1 2 3 1 1 3,000 27.0 

135 2008/2/14 教育・学習支援業 32 2 1 11 3 2 1 33,000 105.6 

136 2008/2/15 公務(他に分類されないもの) 不明 1 3 26 1 2 1 26,000 不明

137 2008/2/15 製造業 200 1 1 2 6 1 1 6,000 120.0 

138 2008/2/15 公務(他に分類されないもの) 2 2 2 15 6 2 1 90,000 18.0 

139 2008/2/15 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

140 2008/2/15 製造業 1 1 1 2 6 1 1 6,000 0.6 

141 2008/2/15 公務(他に分類されないもの) 109 1 1 2 3 2 1 6,000 65.4 

142 2008/2/16 サービス業(他に分類されないもの) 不明 1 1 2 3 1 1 3,000 不明

143 2008/2/18 情報通信業 不明 1 1 2 3 2 1 6,000 不明

144 2008/2/18 金融・保険業 28 2 1 11 3 2 1 33,000 92.4 

145 2008/2/18 卸売・小売業 50 1 1 2 6 1 1 6,000 30.0 

146 2008/2/18 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

147 2008/2/18 医療・福祉 153 2 1 11 3 2 1 33,000 504.9 

148 2008/2/18 教育・学習支援業 不明 2 1 11 6 1 1 33,000 不明

149 2008/2/19 卸売・小売業 12 1 1 2 6 1 1 6,000 7.2 

150 2008/2/19 卸売・小売業 609 1 1 2 6 1 1 6,000 365.4 

151 2008/2/19 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

152 2008/2/19 公務(他に分類されないもの) 16 1 1 2 3 2 1 6,000 9.6 

153 2008/2/19 サービス業(他に分類されないもの) 不明 1 1 2 3 1 1 3,000 不明

154 2008/2/19 公務(他に分類されないもの) 不明 2 2 15 3 2 1 45,000 不明

155 2008/2/19 製造業 6000 1 1 2 3 1 1 3,000 1,800.0 

156 2008/2/20 不動産業 143 1 1 2 6 1 1 6,000 85.8 

157 2008/2/20 金融・保険業 15184 2 2 15 3 2 1 45,000 68,328.0 

158 2008/2/20 不動産業 23 1 1 2 3 1 1 3,000 6.9 

159 2008/2/20 公務(他に分類されないもの) 2 1 1 2 6 2 1 12,000 2.4 

160 2008/2/20 公務(他に分類されないもの) 3 1 1 2 6 2 1 12,000 3.6 

161 2008/2/20 教育・学習支援業 145 2 1 11 3 1 1 16,500 239.3 

162 2008/2/20 サービス業(他に分類されないもの) 888 1 1 2 1 1 1 1,000 88.8 

163 2008/2/21 建設業 70 1 1 2 3 1 1 3,000 21.0 

164 2008/2/21 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

165 2008/2/21 医療・福祉 14 2 1 11 3 2 1 33,000 46.2 

166 2008/2/21 公務(他に分類されないもの) 150 1 1 2 6 2 1 12,000 180.0 

167 2008/2/22 サービス業(他に分類されないもの) 189 1 1 2 1 1 1 1,000 18.9 

168 2008/2/22 サービス業(他に分類されないもの) 2641 1 1 2 6 1 1 6,000 1,584.6 

169 2008/2/22 公務(他に分類されないもの) 2 1 1 2 6 2 1 12,000 2.4 

170 2008/2/22 公務(他に分類されないもの) 39 1 1 2 6 2 1 12,000 46.8 

171 2008/2/22 公務(他に分類されないもの) 1 1 2 6 3 2 1 18,000 1.8 

172 2008/2/22 医療・福祉 7 1 1 2 3 2 1 6,000 4.2 

173 2008/2/22 公務(他に分類されないもの) 27 1 1 2 3 2 1 6,000 16.2 

174 2008/2/23 公務(他に分類されないもの) 124 1 1 2 6 2 1 12,000 148.8 

175 2008/2/25 サービス業(他に分類されないもの) 13 1 2 6 6 1 1 18,000 23.4 

176 2008/2/25 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

177 2008/2/26 教育・学習支援業 不明 2 1 11 3 1 1 16,500 不明

178 2008/2/26 公務(他に分類されないもの) 36 1 2 6 6 2 1 36,000 129.6 

179 2008/2/26 公務(他に分類されないもの) 1 3 1 101 3 2 1 303,000 30.3 

180 2008/2/26 公務(他に分類されないもの) 26 1 1 2 6 2 1 12,000 31.2 

181 2008/2/27 情報通信業 7418 1 1 2 6 2 1 12,000 8,901.6 

182 2008/2/27 情報通信業 90 1 1 2 3 2 1 6,000 54.0 

183 2008/2/27 情報通信業 31 1 1 2 3 2 1 6,000 18.6 

184 2008/2/27 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2

185 2008/2/27 公務(他に分類されないもの) 30 1 1 2 1 2 1 2,000 6.0 

186 2008/2/28 複合サービス事業 2266 1 2 6 3 2 1 18,000 4,078.8 

187 2008/2/28 金融・保険業 不明 2 2 15 3 2 1 45,000 不明

188 2008/2/28 卸売・小売業 不明 1 1 2 3 1 1 3,000 不明

189 2008/2/28 医療・福祉 1800 3 1 101 3 2 1 303,000 54,540.0 

190 2008/2/28 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

191 2008/2/28 医療・福祉 1 2 1 11 6 2 1 66,000 6.6 

192 2008/2/28 金融・保険業 12 2 2 15 6 2 1 90,000 108.0 

193 2008/2/28 金融・保険業 2 2 2 15 6 2 1 90,000 18.0 

194 2008/2/28 金融・保険業 1 2 2 15 6 2 1 90,000 9.0 

195 2008/2/28 教育・学習支援業 509 2 1 11 3 1 1 16,500 839.9 

196 2008/2/28 公務(他に分類されないもの) 5 3 1 101 6 2 1 606,000 303.0 

197 2008/2/28 医療・福祉 20 2 1 11 3 2 1 33,000 66.0 

198 2008/2/29 不動産業 1 1 1 2 6 1 1 6,000 0.6 

199 2008/2/29 サービス業(他に分類されないもの) 不明 1 1 2 3 1 1 3,000 不明

200 2008/2/29 金融・保険業 1508 1 2 6 6 2 1 36,000 5,428.8 

201 2008/2/29 公務(他に分類されないもの) 3 1 1 2 1 2 1 2,000 0.6 

202 2008/2/29 教育・学習支援業 54 2 1 11 3 2 1 33,000 178.2 
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203 2008/2/29 製造業 139583 1 1 2 6 1 1 6,000 83,749.8 

204 2008/2/29 卸売・小売業 不明 1 1 2 3 1 1 3,000 不明

205 2008/3/1 卸売・小売業 141 1 1 2 6 1 1 6,000 84.6 

206 2008/3/3 公務(他に分類されないもの) 344 1 1 2 6 2 1 12,000 412.8 

207 2008/3/3 サービス業(他に分類されないもの) 3788 1 1 2 6 1 1 6,000 2,272.8 

208 2008/3/3 公務(他に分類されないもの) 1 2 2 15 6 2 1 90,000 9.0 

209 2008/3/3 金融・保険業 1 2 2 15 6 2 1 90,000 9.0 

210 2008/3/3 金融・保険業 2 2 2 15 6 2 1 90,000 18.0 

211 2008/3/4 情報通信業 2 1 1 2 6 2 1 12,000 2.4 

212 2008/3/4 公務(他に分類されないもの) 3 1 1 2 3 2 1 6,000 1.8 

213 2008/3/4 教育・学習支援業 99 2 1 11 3 2 1 33,000 326.7 

214 2008/3/4 金融・保険業 219 2 2 15 6 2 1 90,000 1,971.0 

215 2008/3/5 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

216 2008/3/5 製造業 65 1 1 2 6 1 1 6,000 39.0 

217 2008/3/6 公務(他に分類されないもの) 2 1 1 2 3 2 1 6,000 1.2 

218 2008/3/6 教育・学習支援業 730 1 1 2 3 2 1 6,000 438.0 

219 2008/3/6 医療・福祉 10 2 1 11 6 2 1 66,000 66.0 

220 2008/3/7 卸売・小売業 2897 1 1 2 1 1 1 1,000 289.7 

221 2008/3/7 公務(他に分類されないもの) 640 3 3 125 3 2 1 375,000 24,000.0 

222 2008/3/7 金融・保険業 700 1 1 2 6 2 1 12,000 840.0 

223 2008/3/7 サービス業(他に分類されないもの) 1883 1 1 2 6 1 1 6,000 1,129.8 

224 2008/3/7 公務(他に分類されないもの) 21 1 1 2 1 2 1 2,000 4.2 

225 2008/3/7 教育・学習支援業 118 2 1 11 6 2 1 66,000 778.8 

226 2008/3/10 建設業 130 1 1 2 6 1 1 6,000 78.0 

227 2008/3/10 公務(他に分類されないもの) 2 1 1 2 3 2 1 6,000 1.2 

228 2008/3/10 不動産業 20 1 1 2 3 1 1 3,000 6.0 

229 2008/3/10 教育・学習支援業 141 2 1 11 3 2 1 33,000 465.3 

230 2008/3/11 不動産業 423 1 1 2 6 1 1 6,000 253.8 

231 2008/3/11 公務(他に分類されないもの) 1 2 2 15 6 2 1 90,000 9.0 

232 2008/3/11 教育・学習支援業 6 2 1 11 3 2 1 33,000 19.8 

233 2008/3/11 サービス業(他に分類されないもの) 40 1 1 2 3 1 1 3,000 12.0 

234 2008/3/11 公務(他に分類されないもの) 71 2 1 11 3 2 1 33,000 234.3 

235 2008/3/11 公務(他に分類されないもの) 24 1 1 2 6 2 1 12,000 28.8 

236 2008/3/11 情報通信業 2 1 1 2 6 2 1 12,000 2.4 

237 2008/3/12 電気・ガス・熱供給・水道業 105 1 1 2 6 2 1 12,000 126.0 

238 2008/3/12 情報通信業 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

239 2008/3/12 医療・福祉 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

240 2008/3/12 サービス業(他に分類されないもの) 不明 1 1 2 3 1 1 3,000 不明

241 2008/3/12 卸売・小売業 520 1 1 2 6 1 1 6,000 312.0 

242 2008/3/12 卸売・小売業 1107 1 2 6 6 1 1 18,000 1,992.6 

243 2008/3/12 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 1 2 1 2,000 0.2 

244 2008/3/12 金融・保険業 1092 2 2 15 6 2 1 90,000 9,828.0 

245 2008/3/12 教育・学習支援業 618 2 1 11 6 2 1 66,000 4,078.8 

246 2008/3/13 製造業 76 1 1 2 6 1 1 6,000 45.6 

247 2008/3/13 公務(他に分類されないもの) 1 2 1 11 3 2 1 33,000 3.3 

248 2008/3/13 電気・ガス・熱供給・水道業 7 1 1 2 6 2 1 12,000 8.4 

249 2008/3/13 製造業 25 1 1 2 6 1 1 6,000 15.0 

250 2008/3/14 卸売・小売業 不明 2 1 11 6 1 1 33,000 不明

251 2008/3/14 情報通信業 300 1 1 2 3 2 1 6,000 180.0 

252 2008/3/14 公務(他に分類されないもの) 6 1 1 2 6 2 1 12,000 7.2 

253 2008/3/14 公務(他に分類されないもの) 8 1 1 2 6 2 1 12,000 9.6 

254 2008/3/14 公務(他に分類されないもの) 3 1 1 2 3 2 1 6,000 1.8 

255 2008/3/14 電気・ガス・熱供給・水道業 46 1 1 2 1 2 1 2,000 9.2 

256 2008/3/14 金融・保険業 2310 1 1 2 3 2 1 6,000 1,386.0 

257 2008/3/14 金融・保険業 13 1 1 2 6 2 1 12,000 15.6 

258 2008/3/15 金融・保険業 568 1 1 2 3 2 1 6,000 340.8 

259 2008/3/17 情報通信業 4 1 1 2 6 2 1 12,000 4.8 

260 2008/3/17 金融・保険業 4 1 1 2 3 2 1 6,000 2.4 

261 2008/3/18 情報通信業 600 1 1 2 3 2 1 6,000 360.0 

262 2008/3/18 金融・保険業 5515 2 1 11 3 2 1 33,000 18,199.5 

263 2008/3/18 サービス業(他に分類されないもの) 829 2 2 15 6 1 1 45,000 3,730.5 

264 2008/3/18 情報通信業 57069 1 1 2 1 2 1 2,000 11,413.8 

265 2008/3/18 教育・学習支援業 142 2 1 11 3 2 1 33,000 468.6 

266 2008/3/18 不動産業 26 1 1 2 3 1 1 3,000 7.8 

267 2008/3/19 公務(他に分類されないもの) 1 3 1 101 3 2 1 303,000 30.3 

268 2008/3/19 公務(他に分類されないもの) 1 1 2 6 6 2 1 36,000 3.6 

269 2008/3/19 教育・学習支援業 4437 2 1 11 6 2 1 66,000 29,284.2 

270 2008/3/19 サービス業(他に分類されないもの) 7019 1 1 2 6 1 1 6,000 4,211.4 

271 2008/3/19 サービス業(他に分類されないもの) 700 1 1 2 6 1 1 6,000 420.0 
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272 2008/3/19 医療・福祉 840 3 1 101 3 2 1 303,000 25,452.0 

273 2008/3/21 複合サービス事業 279 2 2 15 6 2 1 90,000 2,511.0 

274 2008/3/21 卸売・小売業 15 1 1 2 6 1 1 6,000 9.0 

275 2008/3/21 卸売・小売業 137 1 1 2 1 1 1 1,000 13.7 

276 2008/3/21 金融・保険業 1 1 2 6 6 2 1 36,000 3.6 

277 2008/3/21 金融・保険業 1 1 2 6 3 2 1 18,000 1.8 

278 2008/3/21 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

279 2008/3/21 教育・学習支援業 1 2 1 11 3 2 1 33,000 3.3 

280 2008/3/21 公務(他に分類されないもの) 7 1 1 2 6 2 1 12,000 8.4 

281 2008/3/21 不動産業 938 1 1 2 6 1 1 6,000 562.8 

282 2008/3/21 教育・学習支援業 557 2 1 11 6 2 1 66,000 3,676.2 

283 2008/3/22 金融・保険業 不明 1 1 2 3 2 1 6,000 不明

284 2008/3/24 公務(他に分類されないもの) 1350 1 1 2 3 2 1 6,000 810.0 

285 2008/3/24 教育・学習支援業 35 2 1 11 3 2 1 33,000 115.5 

286 2008/3/24 公務(他に分類されないもの) 264 1 1 2 3 2 1 6,000 158.4 

287 2008/3/24 教育・学習支援業 356 2 1 11 6 2 1 66,000 2,349.6 

288 2008/3/25 金融・保険業 9599 1 2 6 1 2 1 6,000 5,759.4 

289 2008/3/25 公務(他に分類されないもの) 1 3 1 101 6 2 1 606,000 60.6 

290 2008/3/25 公務(他に分類されないもの) 1 1 2 6 3 2 1 18,000 1.8 

291 2008/3/25 金融・保険業 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

292 2008/3/25 金融・保険業 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

293 2008/3/25 金融・保険業 2 1 1 2 3 2 1 6,000 1.2 

294 2008/3/25 金融・保険業 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

295 2008/3/25 金融・保険業 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

296 2008/3/25 金融・保険業 2 1 1 2 3 2 1 6,000 1.2 

297 2008/3/25 公務(他に分類されないもの) 100000 1 1 2 3 2 1 6,000 60,000.0 

298 2008/3/26 情報通信業 186 1 1 2 1 2 1 2,000 37.2 

299 2008/3/26 卸売・小売業 75 1 1 2 6 1 1 6,000 45.0 

300 2008/3/26 公務(他に分類されないもの) 1 2 2 15 6 2 1 90,000 9.0 

301 2008/3/26 医療・福祉 43 1 1 2 3 2 1 6,000 25.8 

302 2008/3/26 卸売・小売業 336 1 1 2 6 1 1 6,000 201.6 

303 2008/3/26 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

304 2008/3/26 電気・ガス・熱供給・水道業 不明 1 1 2 3 2 1 6,000 不明

305 2008/3/26 金融・保険業 1 1 2 6 6 2 1 36,000 3.6 

306 2008/3/26 金融・保険業 1 1 2 6 3 2 1 18,000 1.8 

307 2008/3/27 情報通信業 1041 1 1 2 6 2 1 12,000 1,249.2 

308 2008/3/27 製造業 25500 1 3 26 6 1 1 78,000 198,900.0 

309 2008/3/27 卸売・小売業 71 1 1 2 6 1 1 6,000 42.6 

310 2008/3/27 公務(他に分類されないもの) 31022 1 1 2 6 2 1 12,000 37,226.4 

311 2008/3/28 教育・学習支援業 131 2 1 11 3 2 1 33,000 432.3 

312 2008/3/28 製造業 64 1 1 2 3 1 1 3,000 19.2 

313 2008/3/28 卸売・小売業 41 1 1 2 6 1 1 6,000 24.6 

314 2008/3/28 卸売・小売業 不明 2 1 11 3 1 1 16,500 不明

315 2008/3/28 教育・学習支援業 34 2 1 11 6 2 1 66,000 224.4 

316 2008/3/28 医療・福祉 19 3 1 101 3 2 1 303,000 575.7 

317 2008/3/28 卸売・小売業 74 1 2 6 6 1 1 18,000 133.2 

318 2008/3/29 教育・学習支援業 74 2 1 11 3 2 1 33,000 244.2 

319 2008/3/31 公務(他に分類されないもの) 80 1 1 2 6 2 1 12,000 96.0 

320 2008/3/31 医療・福祉 26 2 1 11 3 2 1 33,000 85.8 

321 2008/3/31 製造業 54 1 1 2 6 1 1 6,000 32.4 

322 2008/3/31 製造業 3040 1 2 6 6 1 1 18,000 5,472.0 

323 2008/4/1 サービス業(他に分類されないもの) 259 1 1 2 6 1 1 6,000 155.4 

324 2008/4/1 サービス業(他に分類されないもの) 130 1 1 2 3 1 1 3,000 39.0 

325 2008/4/1 不動産業 145 1 1 2 1 1 1 1,000 14.5 

326 2008/4/1 情報通信業 7026 1 1 2 6 2 1 12,000 8,431.2 

327 2008/4/1 公務(他に分類されないもの) 2 2 2 15 3 2 1 45,000 9.0 

328 2008/4/1 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

329 2008/4/1 金融・保険業 24 1 2 6 6 2 1 36,000 86.4 

330 2008/4/2 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

331 2008/4/2 公務(他に分類されないもの) 1 3 1 101 6 2 1 606,000 60.6 

332 2008/4/2 公務(他に分類されないもの) 7 1 2 6 6 2 1 36,000 25.2 

333 2008/4/2 公務(他に分類されないもの) 67097 1 1 2 6 2 1 12,000 80,516.4 

334 2008/4/2 電気・ガス・熱供給・水道業 4965 1 2 6 6 2 1 36,000 17,874.0 

335 2008/4/2 情報通信業 12 1 2 6 6 2 1 36,000 43.2 

336 2008/4/2 金融・保険業 232 1 1 2 1 2 1 2,000 46.4 

337 2008/4/3 卸売・小売業 97500 1 3 26 3 1 1 39,000 380,250.0 

338 2008/4/3 製造業 2 1 1 2 3 1 1 3,000 0.6 

339 2008/4/3 公務(他に分類されないもの) 46 1 1 2 3 2 1 6,000 27.6 

340 2008/4/4 飲食店・宿泊業 1750 1 1 2 6 1 1 6,000 1,050.0 
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341 2008/4/4 公務(他に分類されないもの) 165 2 1 11 3 2 1 33,000 544.5 

342 2008/4/4 医療・福祉 137 2 1 11 3 2 1 33,000 452.1 

343 2008/4/4 教育・学習支援業 18006 2 1 11 6 1 1 33,000 59,419.8 

344 2008/4/4 教育・学習支援業 749 2 1 11 6 1 1 33,000 2,471.7 

345 2008/4/4 公務(他に分類されないもの) 208 2 1 11 6 2 1 66,000 1,372.8 

346 2008/4/7 公務(他に分類されないもの) 1 2 2 15 3 2 1 45,000 4.5 

347 2008/4/7 電気・ガス・熱供給・水道業 1 2 2 15 6 2 1 90,000 9.0 

348 2008/4/8 情報通信業 80 1 1 2 3 2 1 6,000 48.0 

349 2008/4/8 金融・保険業 295 2 2 15 6 2 1 90,000 2,655.0 

350 2008/4/8 公務(他に分類されないもの) 38 1 1 2 6 2 1 12,000 45.6 

351 2008/4/8 教育・学習支援業 935 2 1 11 6 2 1 66,000 6,171.0 

352 2008/4/8 公務(他に分類されないもの) 2 1 1 2 6 2 1 12,000 2.4 

353 2008/4/8 教育・学習支援業 527 2 1 11 3 1 1 16,500 869.6 

354 2008/4/9 公務(他に分類されないもの) 1 2 2 15 6 2 1 90,000 9.0 

355 2008/4/9 教育・学習支援業 1150 1 2 6 1 1 1 3,000 345.0 

356 2008/4/10 情報通信業 11 1 1 2 3 2 1 6,000 6.6 

357 2008/4/10 公務(他に分類されないもの) 不明 1 1 2 3 2 1 6,000 不明

358 2008/4/10 電気・ガス・熱供給・水道業 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

359 2008/4/10 公務(他に分類されないもの) 1 2 2 15 3 2 1 45,000 4.5 

360 2008/4/10 教育・学習支援業 113 1 1 2 6 2 1 12,000 135.6 

361 2008/4/10 公務(他に分類されないもの) 4300 1 1 2 6 2 1 12,000 5,160.0 

362 2008/4/10 教育・学習支援業 394 2 1 11 6 2 1 66,000 2,600.4 

363 2008/4/10 教育・学習支援業 165 1 1 2 3 2 1 6,000 99.0 

364 2008/4/11 製造業 179 1 1 2 3 1 1 3,000 53.7 

365 2008/4/11 情報通信業 398 1 1 2 3 2 1 6,000 238.8 

366 2008/4/11 公務(他に分類されないもの) 59 1 1 2 3 2 1 6,000 35.4 

367 2008/4/11 公務(他に分類されないもの) 1 2 2 15 6 2 1 90,000 9.0 

368 2008/4/11 電気・ガス・熱供給・水道業 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

369 2008/4/11 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

370 2008/4/11 教育・学習支援業 不明 1 1 2 3 2 1 6,000 不明

371 2008/4/11 情報通信業 1512 1 2 6 6 2 1 36,000 5,443.2 

372 2008/4/11 公務(他に分類されないもの) 8 1 1 2 6 2 1 12,000 9.6 

373 2008/4/11 教育・学習支援業 28 1 1 2 6 2 1 12,000 33.6 

374 2008/4/11 金融・保険業 52360 2 2 15 3 2 1 45,000 235,620.0 

375 2008/4/11 金融・保険業 5047 2 2 15 3 2 1 45,000 22,711.5 

376 2008/4/11 公務(他に分類されないもの) 不明 1 1 2 3 2 1 6,000 不明

377 2008/4/11 公務(他に分類されないもの) 不明 1 1 2 3 2 1 6,000 不明

378 2008/4/11 公務(他に分類されないもの) 不明 1 1 2 3 2 1 6,000 不明

379 2008/4/11 公務(他に分類されないもの) 122 1 1 2 1 2 1 2,000 24.4 

380 2008/4/11 医療・福祉 17170 2 1 11 3 2 1 33,000 56,661.0 

381 2008/4/11 医療・福祉 31 2 1 11 3 2 1 33,000 102.3 

382 2008/4/14 卸売・小売業 32 1 1 2 1 1 1 1,000 3.2 

383 2008/4/14 製造業 120 1 1 2 3 1 1 3,000 36.0 

384 2008/4/14 公務(他に分類されないもの) 26 1 1 2 3 2 1 6,000 15.6 

385 2008/4/14 公務(他に分類されないもの) 1 2 2 15 6 2 1 90,000 9.0 

386 2008/4/14 教育・学習支援業 105 1 1 2 6 2 1 12,000 126.0 

387 2008/4/15 公務(他に分類されないもの) 1 2 2 15 6 2 1 90,000 9.0 

388 2008/4/15 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

389 2008/4/15 医療・福祉 44 3 1 101 6 2 1 606,000 2,666.4 

390 2008/4/15 金融・保険業 2 2 2 15 6 2 1 90,000 18.0 

391 2008/4/16 建設業 15 1 1 2 3 1 1 3,000 4.5 

392 2008/4/17 複合サービス事業 106 1 1 2 1 2 1 2,000 21.2 

393 2008/4/17 公務(他に分類されないもの) 1 2 2 15 6 2 1 90,000 9.0 

394 2008/4/17 公務(他に分類されないもの) 1 3 1 101 3 2 1 303,000 30.3 

395 2008/4/17 電気・ガス・熱供給・水道業 347 1 1 2 6 2 1 12,000 416.4 

396 2008/4/17 建設業 1 1 1 2 3 1 1 3,000 0.3 

397 2008/4/18 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

398 2008/4/18 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

399 2008/4/18 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

400 2008/4/18 公務(他に分類されないもの) 2 1 1 2 3 2 1 6,000 1.2 

401 2008/4/18 電気・ガス・熱供給・水道業 2 1 1 2 6 2 1 12,000 2.4 

402 2008/4/18 教育・学習支援業 2550 2 1 11 3 1 1 16,500 4,207.5 

403 2008/4/18 公務(他に分類されないもの) 172 1 1 2 6 2 1 12,000 206.4 

404 2008/4/18 金融・保険業 109 1 1 2 3 2 1 6,000 65.4 

405 2008/4/19 公務(他に分類されないもの) 25 1 1 2 6 2 1 12,000 30.0 

406 2008/4/19 教育・学習支援業 8 1 1 2 6 2 1 12,000 9.6 

407 2008/4/20 飲食店・宿泊業 7053 1 1 2 6 1 1 6,000 4,231.8 

408 2008/4/21 金融・保険業 97 1 1 2 3 2 1 6,000 58.2 

409 2008/4/21 不動産業 1 1 1 2 6 1 1 6,000 0.6 
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410 2008/4/21 製造業 30 1 1 2 6 1 1 6,000 18.0 

411 2008/4/22 金融・保険業 21 1 2 6 3 2 1 18,000 37.8 

412 2008/4/22 サービス業(他に分類されないもの) 70 1 1 2 6 1 1 6,000 42.0 

413 2008/4/22 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

414 2008/4/22 教育・学習支援業 8 2 1 11 3 2 1 33,000 26.4 

415 2008/4/23 情報通信業 260 1 1 2 6 2 1 12,000 312.0 

416 2008/4/23 公務(他に分類されないもの) 2 1 1 2 3 2 1 6,000 1.2 

417 2008/4/23 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

418 2008/4/23 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

419 2008/4/23 公務(他に分類されないもの) 7 1 1 2 6 2 1 12,000 8.4 

420 2008/4/24 公務(他に分類されないもの) 4 1 1 2 3 2 1 6,000 2.4 

421 2008/4/24 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

422 2008/4/24 公務(他に分類されないもの) 1 2 1 11 6 2 1 66,000 6.6 

423 2008/4/24 公務(他に分類されないもの) 35 1 1 2 6 2 1 12,000 42.0 

424 2008/4/24 金融・保険業 1107 2 2 15 6 2 1 90,000 9,963.0 

425 2008/4/24 公務(他に分類されないもの) 14791 1 1 2 6 2 1 12,000 17,749.2 

426 2008/4/24 教育・学習支援業 645 1 1 2 3 2 1 6,000 387.0 

427 2008/4/24 卸売・小売業 7748 1 1 2 6 1 1 6,000 4,648.8 

428 2008/4/25 教育・学習支援業 141 2 1 11 3 2 1 33,000 465.3 

429 2008/4/25 金融・保険業 26 3 1 101 6 2 1 606,000 1,575.6 

430 2008/4/25 サービス業(他に分類されないもの) 99 1 1 2 1 1 1 1,000 9.9 

431 2008/4/25 金融・保険業 2 2 2 15 6 2 1 90,000 18.0 

432 2008/4/25 金融・保険業 1 2 2 15 3 2 1 45,000 4.5 

433 2008/4/25 金融・保険業 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

434 2008/4/25 金融・保険業 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

435 2008/4/25 金融・保険業 254677 2 2 15 6 2 1 90,000 2,292,093.0 

436 2008/4/25 建設業 117 1 1 2 6 1 1 6,000 70.2 

437 2008/4/25 医療・福祉 35 1 1 2 3 2 1 6,000 21.0 

438 2008/4/25 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

439 2008/4/25 公務(他に分類されないもの) 646 1 1 2 3 2 1 6,000 387.6 

440 2008/4/25 教育・学習支援業 113 2 1 11 3 2 1 33,000 372.9 

441 2008/4/26 教育・学習支援業 60 1 1 2 3 2 1 6,000 36.0 

442 2008/4/26 建設業 5 1 1 2 3 1 1 3,000 1.5 

443 2008/4/28 金融・保険業 32 1 1 2 1 2 1 2,000 6.4 

444 2008/4/28 教育・学習支援業 不明 2 1 11 6 2 1 66,000 不明

445 2008/4/30 複合サービス事業 16 1 1 2 6 2 1 12,000 19.2 

446 2008/4/30 公務(他に分類されないもの) 4 3 1 101 6 2 1 606,000 242.4 

447 2008/4/30 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

448 2008/4/30 運輸業 17800 1 1 2 6 2 1 12,000 21,360.0 

449 2008/5/1 情報通信業 42 1 1 2 6 2 1 12,000 50.4 

450 2008/5/1 情報通信業 119 1 1 2 1 2 1 2,000 23.8 

451 2008/5/1 医療・福祉 884 2 1 11 3 2 1 33,000 2,917.2 

452 2008/5/1 不動産業 2 1 1 2 3 1 1 3,000 0.6 

453 2008/5/1 不動産業 28 1 1 2 6 1 1 6,000 16.8 

454 2008/5/1 教育・学習支援業 2 1 1 2 3 2 1 6,000 1.2 

455 2008/5/1 教育・学習支援業 701 2 1 11 6 2 1 66,000 4,626.6 

456 2008/5/1 教育・学習支援業 32 1 1 2 6 2 1 12,000 38.4 

457 2008/5/2 公務(他に分類されないもの) 1 1 2 6 6 2 1 36,000 3.6 

458 2008/5/2 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

459 2008/5/2 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

460 2008/5/2 公務(他に分類されないもの) 1 1 2 6 3 2 1 18,000 1.8 

461 2008/5/2 サービス業(他に分類されないもの) 不明 1 1 2 1 1 1 1,000 不明

462 2008/5/7 情報通信業 56 1 1 2 6 2 1 12,000 67.2 

463 2008/5/7 サービス業(他に分類されないもの) 7 1 1 2 3 1 1 3,000 2.1 

464 2008/5/7 卸売・小売業 2 1 1 2 3 1 1 3,000 0.6 

465 2008/5/7 卸売・小売業 100 1 1 2 3 1 1 3,000 30.0 

466 2008/5/7 公務(他に分類されないもの) 1 3 1 101 3 2 1 303,000 30.3 

467 2008/5/8 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

468 2008/5/8 公務(他に分類されないもの) 1 2 1 11 6 2 1 66,000 6.6 

469 2008/5/8 教育・学習支援業 257 1 1 2 1 2 1 2,000 51.4 

470 2008/5/8 電気・ガス・熱供給・水道業 10 1 1 2 6 2 1 12,000 12.0 

471 2008/5/8 公務(他に分類されないもの) 3 2 2 15 6 2 1 90,000 27.0 

472 2008/5/9 公務(他に分類されないもの) 1 2 2 15 6 2 1 90,000 9.0 

473 2008/5/9 サービス業(他に分類されないもの) 1692 1 1 2 3 1 1 3,000 507.6 

474 2008/5/10 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

475 2008/5/12 公務(他に分類されないもの) 1 2 2 15 6 2 1 90,000 9.0 

476 2008/5/12 教育・学習支援業 74 2 1 11 3 2 1 33,000 244.2 

477 2008/5/13 金融・保険業 1772 1 1 2 6 2 1 12,000 2,126.4 

478 2008/5/13 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 
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479 2008/5/13 公務(他に分類されないもの) 1 2 1 11 6 2 1 66,000 6.6 

480 2008/5/13 公務(他に分類されないもの) 1 3 1 101 6 2 1 606,000 60.6 

481 2008/5/13 教育・学習支援業 29 1 1 2 6 2 1 12,000 34.8 

482 2008/5/13 教育・学習支援業 30 2 1 11 3 2 1 33,000 99.0 

483 2008/5/13 金融・保険業 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

484 2008/5/13 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

485 2008/5/13 公務(他に分類されないもの) 7 2 2 15 3 2 1 45,000 31.5 

486 2008/5/13 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

487 2008/5/13 サービス業(他に分類されないもの) 100 1 1 2 1 1 1 1,000 10.0 

488 2008/5/13 公務(他に分類されないもの) 4 1 1 2 3 2 1 6,000 2.4 

489 2008/5/14 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

490 2008/5/14 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

491 2008/5/14 複合サービス事業 18000 1 1 2 6 1 1 6,000 10,800.0 

492 2008/5/14 サービス業(他に分類されないもの) 10 1 1 2 3 1 1 3,000 3.0 

493 2008/5/14 医療・福祉 11 3 1 101 3 2 1 303,000 333.3 

494 2008/5/15 製造業 120 1 1 2 6 1 1 6,000 72.0 

495 2008/5/15 公務(他に分類されないもの) 1 2 2 15 6 2 1 90,000 9.0 

496 2008/5/15 公務(他に分類されないもの) 517 1 1 2 6 2 1 12,000 620.4 

497 2008/5/15 運輸業 1061 1 1 2 6 1 1 6,000 636.6 

498 2008/5/15 情報通信業 244 1 1 2 1 2 1 2,000 48.8 

499 2008/5/15 公務(他に分類されないもの) 73 1 1 2 6 2 1 12,000 87.6 

500 2008/5/15 公務(他に分類されないもの) 259 1 1 2 6 2 1 12,000 310.8 

501 2008/5/15 公務(他に分類されないもの) 2 1 1 2 3 2 1 6,000 1.2 

502 2008/5/15 教育・学習支援業 1656 2 1 11 3 2 1 33,000 5,464.8 

503 2008/5/15 サービス業(他に分類されないもの) 691 1 1 2 3 1 1 3,000 207.3 

504 2008/5/16 サービス業(他に分類されないもの) 2 1 2 6 6 1 1 18,000 3.6 

505 2008/5/16 サービス業(他に分類されないもの) 2 1 2 6 6 1 1 18,000 3.6 

506 2008/5/16 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

507 2008/5/16 電気・ガス・熱供給・水道業 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

508 2008/5/16 教育・学習支援業 260 2 1 11 3 2 1 33,000 858.0 

509 2008/5/16 医療・福祉 31 1 1 2 3 2 1 6,000 18.6 

510 2008/5/16 公務(他に分類されないもの) 192 1 1 2 1 2 1 2,000 38.4 

511 2008/5/19 サービス業(他に分類されないもの) 不明 1 1 2 6 1 1 6,000 不明

512 2008/5/19 公務(他に分類されないもの) 907 1 1 2 3 2 1 6,000 544.2 

513 2008/5/19 公務(他に分類されないもの) 20 1 1 2 3 2 1 6,000 12.0 

514 2008/5/19 公務(他に分類されないもの) 2 1 1 2 1 2 1 2,000 0.4 

515 2008/5/19 教育・学習支援業 8 1 1 2 6 2 1 12,000 9.6 

516 2008/5/19 教育・学習支援業 134 2 1 11 3 2 1 33,000 442.2 

517 2008/5/20 複合サービス事業 2 1 2 6 3 2 1 18,000 3.6 

518 2008/5/20 金融・保険業 37 2 2 15 3 2 1 45,000 166.5 

519 2008/5/20 卸売・小売業 不明 1 3 26 6 1 1 78,000 不明

520 2008/5/20 医療・福祉 22 1 1 2 3 2 1 6,000 13.2 

521 2008/5/20 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

522 2008/5/20 教育・学習支援業 857 1 1 2 6 2 1 12,000 1,028.4 

523 2008/5/20 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

524 2008/5/20 公務(他に分類されないもの) 43 1 1 2 3 2 1 6,000 25.8 

525 2008/5/21 公務(他に分類されないもの) 1 2 2 15 6 2 1 90,000 9.0 

526 2008/5/21 教育・学習支援業 107 2 1 11 3 2 1 33,000 353.1 

527 2008/5/21 製造業 2011 1 1 2 3 1 1 3,000 603.3 

528 2008/5/23 教育・学習支援業 213 2 1 11 3 2 1 33,000 702.9 

529 2008/5/23 不動産業 273 1 1 2 6 1 1 6,000 163.8 

530 2008/5/23 教育・学習支援業 36 2 1 11 3 2 1 33,000 118.8 

531 2008/5/23 公務(他に分類されないもの) 1 3 1 101 6 2 1 606,000 60.6 

532 2008/5/23 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 3 2 2 12,000 1.2 

533 2008/5/23 電気・ガス・熱供給・水道業 500 1 1 2 3 2 1 6,000 300.0 

534 2008/5/23 教育・学習支援業 144 2 1 11 3 2 1 33,000 475.2 

535 2008/5/26 教育・学習支援業 3 1 1 2 3 2 1 6,000 1.8 

536 2008/5/26 金融・保険業 1015 1 2 6 6 2 1 36,000 3,654.0 

537 2008/5/26 サービス業(他に分類されないもの) 3416 1 1 2 6 1 1 6,000 2,049.6 

538 2008/5/27 金融・保険業 91 1 3 26 6 2 1 156,000 1,419.6 

539 2008/5/27 公務(他に分類されないもの) 1 2 2 15 3 2 1 45,000 4.5 

540 2008/5/27 公務(他に分類されないもの) 1 2 2 15 3 2 1 45,000 4.5 

541 2008/5/27 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

542 2008/5/27 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

543 2008/5/27 教育・学習支援業 711 2 1 11 3 2 1 33,000 2,346.3 

544 2008/5/27 金融・保険業 133488 2 2 15 6 2 1 90,000 1,201,392.0 

545 2008/5/28 情報通信業 119 1 1 2 6 2 1 12,000 142.8 

546 2008/5/28 運輸業 97 1 2 6 3 2 1 18,000 174.6 

547 2008/5/28 卸売・小売業 829 1 1 2 1 1 1 1,000 82.9 
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548 2008/5/28 製造業 99 1 1 2 6 1 1 6,000 59.4 

549 2008/5/28 公務(他に分類されないもの) 12 1 1 2 3 2 1 6,000 7.2 

550 2008/5/28 公務(他に分類されないもの) 不明 1 1 2 3 2 1 6,000 不明

551 2008/5/28 公務(他に分類されないもの) 1 3 1 101 3 2 1 303,000 30.3 

552 2008/5/28 教育・学習支援業 35 2 1 11 3 2 1 33,000 115.5 

553 2008/5/28 金融・保険業 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

554 2008/5/28 金融・保険業 2 2 2 15 3 2 1 45,000 9.0 

555 2008/5/28 公務(他に分類されないもの) 667 1 1 2 3 2 1 6,000 400.2 

556 2008/5/28 公務(他に分類されないもの) 97 1 2 6 3 2 1 18,000 174.6 

557 2008/5/28 公務(他に分類されないもの) 37 1 1 2 1 2 1 2,000 7.4 

558 2008/5/29 公務(他に分類されないもの) 61 2 1 11 6 2 1 66,000 402.6 

559 2008/5/29 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

560 2008/5/29 公務(他に分類されないもの) 1 2 2 15 6 2 1 90,000 9.0 

561 2008/5/29 公務(他に分類されないもの) 3 1 2 6 6 2 1 36,000 10.8 

562 2008/5/29 教育・学習支援業 38 1 1 2 3 2 1 6,000 22.8 

563 2008/5/29 サービス業(他に分類されないもの) 8247 1 1 2 1 1 1 1,000 824.7 

564 2008/5/29 金融・保険業 3 1 2 6 3 2 1 18,000 5.4 

565 2008/5/29 金融・保険業 1 1 2 6 6 2 1 36,000 3.6 

566 2008/5/29 医療・福祉 2000 2 1 11 3 2 1 33,000 6,600.0 

567 2008/5/29 金融・保険業 373 2 2 15 6 2 1 90,000 3,357.0 

568 2008/5/30 情報通信業 2248 1 2 6 6 2 1 36,000 8,092.8 

569 2008/5/30 不動産業 119 1 1 2 1 1 1 1,000 11.9 

570 2008/5/30 電気・ガス・熱供給・水道業 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

571 2008/5/30 製造業 1017 1 1 2 6 1 1 6,000 610.2 

572 2008/5/30 金融・保険業 33590 2 2 15 6 2 1 90,000 302,310.0 

573 2008/5/30 公務(他に分類されないもの) 127 1 1 2 3 2 1 6,000 76.2 

574 2008/5/30 公務(他に分類されないもの) 54 1 1 2 3 2 1 6,000 32.4 

575 2008/6/1 公務(他に分類されないもの) 321 1 1 2 3 2 1 6,000 192.6 

576 2008/6/2 情報通信業 39 1 1 2 6 2 1 12,000 46.8 

577 2008/6/2 情報通信業 2 1 1 2 6 2 1 12,000 2.4 

578 2008/6/2 情報通信業 不明 3 1 101 3 2 1 303,000 不明

579 2008/6/2 公務(他に分類されないもの) 62 1 1 2 6 2 1 12,000 74.4 

580 2008/6/2 医療・福祉 14 1 1 2 3 2 1 6,000 8.4 

581 2008/6/2 教育・学習支援業 2670 2 1 11 3 1 1 16,500 4,405.5 

582 2008/6/3 不動産業 93 1 1 2 6 1 1 6,000 55.8 

583 2008/6/3 サービス業(他に分類されないもの) 53 1 1 2 6 1 1 6,000 31.8 

584 2008/6/3 卸売・小売業 27 1 1 2 6 1 1 6,000 16.2 

585 2008/6/3 公務(他に分類されないもの) 4 1 1 2 6 2 1 12,000 4.8 

586 2008/6/3 公務(他に分類されないもの) 1 3 1 101 3 2 1 303,000 30.3 

587 2008/6/3 電気・ガス・熱供給・水道業 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

588 2008/6/3 教育・学習支援業 不明 1 1 2 3 2 1 6,000 不明

589 2008/6/3 金融・保険業 57214 1 2 6 6 2 1 36,000 205,970.4 

590 2008/6/4 情報通信業 不明 1 1 2 3 2 1 6,000 不明

591 2008/6/4 製造業 不明 1 1 2 1 1 1 1,000 不明

592 2008/6/4 不動産業 154 1 1 2 3 1 1 3,000 46.2 

593 2008/6/4 教育・学習支援業 204 2 1 11 3 2 1 33,000 673.2 

594 2008/6/5 情報通信業 439 1 1 2 6 2 1 12,000 526.8 

595 2008/6/5 公務(他に分類されないもの) 1 2 1 11 6 2 1 66,000 6.6 

596 2008/6/5 教育・学習支援業 1200 2 1 11 6 2 1 66,000 7,920.0 

597 2008/6/5 公務(他に分類されないもの) 10 1 1 2 3 2 1 6,000 6.0 

598 2008/6/6 サービス業(他に分類されないもの) 244 1 2 6 3 1 1 9,000 219.6 

599 2008/6/6 卸売・小売業 14317 1 1 2 6 1 1 6,000 8,590.2 

600 2008/6/6 サービス業(他に分類されないもの) 1855 1 1 2 6 1 1 6,000 1,113.0 

601 2008/6/6 サービス業(他に分類されないもの) 336 1 1 2 3 1 1 3,000 100.8 

602 2008/6/6 金融・保険業 1 2 2 15 3 2 1 45,000 4.5 

603 2008/6/6 教育・学習支援業 26 2 1 11 3 2 1 33,000 85.8 

604 2008/6/6 サービス業(他に分類されないもの) 11 1 1 2 3 2 1 6,000 6.6 

605 2008/6/8 情報通信業 15 1 1 2 3 2 1 6,000 9.0 

606 2008/6/9 卸売・小売業 136 1 1 2 6 1 1 6,000 81.6 

607 2008/6/9 公務(他に分類されないもの) 不明 1 1 2 3 2 1 6,000 不明

608 2008/6/9 教育・学習支援業 66 1 1 2 3 2 1 6,000 39.6 

609 2008/6/10 製造業 420 1 1 2 3 1 1 3,000 126.0 

610 2008/6/10 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

611 2008/6/10 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

612 2008/6/10 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

613 2008/6/10 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

614 2008/6/10 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

615 2008/6/10 公務(他に分類されないもの) 1 2 1 11 6 2 1 66,000 6.6 

616 2008/6/10 公務(他に分類されないもの) 1 2 2 15 6 2 1 90,000 9.0 
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617 2008/6/10 情報通信業 15 1 1 2 6 2 1 12,000 18.0 

618 2008/6/11 教育・学習支援業 728 1 1 2 3 2 1 6,000 436.8 

619 2008/6/11 サービス業(他に分類されないもの) 10 3 1 101 6 1 1 303,000 303.0 

620 2008/6/11 公務(他に分類されないもの) 19 1 1 2 6 2 1 12,000 22.8 

621 2008/6/11 公務(他に分類されないもの) 102 1 1 2 1 2 1 2,000 20.4 

622 2008/6/11 教育・学習支援業 60 2 1 11 3 1 1 16,500 99.0 

623 2008/6/12 サービス業(他に分類されないもの) 65 1 1 2 6 1 1 6,000 39.0 

624 2008/6/12 教育・学習支援業 96 1 1 2 3 2 1 6,000 57.6 

625 2008/6/12 林業 50 1 1 2 3 1 1 3,000 15.0 

626 2008/6/12 医療・福祉 23 3 1 101 3 2 1 303,000 696.9 

627 2008/6/13 製造業 240 1 1 2 3 1 1 3,000 72.0 

628 2008/6/13 複合サービス事業 4 1 1 2 6 2 1 12,000 4.8 

629 2008/6/13 公務(他に分類されないもの) 60 1 1 2 6 2 1 12,000 72.0 

630 2008/6/13 公務(他に分類されないもの) 4 1 1 2 3 2 1 6,000 2.4 

631 2008/6/13 卸売・小売業 25986 2 1 11 3 1 1 16,500 42,876.9 

632 2008/6/13 卸売・小売業 12 1 2 6 6 1 1 18,000 21.6 

633 2008/6/13 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

634 2008/6/13 公務(他に分類されないもの) 12 1 1 2 6 2 1 12,000 14.4 

635 2008/6/13 金融・保険業 88000 2 2 15 6 2 1 90,000 792,000.0 

636 2008/6/14 公務(他に分類されないもの) 500 1 1 2 6 2 1 12,000 600.0 

637 2008/6/16 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

638 2008/6/16 医療・福祉 不明 1 1 2 3 2 1 6,000 不明

639 2008/6/16 飲食店・宿泊業 1760 1 1 2 6 1 1 6,000 1,056.0 

640 2008/6/16 サービス業(他に分類されないもの) 500 1 1 2 1 1 1 1,000 50.0 

641 2008/6/16 電気・ガス・熱供給・水道業 323 1 1 2 6 2 1 12,000 387.6 

642 2008/6/17 公務(他に分類されないもの) 2 2 2 15 6 2 1 90,000 18.0 

643 2008/6/17 公務(他に分類されないもの) 1 2 1 11 6 2 1 66,000 6.6 

644 2008/6/17 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

645 2008/6/17 公務(他に分類されないもの) 470 1 1 2 6 2 1 12,000 564.0 

646 2008/6/17 公務(他に分類されないもの) 2000 1 1 2 6 2 1 12,000 2,400.0 

647 2008/6/18 公務(他に分類されないもの) 20 1 1 2 3 2 1 6,000 12.0 

648 2008/6/18 公務(他に分類されないもの) 2228 1 1 2 6 2 1 12,000 2,673.6 

649 2008/6/19 情報通信業 2 1 1 2 3 2 1 6,000 1.2 

650 2008/6/19 公務(他に分類されないもの) 3 2 2 15 6 2 1 90,000 27.0 

651 2008/6/19 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

652 2008/6/19 医療・福祉 1 2 1 11 3 2 1 33,000 3.3 

653 2008/6/19 教育・学習支援業 800 2 1 11 3 1 1 16,500 1,320.0 

654 2008/6/19 医療・福祉 23 2 1 11 3 2 1 33,000 75.9 

655 2008/6/20 電気・ガス・熱供給・水道業 256 1 1 2 6 2 1 12,000 307.2 

656 2008/6/20 サービス業(他に分類されないもの) 不明 1 1 2 1 1 1 1,000 不明

657 2008/6/20 卸売・小売業 15 1 1 2 6 1 1 6,000 9.0 

658 2008/6/20 公務(他に分類されないもの) 3 1 1 2 6 2 1 12,000 3.6 

659 2008/6/20 公務(他に分類されないもの) 22 3 1 101 6 2 1 606,000 1,333.2 

660 2008/6/20 金融・保険業 2 2 2 15 3 2 1 45,000 9.0 

661 2008/6/20 公務(他に分類されないもの) 126 1 1 2 3 2 1 6,000 75.6 

662 2008/6/20 医療・福祉 1 3 1 101 6 2 1 606,000 60.6 

663 2008/6/23 製造業 2000 1 1 2 3 1 1 3,000 600.0 

664 2008/6/24 情報通信業 98 1 1 2 6 2 1 12,000 117.6 

665 2008/6/24 公務(他に分類されないもの) 1 1 2 6 3 2 1 18,000 1.8 

666 2008/6/24 公務(他に分類されないもの) 2 2 2 15 6 2 1 90,000 18.0 

667 2008/6/25 運輸業 196 1 1 2 1 1 1 1,000 19.6 

668 2008/6/25 公務(他に分類されないもの) 140 3 1 101 3 2 1 303,000 4,242.0 

669 2008/6/25 医療・福祉 19 1 1 2 3 2 1 6,000 11.4 

670 2008/6/25 医療・福祉 188 2 1 11 3 2 1 33,000 620.4 

671 2008/6/25 金融・保険業 1 2 2 15 6 2 1 90,000 9.0 

672 2008/6/26 サービス業(他に分類されないもの) 不明 1 1 2 1 1 1 1,000 不明

673 2008/6/26 公務(他に分類されないもの) 21 1 1 2 3 2 1 6,000 12.6 

674 2008/6/26 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

675 2008/6/26 教育・学習支援業 143 2 1 11 3 2 1 33,000 471.9 

676 2008/6/27 運輸業 8834 1 2 6 3 2 1 18,000 15,901.2 

677 2008/6/27 情報通信業 153 1 1 2 6 2 1 12,000 183.6 

678 2008/6/27 情報通信業 152 1 1 2 6 2 1 12,000 182.4 

679 2008/6/27 教育・学習支援業 6 2 1 11 6 2 1 66,000 39.6 

680 2008/6/27 サービス業(他に分類されないもの) 234 1 2 6 6 1 1 18,000 421.2 

681 2008/6/27 医療・福祉 2730 1 1 2 6 2 1 12,000 3,276.0 

682 2008/6/27 電気・ガス・熱供給・水道業 30 1 1 2 3 2 1 6,000 18.0 

683 2008/6/27 公務(他に分類されないもの) 233 1 1 2 3 2 1 6,000 139.8 

684 2008/6/27 金融・保険業 3 1 2 6 6 2 1 36,000 10.8 

685 2008/6/28 公務(他に分類されないもの) 2 1 1 2 3 2 1 6,000 1.2 
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686 2008/6/28 卸売・小売業 253 1 1 2 6 1 1 6,000 151.8 

687 2008/6/30 情報通信業 17 1 1 2 6 2 1 12,000 20.4 

688 2008/6/30 卸売・小売業 116353 1 2 6 6 1 1 18,000 209,435.4 

689 2008/6/30 公務(他に分類されないもの) 1 3 1 101 6 2 1 606,000 60.6 

690 2008/6/30 公務(他に分類されないもの) 1 2 1 11 6 2 1 66,000 6.6 

691 2008/6/30 公務(他に分類されないもの) 4 2 2 15 3 2 1 45,000 18.0 

692 2008/6/30 教育・学習支援業 34 2 1 11 3 2 1 33,000 112.2 

693 2008/6/30 公務(他に分類されないもの) 2676 1 1 2 6 2 1 12,000 3,211.2 

694 2008/6/30 建設業 31 1 2 6 6 1 1 18,000 55.8 

695 2008/7/1 卸売・小売業 197 1 1 2 6 1 1 6,000 118.2 

696 2008/7/1 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

697 2008/7/1 公務(他に分類されないもの) 1 2 2 15 6 2 2 180,000 18.0 

698 2008/7/1 公務(他に分類されないもの) 不明 2 1 11 6 2 1 66,000 不明

699 2008/7/1 公務(他に分類されないもの) 292 1 1 2 6 2 1 12,000 350.4 

700 2008/7/1 金融・保険業 743 1 2 6 6 2 1 36,000 2,674.8 

701 2008/7/1 電気・ガス・熱供給・水道業 19 1 2 6 6 2 1 36,000 68.4 

702 2008/7/2 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

703 2008/7/2 建設業 2 1 1 2 3 1 1 3,000 0.6 

704 2008/7/3 情報通信業 26 1 2 6 6 2 1 36,000 93.6 

705 2008/7/3 製造業 不明 1 1 2 3 1 1 3,000 不明

706 2008/7/4 複合サービス事業 93911 2 2 15 6 2 1 90,000 845,199.0 

707 2008/7/4 医療・福祉 593 3 1 101 3 2 1 303,000 17,967.9 

708 2008/7/5 卸売・小売業 522 1 2 6 6 1 1 18,000 939.6 

709 2008/7/7 複合サービス事業 36242 1 2 6 3 2 1 18,000 65,235.6 

710 2008/7/7 サービス業(他に分類されないもの) 1800 1 1 2 6 1 1 6,000 1,080.0 

711 2008/7/7 公務(他に分類されないもの) 99 1 1 2 1 2 1 2,000 19.8 

712 2008/7/7 公務(他に分類されないもの) 2 1 1 2 6 2 1 12,000 2.4 

713 2008/7/7 金融・保険業 1906 2 2 15 6 2 1 90,000 17,154.0 

714 2008/7/7 サービス業(他に分類されないもの) 488 2 2 15 6 2 1 90,000 4,392.0 

715 2008/7/7 教育・学習支援業 37 2 1 11 3 2 1 33,000 122.1 

716 2008/7/8 情報通信業 226 1 1 2 3 2 1 6,000 135.6 

717 2008/7/8 情報通信業 11 1 1 2 1 2 1 2,000 2.2 

718 2008/7/8 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

719 2008/7/8 公務(他に分類されないもの) 31 1 2 6 3 2 1 18,000 55.8 

720 2008/7/8 公務(他に分類されないもの) 2 1 1 2 1 2 1 2,000 0.4 

721 2008/7/8 教育・学習支援業 不明 1 1 2 6 1 1 6,000 不明

722 2008/7/8 サービス業(他に分類されないもの) 636 1 1 2 1 2 1 2,000 127.2 

723 2008/7/8 公務(他に分類されないもの) 184 1 1 2 3 2 1 6,000 110.4 

724 2008/7/8 教育・学習支援業 1320 2 1 11 3 1 1 16,500 2,178.0 

725 2008/7/9 不動産業 5 1 1 2 3 1 1 3,000 1.5 

726 2008/7/9 公務(他に分類されないもの) 2 2 1 11 6 2 1 66,000 13.2 

727 2008/7/9 情報通信業 25 1 1 2 6 2 1 12,000 30.0 

728 2008/7/10 情報通信業 63 1 1 2 6 2 1 12,000 75.6 

729 2008/7/10 公務(他に分類されないもの) 不明 1 1 2 3 2 1 6,000 不明

730 2008/7/10 医療・福祉 287 2 1 11 3 2 1 33,000 947.1 

731 2008/7/10 医療・福祉 382 2 1 11 3 2 1 33,000 1,260.6 

732 2008/7/11 公務(他に分類されないもの) 3 1 1 2 6 2 1 12,000 3.6 

733 2008/7/11 不動産業 50 1 1 2 3 1 1 3,000 15.0 

734 2008/7/11 サービス業(他に分類されないもの) 不明 3 3 125 3 2 1 375,000 不明

735 2008/7/14 公務(他に分類されないもの) 1 2 1 11 6 2 1 66,000 6.6 

736 2008/7/14 公務(他に分類されないもの) 2 2 2 15 6 2 1 90,000 18.0 

737 2008/7/14 建設業 93 1 1 2 3 1 1 3,000 27.9 

738 2008/7/15 サービス業(他に分類されないもの) 3 1 1 2 6 1 1 6,000 1.8 

739 2008/7/15 サービス業(他に分類されないもの) 不明 1 1 2 3 1 1 3,000 不明

740 2008/7/15 教育・学習支援業 1 2 2 15 3 2 1 45,000 4.5 

741 2008/7/15 金融・保険業 120 2 2 15 6 2 1 90,000 1,080.0 

742 2008/7/15 不動産業 31 1 1 2 3 1 1 3,000 9.3 

743 2008/7/15 公務(他に分類されないもの) 161 1 1 2 6 2 1 12,000 193.2 

744 2008/7/15 教育・学習支援業 不明 2 1 11 3 1 1 16,500 不明

745 2008/7/15 公務(他に分類されないもの) 2 1 1 2 3 2 1 6,000 1.2 

746 2008/7/16 医療・福祉 1 3 1 101 6 2 1 606,000 60.6 

747 2008/7/17 公務(他に分類されないもの) 7 1 1 2 6 2 1 12,000 8.4 

748 2008/7/17 公務(他に分類されないもの) 1 3 1 101 3 2 1 303,000 30.3 

749 2008/7/17 教育・学習支援業 不明 2 1 11 3 2 1 33,000 不明

750 2008/7/17 公務(他に分類されないもの) 43 2 2 15 3 2 1 45,000 193.5 

751 2008/7/17 教育・学習支援業 96 3 1 101 3 1 1 151,500 1,454.4 

752 2008/7/18 医療・福祉 15 1 1 2 6 2 1 12,000 18.0 

753 2008/7/18 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

754 2008/7/18 公務(他に分類されないもの) 1 1 2 6 3 2 1 18,000 1.8 
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755 2008/7/18 サービス業(他に分類されないもの) 不明 1 1 2 3 2 1 6,000 不明

756 2008/7/18 公務(他に分類されないもの) 1 2 2 15 3 2 1 45,000 4.5 

757 2008/7/18 教育・学習支援業 33 2 1 11 3 2 1 33,000 108.9 

758 2008/7/18 医療・福祉 10 2 2 15 3 2 1 45,000 45.0 

759 2008/7/19 複合サービス事業 94 1 1 2 3 1 1 3,000 28.2 

760 2008/7/22 金融・保険業 269350 2 2 15 3 2 1 45,000 1,212,075.0 

761 2008/7/22 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

762 2008/7/22 金融・保険業 116 1 1 2 3 2 1 6,000 69.6 

763 2008/7/22 公務(他に分類されないもの) 3934 1 1 2 6 2 1 12,000 4,720.8 

764 2008/7/22 公務(他に分類されないもの) 3291 1 1 2 6 2 1 12,000 3,949.2 

765 2008/7/22 金融・保険業 369 1 1 2 1 2 1 2,000 73.8 

766 2008/7/22 不動産業 115 1 1 2 3 1 1 3,000 34.5 

767 2008/7/22 教育・学習支援業 500 2 1 11 3 2 1 33,000 1,650.0 

768 2008/7/23 製造業 15 2 1 11 1 1 1 5,500 8.3 

769 2008/7/23 公務(他に分類されないもの) 2 2 2 15 6 2 1 90,000 18.0 

770 2008/7/23 公務(他に分類されないもの) 2 2 1 11 6 2 1 66,000 13.2 

771 2008/7/23 医療・福祉 2063 3 1 101 3 2 1 303,000 62,508.9 

772 2008/7/23 金融・保険業 1 2 2 15 3 2 1 45,000 4.5 

773 2008/7/24 卸売・小売業 28105 1 3 26 1 1 1 13,000 36,536.5 

774 2008/7/24 公務(他に分類されないもの) 1 3 1 101 6 2 1 606,000 60.6 

775 2008/7/24 教育・学習支援業 462 2 1 11 6 2 1 66,000 3,049.2 

776 2008/7/24 公務(他に分類されないもの) 30 1 1 2 1 2 1 2,000 6.0 

777 2008/7/24 公務(他に分類されないもの) 4 2 2 15 6 2 1 90,000 36.0 

778 2008/7/24 サービス業(他に分類されないもの) 453 1 1 2 1 2 1 2,000 90.6 

779 2008/7/24 電気・ガス・熱供給・水道業 43 1 1 2 3 2 1 6,000 25.8 

780 2008/7/24 不動産業 不明 1 1 2 3 1 1 3,000 不明

781 2008/7/25 情報通信業 3 2 1 11 3 2 1 33,000 9.9 

782 2008/7/25 情報通信業 70 1 1 2 1 2 1 2,000 14.0 

783 2008/7/25 サービス業(他に分類されないもの) 不明 1 1 2 3 1 1 3,000 不明

784 2008/7/25 サービス業(他に分類されないもの) 不明 1 1 2 3 1 1 3,000 不明

785 2008/7/25 金融・保険業 4079 1 2 6 6 2 1 36,000 14,684.4 

786 2008/7/25 公務(他に分類されないもの) 12 2 2 15 6 2 1 90,000 108.0 

787 2008/7/26 教育・学習支援業 28 1 1 2 3 2 1 6,000 16.8 

788 2008/7/28 公務(他に分類されないもの) 1 2 1 11 6 2 1 66,000 6.6 

789 2008/7/28 医療・福祉 2 2 1 11 6 2 1 66,000 13.2 

790 2008/7/28 教育・学習支援業 52 2 1 11 1 2 1 11,000 57.2 

791 2008/7/28 サービス業(他に分類されないもの) 454 1 1 2 1 1 1 1,000 45.4 

792 2008/7/29 教育・学習支援業 476 2 1 11 3 2 1 33,000 1,570.8 

793 2008/7/29 教育・学習支援業 26 2 1 11 3 2 1 33,000 85.8 

794 2008/7/29 卸売・小売業 3 1 1 2 6 1 1 6,000 1.8 

795 2008/7/29 医療・福祉 48 2 1 11 3 2 1 33,000 158.4 

796 2008/7/30 公務(他に分類されないもの) 1 2 2 15 6 2 1 90,000 9.0 

797 2008/7/30 公務(他に分類されないもの) 1 3 1 101 6 2 1 606,000 60.6 

798 2008/7/30 教育・学習支援業 不明 1 1 2 3 2 1 6,000 不明

799 2008/7/30 公務(他に分類されないもの) 不明 1 1 2 3 2 1 6,000 不明

800 2008/7/30 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

801 2008/7/30 公務(他に分類されないもの) 1 2 2 15 3 2 1 45,000 4.5 

802 2008/7/30 医療・福祉 327 3 1 101 3 2 1 303,000 9,908.1 

803 2008/7/30 建設業 22 1 1 2 6 1 1 6,000 13.2 

804 2008/7/30 建設業 61 2 2 15 6 1 1 45,000 274.5 

805 2008/7/30 金融・保険業 2 1 2 6 6 2 1 36,000 7.2 

806 2008/7/30 医療・福祉 72 3 1 101 6 2 1 606,000 4,363.2 

807 2008/7/31 情報通信業 7 1 2 6 3 2 1 18,000 12.6 

808 2008/7/31 公務(他に分類されないもの) 2 2 2 15 6 2 1 90,000 18.0 

809 2008/7/31 金融・保険業 1 2 2 15 3 2 1 45,000 4.5 

810 2008/7/31 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

811 2008/7/31 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

812 2008/8/1 サービス業(他に分類されないもの) 不明 1 1 2 6 1 1 6,000 不明

813 2008/8/1 サービス業(他に分類されないもの) 402 1 1 2 6 1 1 6,000 241.2 

814 2008/8/1 サービス業(他に分類されないもの) 6 1 1 2 6 1 1 6,000 3.6 

815 2008/8/1 医療・福祉 1 2 1 11 3 2 1 33,000 3.3 

816 2008/8/1 医療・福祉 1 3 1 101 3 2 1 303,000 30.3 

817 2008/8/2 医療・福祉 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

818 2008/8/2 教育・学習支援業 不明 2 1 11 6 2 1 66,000 不明

819 2008/8/4 情報通信業 29 1 2 6 3 2 1 18,000 52.2 

820 2008/8/4 金融・保険業 3904 1 2 6 3 2 1 18,000 7,027.2 

821 2008/8/4 情報通信業 不明 1 1 2 1 2 1 2,000 不明

822 2008/8/4 公務(他に分類されないもの) 19 1 1 2 6 2 1 12,000 22.8 

823 2008/8/5 複合サービス事業 1230 1 2 6 3 2 1 18,000 2,214.0 
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824 2008/8/6 卸売・小売業 653424 1 3 26 6 1 1 78,000 5,096,707.2 

825 2008/8/6 公務(他に分類されないもの) 2 2 1 11 3 2 1 33,000 6.6 

826 2008/8/6 公務(他に分類されないもの) 1 2 1 11 6 2 1 66,000 6.6 

827 2008/8/6 金融・保険業 3 1 1 2 3 2 1 6,000 1.8 

828 2008/8/6 金融・保険業 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

829 2008/8/6 金融・保険業 2 2 2 15 6 2 1 90,000 18.0 

830 2008/8/6 金融・保険業 9 1 1 2 6 2 1 12,000 10.8 

831 2008/8/6 金融・保険業 5 2 2 15 6 2 1 90,000 45.0 

832 2008/8/6 教育・学習支援業 344 2 1 11 3 2 1 33,000 1,135.2 

833 2008/8/6 教育・学習支援業 1169 1 1 2 3 1 1 3,000 350.7 

834 2008/8/7 サービス業(他に分類されないもの) 不明 1 1 2 1 1 1 1,000 不明

835 2008/8/7 公務(他に分類されないもの) 1 3 1 101 6 2 1 606,000 60.6 

836 2008/8/7 公務(他に分類されないもの) 1 2 1 11 3 2 1 33,000 3.3 

837 2008/8/7 教育・学習支援業 374 2 1 11 6 2 1 66,000 2,468.4 

838 2008/8/8 金融・保険業 2462 1 2 6 3 2 1 18,000 4,431.6 

839 2008/8/8 情報通信業 24 1 1 2 3 2 1 6,000 14.4 

840 2008/8/8 情報通信業 35 1 1 2 3 2 1 6,000 21.0 

841 2008/8/8 公務(他に分類されないもの) 2 2 2 15 3 2 1 45,000 9.0 

842 2008/8/8 医療・福祉 230 3 1 101 3 2 1 303,000 6,969.0 

843 2008/8/8 建設業 1219 1 1 2 6 1 1 6,000 731.4 

844 2008/8/9 卸売・小売業 41 1 2 6 6 1 1 18,000 73.8 

845 2008/8/11 公務(他に分類されないもの) 1 2 2 15 3 2 1 45,000 4.5 

846 2008/8/11 教育・学習支援業 不明 2 1 11 3 1 1 16,500 不明

847 2008/8/11 教育・学習支援業 800 2 1 11 3 2 1 33,000 2,640.0 

848 2008/8/11 医療・福祉 不明 2 1 11 1 2 1 11,000 不明

849 2008/8/12 公務(他に分類されないもの) 7 2 2 15 6 2 1 90,000 63.0 

850 2008/8/12 公務(他に分類されないもの) 15 1 1 2 3 2 1 6,000 9.0 

851 2008/8/12 電気・ガス・熱供給・水道業 28 1 1 2 3 2 1 6,000 16.8 

852 2008/8/13 卸売・小売業 27469 1 2 6 1 1 1 3,000 8,240.7 

853 2008/8/13 教育・学習支援業 123 2 1 11 3 2 1 33,000 405.9 

854 2008/8/13 教育・学習支援業 945 1 2 6 3 2 1 18,000 1,701.0 

855 2008/8/14 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

856 2008/8/14 公務(他に分類されないもの) 9 1 1 2 3 2 1 6,000 5.4 

857 2008/8/14 複合サービス事業 9558 1 1 2 6 2 1 12,000 11,469.6 

858 2008/8/14 医療・福祉 55 1 1 2 3 2 1 6,000 33.0 

859 2008/8/15 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

860 2008/8/15 公務(他に分類されないもの) 14 2 2 15 3 2 1 45,000 63.0 

861 2008/8/15 電気・ガス・熱供給・水道業 247 1 1 2 6 2 1 12,000 296.4 

862 2008/8/15 公務(他に分類されないもの) 6 3 1 101 6 2 1 606,000 363.6 

863 2008/8/18 情報通信業 不明 1 1 2 3 1 1 3,000 不明

864 2008/8/18 運輸業 354 1 1 2 3 1 1 3,000 106.2 

865 2008/8/18 運輸業 16 1 1 2 6 1 1 6,000 9.6 

866 2008/8/18 サービス業(他に分類されないもの) 1449 1 1 2 6 1 1 6,000 869.4 

867 2008/8/19 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

868 2008/8/19 教育・学習支援業 37 2 1 11 3 2 1 33,000 122.1 

869 2008/8/20 金融・保険業 85 2 2 15 3 2 1 45,000 382.5 

870 2008/8/20 金融・保険業 1 2 2 15 6 2 1 90,000 9.0 

871 2008/8/20 公務(他に分類されないもの) 9 1 1 2 3 2 1 6,000 5.4 

872 2008/8/21 電気・ガス・熱供給・水道業 416 1 1 2 6 2 1 12,000 499.2 

873 2008/8/21 サービス業(他に分類されないもの) 180000 1 1 2 3 1 1 3,000 54,000.0 

874 2008/8/21 公務(他に分類されないもの) 3 1 1 2 6 2 1 12,000 3.6 

875 2008/8/21 教育・学習支援業 154 2 1 11 3 2 1 33,000 508.2 

876 2008/8/21 金融・保険業 368 1 1 2 3 2 1 6,000 220.8 

877 2008/8/21 公務(他に分類されないもの) 不明 1 1 2 1 2 1 2,000 不明

878 2008/8/22 医療・福祉 1 2 1 11 6 2 1 66,000 6.6 

879 2008/8/22 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

880 2008/8/22 公務(他に分類されないもの) 2 1 1 2 3 2 1 6,000 1.2 

881 2008/8/22 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

882 2008/8/22 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 1 2 1 2,000 0.2 

883 2008/8/25 建設業 200 1 1 2 3 1 1 3,000 60.0 

884 2008/8/25 教育・学習支援業 1 2 1 11 3 2 1 33,000 3.3 

885 2008/8/26 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

886 2008/8/26 公務(他に分類されないもの) 2 1 1 2 3 2 1 6,000 1.2 

887 2008/8/26 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

888 2008/8/26 公務(他に分類されないもの) 1 2 2 15 3 2 1 45,000 4.5 

889 2008/8/27 医療・福祉 2 3 1 101 6 2 1 606,000 121.2 

890 2008/8/27 サービス業(他に分類されないもの) 695 1 1 2 1 1 1 1,000 69.5 

891 2008/8/28 公務(他に分類されないもの) 113 1 1 2 1 2 1 2,000 22.6 

892 2008/8/28 公務(他に分類されないもの) 1 2 2 15 6 2 1 90,000 9.0 
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893 2008/8/28 教育・学習支援業 212 2 1 11 6 2 1 66,000 1,399.2 

894 2008/8/28 公務(他に分類されないもの) 1043 1 1 2 6 2 1 12,000 1,251.6 

895 2008/8/28 公務(他に分類されないもの) 16 1 1 2 3 2 1 6,000 9.6 

896 2008/8/28 サービス業(他に分類されないもの) 11685 1 1 2 3 2 1 6,000 7,011.0 

897 2008/8/28 教育・学習支援業 819 2 1 11 3 2 1 33,000 2,702.7 

898 2008/8/28 公務(他に分類されないもの) 不明 1 1 2 3 2 1 6,000 不明

899 2008/8/28 公務(他に分類されないもの) 139 3 3 125 3 2 1 375,000 5,212.5 

900 2008/8/29 医療・福祉 400 2 1 11 3 2 1 33,000 1,320.0 

901 2008/8/29 公務(他に分類されないもの) 2 1 1 2 3 2 1 6,000 1.2 

902 2008/8/29 教育・学習支援業 270 1 1 2 3 2 1 6,000 162.0 

903 2008/8/29 金融・保険業 13000 1 1 2 6 2 1 12,000 15,600.0 

904 2008/8/30 医療・福祉 1021 2 1 11 3 2 1 33,000 3,369.3 

905 2008/8/31 教育・学習支援業 36 2 1 11 6 2 1 66,000 237.6 

906 2008/9/1 製造業 18374 1 3 26 6 1 1 78,000 143,317.2 

907 2008/9/1 医療・福祉 不明 3 1 101 3 2 1 303,000 不明

908 2008/9/1 公務(他に分類されないもの) 36 1 1 2 6 2 1 12,000 43.2 

909 2008/9/2 情報通信業 不明 1 1 2 1 2 1 2,000 不明

910 2008/9/2 電気・ガス・熱供給・水道業 2 1 1 2 3 2 1 6,000 1.2 

911 2008/9/3 運輸業 564 1 2 6 6 2 1 36,000 2,030.4 

912 2008/9/3 公務(他に分類されないもの) 6 1 1 2 1 2 1 2,000 1.2 

913 2008/9/3 教育・学習支援業 67 2 1 11 6 2 1 66,000 442.2 

914 2008/9/4 公務(他に分類されないもの) 2 2 1 11 6 2 1 66,000 13.2 

915 2008/9/4 不動産業 50 2 2 15 6 1 1 45,000 225.0 

916 2008/9/5 情報通信業 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

917 2008/9/5 教育・学習支援業 372 2 1 11 3 2 1 33,000 1,227.6 

918 2008/9/5 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 1 2 1 2,000 0.2 

919 2008/9/5 金融・保険業 114023 1 2 6 6 2 1 36,000 410,482.8 

920 2008/9/5 金融・保険業 2 2 2 15 6 2 1 90,000 18.0 

921 2008/9/5 教育・学習支援業 554 2 1 11 3 1 1 16,500 914.1 

922 2008/9/5 不動産業 6 1 1 2 6 1 1 6,000 3.6 

923 2008/9/6 公務(他に分類されないもの) 1 3 1 101 3 2 1 303,000 30.3 

924 2008/9/7 卸売・小売業 132 1 1 2 6 1 1 6,000 79.2 

925 2008/9/8 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

926 2008/9/8 医療・福祉 1 2 1 11 3 2 1 33,000 3.3 

927 2008/9/8 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

928 2008/9/8 公務(他に分類されないもの) 281 2 1 11 6 2 1 66,000 1,854.6 

929 2008/9/8 金融・保険業 3164 1 2 6 3 2 1 18,000 5,695.2

930 2008/9/8 公務(他に分類されないもの) 26 2 2 15 6 2 1 90,000 234.0 

931 2008/9/8 公務(他に分類されないもの) 2 1 2 6 6 2 1 36,000 7.2 

932 2008/9/8 公務(他に分類されないもの) 1 1 2 6 6 2 1 36,000 3.6 

933 2008/9/8 公務(他に分類されないもの) 1 1 2 6 6 2 1 36,000 3.6 

934 2008/9/8 公務(他に分類されないもの) 1 1 2 6 6 2 1 36,000 3.6 

935 2008/9/8 公務(他に分類されないもの) 1 1 2 6 6 2 1 36,000 3.6 

936 2008/9/8 公務(他に分類されないもの) 467 1 1 2 3 2 1 6,000 280.2 

937 2008/9/9 電気・ガス・熱供給・水道業 428 1 1 2 6 2 1 12,000 513.6 

938 2008/9/9 卸売・小売業 46 1 2 6 6 1 1 18,000 82.8 

939 2008/9/9 公務(他に分類されないもの) 2 1 1 2 6 2 1 12,000 2.4 

940 2008/9/9 医療・福祉 2 3 1 101 3 2 1 303,000 60.6 

941 2008/9/10 情報通信業 6813 1 1 2 6 2 1 12,000 8,175.6 

942 2008/9/11 公務(他に分類されないもの) 1 2 1 11 6 2 1 66,000 6.6 

943 2008/9/11 公務(他に分類されないもの) 1 2 2 15 6 2 1 90,000 9.0 

944 2008/9/11 情報通信業 20 1 1 2 1 2 1 2,000 4.0 

945 2008/9/11 サービス業(他に分類されないもの) 75 1 2 6 6 2 1 36,000 270.0 

946 2008/9/12 公務(他に分類されないもの) 15 1 1 2 3 2 1 6,000 9.0 

947 2008/9/12 教育・学習支援業 481 2 1 11 6 2 1 66,000 3,174.6 

948 2008/9/12 公務(他に分類されないもの) 270 2 1 11 3 2 1 33,000 891.0 

949 2008/9/12 卸売・小売業 125 1 1 2 6 1 1 6,000 75.0 

950 2008/9/12 情報通信業 68 1 1 2 6 2 1 12,000 81.6 

951 2008/9/15 建設業 2851 1 1 2 6 1 1 6,000 1,710.6 

952 2008/9/16 サービス業(他に分類されないもの) 317 1 1 2 3 1 1 3,000 95.1 

953 2008/9/16 教育・学習支援業 302 2 1 11 3 2 1 33,000 996.6 

954 2008/9/16 医療・福祉 1 3 1 101 6 2 1 606,000 60.6 

955 2008/9/16 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

956 2008/9/16 教育・学習支援業 150 1 1 2 3 2 2 12,000 180.0 

957 2008/9/17 金融・保険業 2700 2 2 15 3 2 1 45,000 12,150.0 

958 2008/9/17 電気・ガス・熱供給・水道業 48 1 2 6 6 2 1 36,000 172.8 

959 2008/9/18 複合サービス事業 3 2 1 11 3 2 1 33,000 9.9 

960 2008/9/18 公務(他に分類されないもの) 2 1 1 2 3 2 1 6,000 1.2 

961 2008/9/18 公務(他に分類されないもの) 3 2 2 15 3 2 1 45,000 13.5
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962 2008/9/18 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

963 2008/9/18 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

964 2008/9/18 公務(他に分類されないもの) 2 2 2 15 3 2 1 45,000 9.0 

965 2008/9/18 公務(他に分類されないもの) 1 2 1 11 6 2 1 66,000 6.6 

966 2008/9/18 教育・学習支援業 95 2 1 11 6 2 1 66,000 627.0 

967 2008/9/19 サービス業(他に分類されないもの) 不明 1 1 2 3 1 1 3,000 不明

968 2008/9/19 卸売・小売業 31 1 1 2 3 1 1 3,000 9.3 

969 2008/9/19 教育・学習支援業 不明 3 1 101 3 2 1 303,000 不明

970 2008/9/19 教育・学習支援業 217 2 1 11 6 2 1 66,000 1,432.2 

971 2008/9/19 公務(他に分類されないもの) 253 1 1 2 6 2 1 12,000 303.6 

972 2008/9/19 教育・学習支援業 694 2 1 11 3 2 1 33,000 2,290.2 

973 2008/9/20 製造業 32 1 1 2 6 1 1 6,000 19.2 

974 2008/9/20 公務(他に分類されないもの) 55 1 1 2 1 2 1 2,000 11.0 

975 2008/9/20 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

976 2008/9/22 金融・保険業 10 1 2 6 3 2 1 18,000 18.0 

977 2008/9/22 教育・学習支援業 5 1 1 2 3 2 1 6,000 3.0 

978 2008/9/22 公務(他に分類されないもの) 不明 2 2 15 3 2 1 45,000 不明

979 2008/9/22 公務(他に分類されないもの) 不明 2 2 15 3 2 1 45,000 不明

980 2008/9/22 公務(他に分類されないもの) 不明 2 2 15 3 2 1 45,000 不明

981 2008/9/22 公務(他に分類されないもの) 不明 2 2 15 3 2 1 45,000 不明

982 2008/9/22 公務(他に分類されないもの) 2 1 1 2 6 2 1 12,000 2.4 

983 2008/9/24 公務(他に分類されないもの) 1285 2 1 11 3 2 1 33,000 4,240.5 

984 2008/9/24 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

985 2008/9/25 公務(他に分類されないもの) 不明 1 1 2 3 2 1 6,000 不明

986 2008/9/26 金融・保険業 43 2 2 15 6 2 1 90,000 387.0 

987 2008/9/26 情報通信業 不明 1 1 2 3 2 1 6,000 不明

988 2008/9/26 医療・福祉 1 3 1 101 6 2 1 606,000 60.6 

989 2008/9/26 公務(他に分類されないもの) 42 3 3 125 3 2 1 375,000 1,575.0 

990 2008/9/26 公務(他に分類されないもの) 108 1 1 2 6 2 1 12,000 129.6 

991 2008/9/26 サービス業(他に分類されないもの) 50 1 1 2 3 1 1 3,000 15.0 

992 2008/9/29 医療・福祉 不明 2 1 11 6 2 1 66,000 不明

993 2008/9/29 公務(他に分類されないもの) 1 2 1 11 6 2 1 66,000 6.6 

994 2008/9/29 教育・学習支援業 564 2 1 11 6 2 1 66,000 3,722.4 

995 2008/9/29 卸売・小売業 120 1 1 2 6 1 1 6,000 72.0 

996 2008/9/30 複合サービス事業 451 1 2 6 6 2 1 36,000 1,623.6 

997 2008/9/30 製造業 272 1 1 2 1 1 1 1,000 27.2 

998 2008/9/30 公務(他に分類されないもの) 11 1 1 2 6 2 1 12,000 13.2 

999 2008/9/30 医療・福祉 不明 1 1 2 3 2 1 6,000 不明

1000 2008/9/30 金融・保険業 740 1 2 6 6 2 1 36,000 2,664.0 

1001 2008/10/1 情報通信業 128 1 1 2 6 2 1 12,000 153.6 

1002 2008/10/1 サービス業(他に分類されないもの) 89 1 1 2 3 1 1 3,000 26.7 

1003 2008/10/1 公務(他に分類されないもの) 不明 2 2 15 3 2 1 45,000 不明

1004 2008/10/1 金融・保険業 1 2 2 15 3 2 1 45,000 4.5 

1005 2008/10/1 医療・福祉 88 2 1 11 3 2 1 33,000 290.4 

1006 2008/10/1 公務(他に分類されないもの) 1 2 2 15 6 2 1 90,000 9.0 

1007 2008/10/1 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

1008 2008/10/1 公務(他に分類されないもの) 448 1 1 2 6 2 1 12,000 537.6 

1009 2008/10/2 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

1010 2008/10/2 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

1011 2008/10/2 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

1012 2008/10/2 建設業 22 1 1 2 1 1 1 1,000 2.2 

1013 2008/10/2 公務(他に分類されないもの) 不明 3 3 125 3 2 1 375,000 不明

1014 2008/10/2 電気・ガス・熱供給・水道業 5 1 1 2 6 2 1 12,000 6.0 

1015 2008/10/3 建設業 5 1 1 2 6 1 1 6,000 3.0 

1016 2008/10/3 公務(他に分類されないもの) 2 1 1 2 6 2 1 12,000 2.4 

1017 2008/10/3 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

1018 2008/10/3 公務(他に分類されないもの) 不明 2 2 15 3 2 1 45,000 不明

1019 2008/10/3 公務(他に分類されないもの) 1 1 2 6 3 2 1 18,000 1.8 

1020 2008/10/3 公務(他に分類されないもの) 226 1 1 2 6 2 1 12,000 271.2 

1021 2008/10/3 金融・保険業 1 1 2 6 6 2 1 36,000 3.6 

1022 2008/10/4 公務(他に分類されないもの) 4 1 1 2 6 2 1 12,000 4.8 

1023 2008/10/6 卸売・小売業 792 1 2 6 3 1 1 9,000 712.8 

1024 2008/10/6 公務(他に分類されないもの) 1 2 2 15 3 2 1 45,000 4.5 

1025 2008/10/6 医療・福祉 280 3 1 101 3 2 1 303,000 8,484.0 

1026 2008/10/6 金融・保険業 209 1 2 6 6 2 1 36,000 752.4 

1027 2008/10/6 金融・保険業 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

1028 2008/10/6 金融・保険業 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

1029 2008/10/6 医療・福祉 1 3 1 101 3 2 1 303,000 30.3 

1030 2008/10/6 教育・学習支援業 654 1 1 2 3 1 1 3,000 196.2 
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1031 2008/10/7 医療・福祉 1 2 1 11 3 2 1 33,000 3.3 

1032 2008/10/7 教育・学習支援業 不明 2 1 11 3 2 1 33,000 不明

1033 2008/10/7 金融・保険業 19775 2 2 15 3 2 1 45,000 88,987.5 

1034 2008/10/8 公務(他に分類されないもの) 3 3 1 101 6 2 1 606,000 181.8 

1035 2008/10/8 医療・福祉 22 1 1 2 3 2 1 6,000 13.2 

1036 2008/10/8 医療・福祉 3 1 1 2 6 2 1 12,000 3.6 

1037 2008/10/8 教育・学習支援業 24 1 1 2 3 2 1 6,000 14.4 

1038 2008/10/9 複合サービス事業 1 2 1 11 3 2 1 33,000 3.3 

1039 2008/10/9 複合サービス事業 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

1040 2008/10/9 複合サービス事業 1 2 2 15 6 2 1 90,000 9.0 

1041 2008/10/9 複合サービス事業 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

1042 2008/10/9 複合サービス事業 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

1043 2008/10/9 運輸業 375 1 2 6 3 2 1 18,000 675.0 

1044 2008/10/9 情報通信業 6 1 2 6 6 2 1 36,000 21.6 

1045 2008/10/9 卸売・小売業 22 1 1 2 6 1 1 6,000 13.2 

1046 2008/10/9 不動産業 15 1 1 2 3 1 1 3,000 4.5 

1047 2008/10/9 公務(他に分類されないもの) 1 3 1 101 6 2 1 606,000 60.6 

1048 2008/10/9 公務(他に分類されないもの) 1 3 1 101 6 2 1 606,000 60.6 

1049 2008/10/9 教育・学習支援業 3000 1 1 2 6 1 1 6,000 1,800.0 

1050 2008/10/10 情報通信業 12 1 1 2 6 2 1 12,000 14.4 

1051 2008/10/10 情報通信業 1 2 1 11 6 2 1 66,000 6.6 

1052 2008/10/10 卸売・小売業 333 1 2 6 3 1 1 9,000 299.7 

1053 2008/10/10 公務(他に分類されないもの) 57 1 1 2 6 2 1 12,000 68.4 

1054 2008/10/10 サービス業(他に分類されないもの) 128 1 1 2 6 1 1 6,000 76.8 

1055 2008/10/10 情報通信業 16 1 1 2 6 2 1 12,000 19.2 

1056 2008/10/10 建設業 299 1 1 2 3 1 1 3,000 89.7 

1057 2008/10/10 教育・学習支援業 4666 2 1 11 6 1 1 33,000 15,397.8 

1058 2008/10/12 公務(他に分類されないもの) 1 3 1 101 6 2 1 606,000 60.6 

1059 2008/10/13 教育・学習支援業 31 1 1 2 3 2 1 6,000 18.6 

1060 2008/10/14 情報通信業 87 1 1 2 1 2 1 2,000 17.4 

1061 2008/10/14 卸売・小売業 12 1 2 6 3 1 1 9,000 10.8 

1062 2008/10/14 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

1063 2008/10/15 公務(他に分類されないもの) 2 1 1 2 6 2 1 12,000 2.4 

1064 2008/10/16 公務(他に分類されないもの) 1 2 2 15 6 2 1 90,000 9.0 

1065 2008/10/16 医療・福祉 364 2 1 11 6 2 1 66,000 2,402.4 

1066 2008/10/16 不動産業 150 1 1 2 3 1 1 3,000 45.0 

1067 2008/10/17 情報通信業 110 2 1 11 6 2 1 66,000 726.0 

1068 2008/10/17 医療・福祉 1 2 1 11 6 2 1 66,000 6.6 

1069 2008/10/17 教育・学習支援業 1566 2 1 11 3 2 1 33,000 5,167.8 

1070 2008/10/17 公務(他に分類されないもの) 2 1 2 6 6 2 1 36,000 7.2 

1071 2008/10/20 電気・ガス・熱供給・水道業 621 1 1 2 6 2 1 12,000 745.2 

1072 2008/10/20 教育・学習支援業 20 2 1 11 6 2 1 66,000 132.0 

1073 2008/10/20 医療・福祉 86 3 1 101 3 2 1 303,000 2,605.8 

1074 2008/10/20 医療・福祉 15 2 1 11 3 2 1 33,000 49.5 

1075 2008/10/20 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

1076 2008/10/21 建設業 2951 1 1 2 6 1 1 6,000 1,770.6 

1077 2008/10/21 教育・学習支援業 300 2 1 11 6 2 1 66,000 1,980.0 

1078 2008/10/21 公務(他に分類されないもの) 262781 1 1 2 6 2 1 12,000 315,337.2 

1079 2008/10/21 公務(他に分類されないもの) 995023 1 1 2 6 2 1 12,000 1,194,027.6 

1080 2008/10/21 公務(他に分類されないもの) 213443 1 1 2 6 2 1 12,000 256,131.6 

1081 2008/10/21 公務(他に分類されないもの) 766356 1 1 2 6 2 1 12,000 919,627.2 

1082 2008/10/21 公務(他に分類されないもの) 291338 1 1 2 6 2 1 12,000 349,605.6 

1083 2008/10/21 医療・福祉 136 2 1 11 3 2 1 33,000 448.8 

1084 2008/10/22 情報通信業 63 1 1 2 6 2 1 12,000 75.6 

1085 2008/10/22 情報通信業 37 1 1 2 3 2 1 6,000 22.2 

1086 2008/10/22 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

1087 2008/10/22 教育・学習支援業 701 2 1 11 6 2 1 66,000 4,626.6 

1088 2008/10/24 卸売・小売業 不明 1 1 2 3 1 1 3,000 不明

1089 2008/10/24 公務(他に分類されないもの) 2 1 1 2 6 2 1 12,000 2.4 

1090 2008/10/24 公務(他に分類されないもの) 1 1 2 6 6 2 1 36,000 3.6 

1091 2008/10/24 医療・福祉 40 1 1 2 3 2 1 6,000 24.0 

1092 2008/10/24 公務(他に分類されないもの) 8 1 1 2 3 2 1 6,000 4.8 

1093 2008/10/24 公務(他に分類されないもの) 23 1 1 2 1 2 1 2,000 4.6 

1094 2008/10/24 公務(他に分類されないもの) 1 2 2 15 3 2 1 45,000 4.5 

1095 2008/10/24 公務(他に分類されないもの) 29 1 1 2 6 2 1 12,000 34.8 

1096 2008/10/25 公務(他に分類されないもの) 2 1 1 2 6 2 1 12,000 2.4 

1097 2008/10/27 教育・学習支援業 不明 2 1 11 3 2 1 33,000 不明

1098 2008/10/27 金融・保険業 2045 1 1 2 6 2 1 12,000 2,454.0 

1099 2008/10/28 卸売・小売業 不明 1 1 2 6 1 1 6,000 不明
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1100 2008/10/28 公務(他に分類されないもの) 1 2 1 11 6 2 1 66,000 6.6 

1101 2008/10/28 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

1102 2008/10/28 公務(他に分類されないもの) 59 1 1 2 3 2 1 6,000 35.4 

1103 2008/10/29 情報通信業 21 1 1 2 6 2 1 12,000 25.2 

1104 2008/10/29 公務(他に分類されないもの) 3 3 1 101 3 2 1 303,000 90.9 

1105 2008/10/29 金融・保険業 86000 2 2 15 6 2 1 90,000 774,000.0 

1106 2008/10/29 公務(他に分類されないもの) 16 1 1 2 1 2 1 2,000 3.2 

1107 2008/10/29 卸売・小売業 104 1 1 2 1 1 1 1,000 10.4 

1108 2008/10/30 公務(他に分類されないもの) 2 1 1 2 3 2 1 6,000 1.2 

1109 2008/10/30 公務(他に分類されないもの) 1 3 1 101 3 2 1 303,000 30.3 

1110 2008/10/30 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

1111 2008/10/30 サービス業(他に分類されないもの) 6 1 2 6 6 1 1 18,000 10.8 

1112 2008/10/30 金融・保険業 1 1 2 6 6 2 1 36,000 3.6 

1113 2008/10/30 金融・保険業 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

1114 2008/10/30 金融・保険業 37 1 2 6 6 2 1 36,000 133.2 

1115 2008/10/31 情報通信業 232970 2 2 15 1 2 1 15,000 349,455.0 

1116 2008/10/31 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

1117 2008/10/31 医療・福祉 10 3 1 101 3 2 1 303,000 303.0 

1118 2008/10/31 医療・福祉 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

1119 2008/10/31 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

1120 2008/10/31 金融・保険業 130 3 1 101 6 2 1 606,000 7,878.0 

1121 2008/10/31 公務(他に分類されないもの) 7 1 1 2 6 2 1 12,000 8.4 

1122 2008/10/31 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

1123 2008/10/31 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

1124 2008/10/31 公務(他に分類されないもの) 4 1 1 2 3 2 1 6,000 2.4 

1125 2008/11/2 医療・福祉 18000 1 1 2 6 2 1 12,000 21,600.0 

1126 2008/11/3 卸売・小売業 141 1 1 2 6 1 1 6,000 84.6 

1127 2008/11/4 情報通信業 208 1 1 2 3 2 1 6,000 124.8 

1128 2008/11/4 情報通信業 115 1 1 2 6 2 1 12,000 138.0 

1129 2008/11/4 サービス業(他に分類されないもの) 299 1 1 2 3 1 1 3,000 89.7 

1130 2008/11/4 医療・福祉 不明 1 1 2 6 2 1 12,000 不明

1131 2008/11/5 サービス業(他に分類されないもの) 470 1 1 2 1 1 1 1,000 47.0 

1132 2008/11/5 公務(他に分類されないもの) 3 1 1 2 3 2 1 6,000 1.8 

1133 2008/11/5 教育・学習支援業 24 1 1 2 6 2 1 12,000 28.8 

1134 2008/11/5 教育・学習支援業 15 1 1 2 6 2 1 12,000 18.0 

1135 2008/11/5 医療・福祉 80 1 1 2 6 2 1 12,000 96.0 

1136 2008/11/6 不動産業 63 1 1 2 1 1 1 1,000 6.3 

1137 2008/11/6 卸売・小売業 101 1 1 2 6 1 1 6,000 60.6 

1138 2008/11/6 金融・保険業 2343 2 2 15 3 2 1 45,000 10,543.5 

1139 2008/11/6 教育・学習支援業 26 1 1 2 6 2 1 12,000 31.2 

1140 2008/11/6 情報通信業 不明 1 1 2 3 2 1 6,000 不明

1141 2008/11/7 情報通信業 3 1 2 6 6 2 1 36,000 10.8 

1142 2008/11/7 卸売・小売業 不明 1 1 2 6 1 1 6,000 不明

1143 2008/11/7 建設業 不明 1 1 2 3 1 1 3,000 不明

1144 2008/11/7 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

1145 2008/11/7 教育・学習支援業 39 1 1 2 6 2 1 12,000 46.8 

1146 2008/11/7 教育・学習支援業 35 1 1 2 6 2 1 12,000 42.0 

1147 2008/11/7 教育・学習支援業 34 1 1 2 6 2 1 12,000 40.8 

1148 2008/11/7 教育・学習支援業 34 1 1 2 6 2 1 12,000 40.8 

1149 2008/11/7 教育・学習支援業 26 1 1 2 6 2 1 12,000 31.2 

1150 2008/11/7 公務(他に分類されないもの) 71 1 1 2 1 2 1 2,000 14.2 

1151 2008/11/7 教育・学習支援業 32 1 1 2 6 2 1 12,000 38.4 

1152 2008/11/7 教育・学習支援業 30 1 1 2 6 2 1 12,000 36.0 

1153 2008/11/7 教育・学習支援業 70 1 1 2 6 2 1 12,000 84.0 

1154 2008/11/8 教育・学習支援業 不明 2 1 11 3 1 1 16,500 不明

1155 2008/11/10 情報通信業 200 2 1 11 3 2 1 33,000 660.0 

1156 2008/11/10 教育・学習支援業 32 2 1 11 6 2 1 66,000 211.2 

1157 2008/11/10 情報通信業 760 1 1 2 1 1 1 1,000 76.0 

1158 2008/11/10 教育・学習支援業 31 1 1 2 6 2 1 12,000 37.2 

1159 2008/11/10 公務(他に分類されないもの) 11 1 1 2 6 2 1 12,000 13.2 

1160 2008/11/10 教育・学習支援業 4 1 1 2 6 2 1 12,000 4.8 

1161 2008/11/10 情報通信業 3 1 1 2 6 2 1 12,000 3.6 

1162 2008/11/11 公務(他に分類されないもの) 1 2 1 11 3 2 1 33,000 3.3 

1163 2008/11/11 公務(他に分類されないもの) 110000 2 2 15 6 2 1 90,000 990,000.0 

1164 2008/11/11 運輸業 79 1 2 6 3 1 1 9,000 71.1 

1165 2008/11/11 教育・学習支援業 40 1 1 2 6 2 1 12,000 48.0 

1166 2008/11/12 情報通信業 16 1 1 2 6 2 1 12,000 19.2 

1167 2008/11/12 金融・保険業 187 2 2 15 6 2 1 90,000 1,683.0

1168 2008/11/12 教育・学習支援業 176 1 1 2 6 2 1 12,000 211.2 
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1169 2008/11/12 公務(他に分類されないもの) 1 2 1 11 3 2 1 33,000 3.3 

1170 2008/11/12 サービス業(他に分類されないもの) 12889 1 1 2 6 1 1 6,000 7,733.4 

1171 2008/11/12 教育・学習支援業 41 1 1 2 6 2 1 12,000 49.2 

1172 2008/11/12 医療・福祉 250 2 1 11 6 2 1 66,000 1,650.0 

1173 2008/11/12 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

1174 2008/11/13 情報通信業 不明 1 1 2 3 1 1 3,000 不明

1175 2008/11/13 情報通信業 3 1 2 6 3 2 1 18,000 5.4 

1176 2008/11/13 不動産業 309 1 1 2 3 1 1 3,000 92.7 

1177 2008/11/13 公務(他に分類されないもの) 3 1 1 2 3 2 1 6,000 1.8 

1178 2008/11/13 サービス業(他に分類されないもの) 不明 2 2 15 3 2 1 45,000 不明

1179 2008/11/13 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

1180 2008/11/14 公務(他に分類されないもの) 32 1 1 2 1 2 1 2,000 6.4 

1181 2008/11/14 建設業 225 1 1 2 6 1 1 6,000 135.0 

1182 2008/11/14 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

1183 2008/11/14 教育・学習支援業 27 1 1 2 3 2 1 6,000 16.2 

1184 2008/11/15 教育・学習支援業 3198 1 1 2 6 1 1 6,000 1,918.8 

1185 2008/11/15 公務(他に分類されないもの) 5 1 1 2 3 2 1 6,000 3.0 

1186 2008/11/17 金融・保険業 480 2 2 15 6 2 1 90,000 4,320.0 

1187 2008/11/17 教育・学習支援業 15 1 1 2 6 2 1 12,000 18.0 

1188 2008/11/17 教育・学習支援業 428 2 1 11 3 1 1 16,500 706.2 

1189 2008/11/17 公務(他に分類されないもの) 4 1 1 2 6 2 1 12,000 4.8 

1190 2008/11/17 教育・学習支援業 38 1 1 2 6 2 1 12,000 45.6 

1191 2008/11/17 教育・学習支援業 9 1 1 2 6 2 1 12,000 10.8 

1192 2008/11/17 金融・保険業 12083 2 2 15 6 2 1 90,000 108,747.0 

1193 2008/11/17 公務(他に分類されないもの) 30 1 1 2 6 2 1 12,000 36.0 

1194 2008/11/17 不動産業 22 1 1 2 3 1 1 3,000 6.6 

1195 2008/11/18 公務(他に分類されないもの) 1 2 2 15 6 2 1 90,000 9.0 

1196 2008/11/18 金融・保険業 不明 1 2 6 3 2 1 18,000 不明

1197 2008/11/19 電気・ガス・熱供給・水道業 119 1 1 2 6 2 1 12,000 142.8 

1198 2008/11/19 不動産業 14 1 1 2 3 1 1 3,000 4.2 

1199 2008/11/19 金融・保険業 110 2 2 15 6 2 1 90,000 990.0 

1200 2008/11/20 医療・福祉 49 2 1 11 6 2 1 66,000 323.4 

1201 2008/11/20 公務(他に分類されないもの) 51 1 1 2 1 2 1 2,000 10.2 

1202 2008/11/20 金融・保険業 1 2 2 15 6 2 1 90,000 9.0 

1203 2008/11/21 サービス業(他に分類されないもの) 12000 1 1 2 6 1 1 6,000 7,200.0 

1204 2008/11/21 電気・ガス・熱供給・水道業 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

1205 2008/11/21 公務(他に分類されないもの) 114 1 1 2 6 2 1 12,000 136.8 

1206 2008/11/21 教育・学習支援業 173 2 1 11 3 2 1 33,000 570.9 

1207 2008/11/21 金融・保険業 349827 2 2 15 3 2 1 45,000 1,574,221.5 

1208 2008/11/21 電気・ガス・熱供給・水道業 29 1 1 2 6 2 1 12,000 34.8 

1209 2008/11/21 公務(他に分類されないもの) 58 1 1 2 3 2 1 6,000 34.8 

1210 2008/11/21 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

1211 2008/11/21 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

1212 2008/11/21 サービス業(他に分類されないもの) 400 1 1 2 3 1 1 3,000 120.0 

1213 2008/11/22 卸売・小売業 43 1 1 2 1 1 1 1,000 4.3 

1214 2008/11/23 情報通信業 82 1 1 2 6 2 1 12,000 98.4 

1215 2008/11/25 卸売・小売業 30 1 2 6 3 1 1 9,000 27.0 

1216 2008/11/25 製造業 600 1 1 2 1 1 1 1,000 60.0 

1217 2008/11/25 公務(他に分類されないもの) 2 3 1 101 3 2 1 303,000 60.6 

1218 2008/11/25 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

1219 2008/11/25 サービス業(他に分類されないもの) 583 1 1 2 6 1 1 6,000 349.8 

1220 2008/11/25 情報通信業 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

1221 2008/11/26 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

1222 2008/11/26 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

1223 2008/11/26 教育・学習支援業 950 2 2 15 3 2 1 45,000 4,275.0 

1224 2008/11/26 金融・保険業 17386 2 2 15 3 2 1 45,000 78,237.0 

1225 2008/11/27 金融・保険業 8650 2 2 15 3 2 1 45,000 38,925.0 

1226 2008/11/27 公務(他に分類されないもの) 7 1 1 2 6 2 1 12,000 8.4 

1227 2008/11/27 金融・保険業 1 1 2 6 3 2 1 18,000 1.8 

1228 2008/11/28 金融・保険業 1 2 2 15 6 2 1 90,000 9.0 

1229 2008/11/28 公務(他に分類されないもの) 不明 1 1 2 3 2 1 6,000 不明

1230 2008/11/28 公務(他に分類されないもの) 300 1 1 2 6 2 1 12,000 360.0 

1231 2008/12/1 公務(他に分類されないもの) 62 1 1 2 3 2 1 6,000 37.2 

1232 2008/12/2 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

1233 2008/12/2 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

1234 2008/12/2 情報通信業 3 1 1 2 6 2 1 12,000 3.6 

1235 2008/12/2 運輸業 120000 2 1 11 6 2 1 66,000 792,000.0 

1236 2008/12/2 運輸業 101 2 1 11 6 2 1 66,000 666.6 

1237 2008/12/2 医療・福祉 112 1 2 6 3 2 1 18,000 201.6 
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1238 2008/12/3 公務(他に分類されないもの) 2 1 1 2 3 2 1 6,000 1.2 

1239 2008/12/3 教育・学習支援業 39 1 1 2 3 2 1 6,000 23.4 

1240 2008/12/4 運輸業 1100 1 2 6 3 2 1 18,000 1,980.0 

1241 2008/12/5 運輸業 17800 1 2 6 3 2 1 18,000 32,040.0 

1242 2008/12/6 運輸業 300 1 2 6 3 2 1 18,000 540.0 

1243 2008/12/7 運輸業 100 1 2 6 3 2 1 18,000 180.0 

1244 2008/12/8 運輸業 2 1 2 6 3 2 1 18,000 3.6 

1245 2008/12/9 運輸業 16 1 2 6 3 2 1 18,000 28.8 

1246 2008/12/10 運輸業 5500 1 2 6 3 2 1 18,000 9,900.0 

1247 2008/12/11 運輸業 1200 1 2 6 3 2 1 18,000 2,160.0 

1248 2008/12/12 運輸業 7200 1 2 6 3 2 1 18,000 12,960.0 

1249 2008/12/13 運輸業 1600 1 2 6 3 2 1 18,000 2,880.0 

1250 2008/12/4 公務(他に分類されないもの) 2 1 1 2 3 2 1 6,000 1.2 

1251 2008/12/4 教育・学習支援業 1438 3 1 101 3 1 1 151,500 21,785.7 

1252 2008/12/5 飲食店・宿泊業 145052 1 1 2 3 1 1 3,000 43,515.6 

1253 2008/12/5 情報通信業 615 1 1 2 1 2 1 2,000 123.0 

1254 2008/12/5 卸売・小売業 2500 1 1 2 6 1 1 6,000 1,500.0 

1255 2008/12/5 公務(他に分類されないもの) 682 1 1 2 6 2 1 12,000 818.4 

1256 2008/12/5 教育・学習支援業 54 2 1 11 3 2 1 33,000 178.2 

1257 2008/12/8 卸売・小売業 2 1 1 2 6 1 1 6,000 1.2 

1258 2008/12/8 医療・福祉 370 3 1 101 6 2 1 606,000 22,422.0 

1259 2008/12/8 卸売・小売業 590 2 1 11 6 1 1 33,000 1,947.0 

1260 2008/12/8 公務(他に分類されないもの) 1 3 1 101 3 2 1 303,000 30.3 

1261 2008/12/8 公務(他に分類されないもの) 31 1 1 2 6 2 1 12,000 37.2 

1262 2008/12/8 金融・保険業 704 1 2 6 6 2 1 36,000 2,534.4 

1263 2008/12/8 金融・保険業 367 2 2 15 3 2 1 45,000 1,651.5 

1264 2008/12/8 金融・保険業 208 2 2 15 3 2 1 45,000 936.0 

1265 2008/12/8 金融・保険業 18 2 2 15 3 2 1 45,000 81.0 

1266 2008/12/8 金融・保険業 7 2 2 15 3 2 1 45,000 31.5 

1267 2008/12/9 情報通信業 100 1 1 2 1 2 1 2,000 20.0 

1268 2008/12/9 サービス業(他に分類されないもの) 9 2 1 11 3 1 1 16,500 14.9 

1269 2008/12/9 公務(他に分類されないもの) 4 1 2 6 6 2 1 36,000 14.4 

1270 2008/12/9 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

1271 2008/12/9 金融・保険業 1608 1 2 6 6 2 1 36,000 5,788.8 

1272 2008/12/10 情報通信業 1 1 2 6 6 2 1 36,000 3.6 

1273 2008/12/10 教育・学習支援業 951 2 1 11 6 1 1 33,000 3,138.3 

1274 2008/12/10 医療・福祉 92 1 1 2 6 2 1 12,000 110.4 

1275 2008/12/11 教育・学習支援業 65 1 1 2 6 1 1 6,000 39.0 

1276 2008/12/11 金融・保険業 277 2 2 15 6 2 1 90,000 2,493.0 

1277 2008/12/12 情報通信業 4594 1 1 2 6 2 1 12,000 5,512.8 

1278 2008/12/12 情報通信業 不明 1 1 2 3 2 1 6,000 不明

1279 2008/12/12 公務(他に分類されないもの) 13 1 1 2 3 2 1 6,000 7.8 

1280 2008/12/12 公務(他に分類されないもの) 不明 3 1 101 3 2 1 303,000 不明

1281 2008/12/12 医療・福祉 300 2 1 11 3 2 1 33,000 990.0 

1282 2008/12/15 建設業 285 1 1 2 6 1 1 6,000 171.0 

1283 2008/12/15 公務(他に分類されないもの) 1 3 1 101 3 2 1 303,000 30.3 

1284 2008/12/15 公務(他に分類されないもの) 30 1 1 2 6 2 1 12,000 36.0 

1285 2008/12/16 運輸業 4900 1 2 6 3 2 1 18,000 8,820.0 

1286 2008/12/16 運輸業 200 1 2 6 3 1 1 9,000 180.0 

1287 2008/12/16 運輸業 4200 1 2 6 3 1 1 9,000 3,780.0 

1288 2008/12/16 運輸業 400 1 2 6 3 1 1 9,000 360.0 

1289 2008/12/16 運輸業 10600 1 2 6 3 1 1 9,000 9,540.0 

1290 2008/12/16 運輸業 800 1 2 6 3 1 1 9,000 720.0 

1291 2008/12/16 運輸業 3400 1 2 6 3 1 1 9,000 3,060.0 

1292 2008/12/16 運輸業 300 1 2 6 3 1 1 9,000 270.0 

1293 2008/12/16 運輸業 5600 1 2 6 3 1 1 9,000 5,040.0 

1294 2008/12/16 運輸業 1000 1 2 6 3 1 1 9,000 900.0 

1295 2008/12/16 運輸業 1000 1 2 6 3 1 1 9,000 900.0 

1296 2008/12/16 運輸業 5600 1 2 6 3 1 1 9,000 5,040.0 

1297 2008/12/16 運輸業 800 1 2 6 3 1 1 9,000 720.0 

1298 2008/12/16 運輸業 700 1 2 6 3 1 1 9,000 630.0 

1299 2008/12/16 運輸業 1500 1 2 6 3 1 1 9,000 1,350.0 

1300 2008/12/16 運輸業 100 1 2 6 3 1 1 9,000 90.0 

1301 2008/12/16 運輸業 1800 1 2 6 3 1 1 9,000 1,620.0 

1302 2008/12/16 運輸業 38000 1 2 6 3 1 1 9,000 34,200.0 

1303 2008/12/16 運輸業 900 1 2 6 3 1 1 9,000 810.0 

1304 2008/12/16 運輸業 600 1 2 6 3 1 1 9,000 540.0 

1305 2008/12/16 運輸業 2600 1 2 6 3 1 1 9,000 2,340.0 

1306 2008/12/16 運輸業 11600 1 2 6 3 1 1 9,000 10,440.0 
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1307 2008/12/16 運輸業 600 1 2 6 3 1 1 9,000 540.0 

1308 2008/12/16 運輸業 7900 1 2 6 3 1 1 9,000 7,110.0 

1309 2008/12/16 運輸業 8300 1 2 6 3 1 1 9,000 7,470.0 

1310 2008/12/16 運輸業 2500 1 2 6 3 1 1 9,000 2,250.0 

1311 2008/12/16 運輸業 3800 1 2 6 3 1 1 9,000 3,420.0 

1312 2008/12/16 運輸業 11200 1 2 6 3 1 1 9,000 10,080.0 

1313 2008/12/16 運輸業 1400 1 2 6 3 1 1 9,000 1,260.0 

1314 2008/12/16 運輸業 11900 1 2 6 3 1 1 9,000 10,710.0 

1315 2008/12/16 運輸業 700 1 2 6 3 1 1 9,000 630.0 

1316 2008/12/16 運輸業 3400 1 2 6 3 1 1 9,000 3,060.0 

1317 2008/12/16 運輸業 1300 1 2 6 3 1 1 9,000 1,170.0 

1318 2008/12/16 金融・保険業 60 1 1 2 3 2 1 6,000 36.0 

1319 2008/12/16 公務(他に分類されないもの) 不明 1 1 2 3 2 1 6,000 不明

1320 2008/12/16 電気・ガス・熱供給・水道業 9 1 2 6 6 2 1 36,000 32.4 

1321 2008/12/16 公務(他に分類されないもの) 595 2 2 15 6 2 1 90,000 5,355.0 

1322 2008/12/17 公務(他に分類されないもの) 2 2 2 15 3 2 1 45,000 9.0 

1323 2008/12/17 電気・ガス・熱供給・水道業 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

1324 2008/12/17 公務(他に分類されないもの) 1 3 1 101 6 2 1 606,000 60.6 

1325 2008/12/17 公務(他に分類されないもの) 2 1 1 2 6 2 1 12,000 2.4 

1326 2008/12/17 教育・学習支援業 90 2 1 11 3 2 1 33,000 297.0 

1327 2008/12/17 教育・学習支援業 534 2 1 11 6 2 1 66,000 3,524.4 

1328 2008/12/18 サービス業(他に分類されないもの) 6 1 1 2 3 1 1 3,000 1.8 

1329 2008/12/18 金融・保険業 2 1 1 2 6 2 1 12,000 2.4 

1330 2008/12/18 電気・ガス・熱供給・水道業 50 1 1 2 3 2 1 6,000 30.0 

1331 2008/12/18 金融・保険業 61 2 2 15 6 2 1 90,000 549.0 

1332 2008/12/18 金融・保険業 113 2 2 15 6 2 1 90,000 1,017.0 

1333 2008/12/18 公務(他に分類されないもの) 不明 1 1 2 1 2 1 2,000 不明

1334 2008/12/19 情報通信業 不明 1 1 2 1 1 1 1,000 不明

1335 2008/12/19 情報通信業 4312 1 2 6 1 2 1 6,000 2,587.2 

1336 2008/12/19 金融・保険業 80 1 1 2 3 2 1 6,000 48.0 

1337 2008/12/19 不動産業 920 1 1 2 6 1 1 6,000 552.0 

1338 2008/12/19 サービス業(他に分類されないもの) 3 1 1 2 6 1 1 6,000 1.8 

1339 2008/12/19 サービス業(他に分類されないもの) 65 2 1 11 6 1 1 33,000 214.5 

1340 2008/12/19 公務(他に分類されないもの) 23 1 2 6 6 2 1 36,000 82.8 

1341 2008/12/19 医療・福祉 不明 1 1 2 6 2 1 12,000 不明

1342 2008/12/22 製造業 723 1 1 2 6 1 1 6,000 433.8 

1343 2008/12/22 公務(他に分類されないもの) 1 2 1 11 6 2 1 66,000 6.6 

1344 2008/12/22 公務(他に分類されないもの) 2 2 1 11 6 2 1 66,000 13.2 

1345 2008/12/22 金融・保険業 1169 1 1 2 6 2 1 12,000 1,402.8

1346 2008/12/23 卸売・小売業 322 1 1 2 6 1 1 6,000 193.2 

1347 2008/12/23 電気・ガス・熱供給・水道業 18 1 1 2 6 2 1 12,000 21.6 

1348 2008/12/24 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

1349 2008/12/24 公務(他に分類されないもの) 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

1350 2008/12/24 医療・福祉 34 2 1 11 3 2 1 33,000 112.2 

1351 2008/12/24 サービス業(他に分類されないもの) 90 1 1 2 1 1 1 1,000 9.0 

1352 2008/12/24 金融・保険業 64 2 2 15 6 2 1 90,000 576.0 

1353 2008/12/25 製造業 31 1 1 2 6 1 1 6,000 18.6 

1354 2008/12/25 金融・保険業 2 2 2 15 3 2 1 45,000 9.0 

1355 2008/12/25 金融・保険業 2 2 2 15 3 2 1 45,000 9.0 

1356 2008/12/25 金融・保険業 33 1 1 2 3 2 1 6,000 19.8 

1357 2008/12/26 サービス業(他に分類されないもの) 49070 1 1 2 6 1 1 6,000 29,442.0 

1358 2008/12/26 卸売・小売業 2 1 1 2 6 1 1 6,000 1.2 

1359 2008/12/26 公務(他に分類されないもの) 1 1 2 6 6 2 1 36,000 3.6 

1360 2008/12/26 金融・保険業 10995 2 2 15 6 2 1 90,000 98,955.0 

1361 2008/12/26 金融・保険業 1950 2 2 15 6 2 1 90,000 17,550.0 

1362 2008/12/26 建設業 406 1 1 2 6 1 1 6,000 243.6 

1363 2008/12/26 金融・保険業 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

1364 2008/12/26 金融・保険業 1 1 1 2 6 2 1 12,000 1.2 

1365 2008/12/26 金融・保険業 3 1 1 2 6 2 1 12,000 3.6 

1366 2008/12/26 金融・保険業 2 1 1 2 6 2 1 12,000 2.4 

1367 2008/12/26 金融・保険業 2 1 1 2 6 2 1 12,000 2.4 

1368 2008/12/26 金融・保険業 36 1 1 2 3 2 1 6,000 21.6 

1369 2008/12/26 金融・保険業 1 1 1 2 3 2 1 6,000 0.6 

1370 2008/12/26 金融・保険業 2 2 2 15 6 2 1 90,000 18.0 

1371 2008/12/27 情報通信業 33 1 1 2 6 2 1 12,000 39.6 

1372 2008/12/27 医療・福祉 43 3 1 101 3 2 1 303,000 1,302.9 

1373 2008/12/29 複合サービス事業 84 1 1 2 6 2 1 12,000 100.8 
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図 31 グラフ修正 

Ver. 1.1 
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